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要旨 

 

 本研究では、企業や産業の競争力にとって重要なコンペティティブ・インテリジェンス（CI）について、プ

ロセスやスコープの明確化、成功要因分析などを行った上で、近年、社会的関心が高まっているプラスチ

ックリサイクル問題を事例として取り上げ、CI の幅広いスコープ等の観点から、そのシステム転換を実現す

るための課題や方策について考察を行った。 

CI については、先行研究では CI のスコープは競合分析に限定されるという説と広くビジネス環境全般

を対象としているという説に分かれていたが、今回の調査では製品、技術、顧客、市場、サプライヤー

（供給）、政府・規制、環境問題、競合関係など広くビジネス環境全般であることが判明した。CI 結

果を吸収能力（AC）につなげ有効活用するためには、促進要因として、①外部知識の吸収に貪欲な

組織文化・風土、②CI 結果を意思決定に反映するプロセス、③CI 部門と CI 結果を活用する部門と

の間の信頼関係の構築が重要であることが明らとなった。 

プラスチックリサイクルに関する技術調査を中心とした公開情報調査として、世界のプラスチックリサイク

ルに関する論文 35,519 本について書誌情報分析を行い、その結果、特に顕著な萌芽的トピックとして

生分解性プラスチックとバイオプラスチックに関する研究が近年急増していることが判明した。また、多くの

研究領域において先進国が論文数のリーダーであるが、プラスチック再生素材の建設分野での利用に関

する研究については、発展途上国で熱心に行われていることが明らかとなった。このような用途は発展途

上国だけでなく、先進国においても有意義である。プラスチックリサイクルを進める上で、廃棄物が発生し

た国で責任を持ってリサイクルを行う発生国消費原則と、発展途上国に廃棄物を輸出しグローバルなリ

サイクルシステムを構築する国際分業原則があり、これらについてのメリット・デメリットを議論した。 

上記の研究成果を基に、我が国でプラスチックリサイクル問題のシステム転換を促進する上で重要な

三つの論点を抽出し、CI 的な方法での有識者インタビューによる非公開情報の収集を行った上で、CI

の幅広いスコープの観点から考察を行い、論点毎の課題とそれを解決するための方策について議論した。 

発生国消費原則と国際分業原則については、そのベストミックスを追求すべきであり、発生国消費原

則を推進する上では、CI スコープである技術・顧客の面で考察すると、マテリアルリサイクルの劣化を防止

する技術の実用化、ケミカルリサイクル等も活用したアップサイクルの実現、消費者の受容性を高めるため

のマーケティング方法や表示・認証制度などの方策が重要である。 

生分解性プラスチックとバイオマスプラスチックの普及については、CI スコープである技術・市場・顧客の

観点で考察すると、生分解性プラスチックやバイオマスプラスチックの選別技術の高度化、コンポスト化に

よる分解技術の確立とコンポスト施設の普及拡大、混合プラスチックのリサイクル技術の商業化、需要の

大きい発展途上国市場の開拓、プラスチックの種類によってリサイクル方法が異なることの消費者への普

及啓発などの方策が重要である。 

プラスチック再生素材の建設分野での利用推進については、CI スコープである規制・競合・環境・製

品の視点で考えると、廃棄物処理法の規制の明確化、道路の品質規格の見直し、既存のリサイクル事

業者と建設業者との間の競合問題の解決、建設分野での利用による環境負荷低減効果の認知拡

大、建設分野で利用する再生素材製品の品質基準の明確化などの方策が望まれる。 
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第一章: 緒言 

 

１．はじめに 

近年、企業を取り巻く環境は急速に変化するとともに、その先行きに関する不確実性が増加してい

る。デジタル化、Digital Transformation（DX）推進、Social Networking Services

（SNSs）の進歩により企業経営の在り方は大きく変化しつつある。消費者のニーズや価値観も情報入

手経路とともに多様化・進化している。新型コロナウィルスのまん延は⾧期化の様相を見せ、国民の行動

変容や企業の働き方に大きな影響を与えている。一部の覇権主義国による一方的な現状変更の試み

は、資源を始めとした身の回りの製品の価格の高騰や急速な為替変動をもたらしている。地球温暖化

問題やプラスチック汚染の問題は深刻化し、国民的関心事項として企業活動においても、その解決に貢

献できる戦略を取ることが大前提となっている。これらの激しい環境変化や先行きの不確実性が高まる

中で、企業が的確な判断を行い最適な戦略を取るためには、情報の収集・分析力を高め、先読み能力

を研ぎ澄ますことが必要であり、この観点からコンペティティブ・インテリジェンス（competitive 

intelligence : CI）を活用することは極めて有意義である。 

CI は諜報機関のインテリジェンス手法を、合法的、倫理的に実業界の世界にも適用した分析手法で

あり、大企業を始めとして、中小企業、大学、スポーツのパフォーマンス、ヘルスケアなど幅広い分野で使

われている。CI 導入に至る経緯や概念は米国と欧州で多少の違いはあるものの、数十年の歴史を持

ち、進化・拡大を続けている。最近では、中国でも CI への精力的な活動が行われている。我が国おいて

も近年取組事例が増えている。 

CI は一般的には自らを取り巻く事業環境を調査分析し、意思決定に必要な戦略の策定に活用され

ている。CI という用語は研究者や実務者によって異なった意味合いで使われ、学術的にもビジネス的に

も確たる定義はない。この背景として、CI のスコープは競合企業分析に限られるとする研究者と、幅広い

範囲を対象としているとする研究者で意見が分かれていることも CI の定義が確定しない要因の一つとな

っていると考えられる。CI とは何かとか、CI にできて他の方法でできないことは何かということが不明確であ

るとの認識からこの研究は出発している。本研究によって、始めて CI においては①製品、技術、顧客、

市場、サプライヤー（供給）、環境問題、競合関係、政府・規制、政治などの幅広いスコープで分析す

ることが必要であること、②公開情報に加えて、人づてのネットワークで非公開情報を集めるヒューマン・イ

ンテリジェンスが必要であること  [1]、が明らかとなった。これらの点が CI と他の分析方法との主な相違

であると考えられる。CI プロセスには諸説あるが、代表的なものは図 1-1 に示すように、①調査分析のテ

ーマ設定（リクワイヤメントと呼ばれる）、②作業計画（作業仮説の設定）、③情報収集、④分析、

⑤報告をサイクルとして回して行って分析結果の精度を上げていくものである  [2]。合法かつ倫理的に

情報を収集して分析することは CI における大原則である。一度に成果が得られることはなく、定性的な

情報も交えた断片的な情報を収集し、その信頼性を評価した上で、情報を繋ぎ合わせて仮説を作り、

再度、仮説に基づき調査を行うことが必要となる。このため、CI プロセスはサイクルを繰り返す地道なプロ

セスとなる。CI においてはリクワイヤメントの具体化が最初のステップとして極めて重要である。 
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図 1-1:CI サイクル 

 

 

CI の事例としては、1970 年代にロイヤルダッチシェル社が行った CI 活動がある  [3]。同社は、当

時の中東におけるイスラエルとアラブ諸国の対立が深刻な事態に発展するのではないかとの危機感を持

ち、CI 活動を開始した。多くの調査員を現地に派遣し、イスラエルとアラブ諸国の政治、社会、宗教、経

済、石油政策などの多方面にわたって詳細な情報収集を行った。集められた情報はシナリオ分析手法に

よって事業戦略を決めるための知識であるインテリジェンスに加工された。この分析により、同社は近い将

来中東地域において大規模な紛争が発生するリスクが極めて高く、そのシナリオが現実となった場合には

同社の経営に深刻なインパクトを及ぼすという結論を得た。これを受け、同社は中東地域における石油

開発投資案件を大きく絞り込んだ。結果的に第一次中東戦争が勃発し、他のオイルメジャーは手痛い

損失を被ったが、同社の被害は最小限にとどめることができた。これにより同社は当時のオイルメジャー６

位から 2 位に躍進することができた。第二章におけるインタビュー調査でも CI の成功事例が報告されて

いる。日本の製薬企業 A 社は、治療用の輸液を海外の軍隊に販売している。ある時、某国の軍隊から

この輸液の異常なほどの大量注文が来た。不信に思った A 社経営陣は CI 部門に調査分析を命じ、顧

客との情報交換を始めとして、現地への調査員派遣による某国の政治・経済情勢や徴兵の動きの把

握、他のサプライヤーへのヒアリング、軍人 OB への取材などを行い、某国が戦争の準備段階にあると判

断した。A 社は市場獲得のために某国への支社設立を検討していたが、それを中断した。その後、A 社

の読み通り某国は隣国と戦争状態に突入し、国内の安全が脅かされる状態となった。A 社は支社への

派遣予定職員の安全を確保するとともに、無駄な海外投資を避けることができた。 

このように CI は競合企業の動向分析のみならず、企業を取り巻く幅広い環境の分析と先読みに活

用できる。CI をより積極的、効果的に活用することにより、社会、経済、技術のシステム転換を促し、企

業や産業の競争力を高めることが重要である。近年、CI については盛んに研究が行われているが、CI

のプロセスやスコープは必ずしも明らかとなっておらず、スコープについては研究ごとに主張が分かれている。

また、CI を有効活用するための方策についての研究はほとんどない。本研究では、CI のケーススタディを

通じて CI のプロセスとスコープを明らかにし、CI を有効活用するための成功要因を分析するとともに、CI

の事例としてプラスチックリサイクル問題を取り上げ、プラスチックリサイクル問題のシステム転換を図るため

の課題と解決に向けた方策を考察することとする。 
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プラスチックは、軽い、丈夫、腐らない、安価で大量生産ができるなど多くの優れた特性を有し、我々の

身の回りの生活や社会を支える重要な素材として、なくてはならない存在である。一方、使い終わったプ

ラスチック廃棄物が陸域で適切に処理されず、海洋に多量に流出し巨大な塊りとなって漂流する海洋プ

ラスチック問題が深刻になっている。海亀の鼻にストローがささったショッキングな写真とともに海洋プラスチッ

ク問題はマスコミで大きく取り上げられている。また、直径５ミリメートル以下の微細なプラスチック片が海

洋や河川に大量に存在しており、生態系への深刻な悪影響や食物連鎖を通じての人間の健康被害へ

の懸念から、マイクロプラスチック問題としてこれもマスコミで盛んに報道されている。更に、2020 年 7 月

より日本でもレジ袋の有料化が始まり、国民の間にプラスチックの使用を抑制しようとの機運が生まれてい

る。国際的には、2022 年 2 月の国連環境計画総会（UNEA5.2）において、プラスチック汚染を終

焉させることを目標として、法的拘束力のある国際条約を制定することが決議され、2024 年末までに条

約案を作成すべく政府間交渉委員会に約 160 か国が参加して精力的な議論が行われている。政府

間交渉委員会においては、欧州各国からリサイクルのできないプラスチックの生産を規制すべきとの提案が

あり、発展途上国を中心にこれに賛同する声が大きくなっている。これらの結果、日本国民のプラスチック

に対する問題意識が著しく喚起され、「プラスチックを他の素材に代替することにより、プラスチックはなくす

べき素材である」、「プラスチックの生産や使用を規制すべき」といった厳しい世論に直面している。 

 我が国では、過去二回、プラスチック廃棄物が社会問題として取り上げられており、今回のプラスチック

への厳しい世論は三度目の社会問題化となる。一度目は 1970 年代の高度成⾧期に石油化学プラン

トの新設が相次ぎ、プラスチックの生産・使用量が増加し、それにともなってプラスチック廃棄物が爆発的

に増加した頃である。当時の大阪万博では使い捨てプラスチックの使用が禁止され、自民党ではプラスチ

ックの生産・消費への課税が議論された。これらの社会動向を受けて、プラスチック廃棄物の適正処理方

法を開発するとともに政府に対する政策提言を行うために、政府のリーダーシップの元、産業界が一丸と

なってプラスチック循環利用協会が設立された（当時の名称はプラスチック処理促進協会）。二度目

は、1990 年代にプラスチック廃棄物の埋立が社会問題となった。当時は焼却施設の技術的制約により

プラスチックを焼却処分できず、全量を埋立処分しており、プラスチック廃棄物による埋立処分場の圧迫

が大きな問題となった頃である。食品残渣のついた包装用プラスチックも全て埋立処分場に運ばれ、ハエ

の大量発生など衛生面でも深刻な問題を引き起こした。その後、焼却施設の技術革新が起き、地方自

治体による焼却施設の増設努力も相まって、プラスチック廃棄物を焼却して発生した熱を電気や温水と

して利用できるエネルギーリカバリーへの道が開かれた。我が国ではプラスチックの処分方法としてエネルギ

ーリカバリーが最も主流となっているのはこのような歴史的経緯にも影響されている。 

 現在は三度目の社会問題化の只中にあるが、我が国では、エネルギーリカバリーをサーマルリサイクルと

位置付けて、マテリアルリサイクル（機械的リサイクル）、ケミカルリサイクルとサーマルリサイクルを合計した

プラスチックの有効利用率が 87%に達し [4]、世界的に見ても極めて高い水準にある。エネルギーリカ

バリーは、追加の二酸化炭素の発生なしに電気や熱の形でエネルギーの有効利用を実現できる。同量

のエネルギーをエネルギーリカバリーなしに得ようとすると大量の化石資源の燃焼と二酸化炭素の発生が

余儀なくされることから、エネルギーリカバリーには二酸化炭素の大きな排出抑制効果があり、この点でエ

ネルギーリカバリーはプラスチック廃棄物の優れた処理方法である [5]。一方、焼却の段階で二酸化炭
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素を発生することも事実であり、エネルギー以外のプラスチック再生材料や化学原料を生産できないという

点では、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルの方がより優れた処理方法とみなすこともできる。西欧諸

国では、エネルギーリカバリーからマテリアルリサイクルやケミカルリサイクルへ移行すべきとの論調がかねてか

ら強く、我が国でも国民の間で徐々に同様の価値観となってきている。 

表 1-1 はプラスチックリサイクルに関する論文が多い１０か国について、リサイクル率、埋立率などをま

とめたものである。表 1-1 についての詳細な分析と議論は第三章で述べるが、我が国の特徴として、エネ

ルギーリカバリーの率が高く、埋立率は低いものの、リサイクル率では西欧諸国や中国よりも低い水準にあ

る。エネルギーリカバリーは製紙業などでの化石資源の代替燃料として使われ二酸化炭素の排出量の削

減効果が高いことが特徴であるが、カーボンニュートラルへの移行が日本全体の目標となっている中では、

いずれはエネルギーリカバリーからリサイクルにシフトしていくことが望まれる。上述のようにプラスチックによる

環境汚染が世界的な問題となり、我が国においてもプラスチックに対する厳しい世論がある中で、国民的

な理解のもとでプラスチックが社会と共生していくためには、我が国におけるプラスチックリサイクル問題のシ

ステム転換を促進することが必要であることが本研究においてプラスチックリサイクル問題を取り上げた理由

である。 

 

表 1-1:プラスチックリサイクルの論文数の多い国についてのプラスチック廃棄物の処理状況 

論文 

順位 
国名 

論文数 

シェア  

データ 

取得年 

一般 

廃棄物量 

(百万ﾄﾝ) 

リサイクル

率 

エネルギー 

リカバリー率  

単純焼却

率 
埋立率 未処理率 

環境 

意識 

人口 

(百万人) 

1 中国 12.4% 2020 130.3  28.0% N.A. 32.0% 34.0% 6.0% 92% 1410.9  

2 米国 11.1% 2018 35.7  8.7% 15.8% 0.0% 75.6% <1.0% 71% 331.5  

3 イタリア 7.5% 2018 3.6  31.4% 32.8% 0.0% 35.8% <1.0% 86% 59.4  

4 ドイツ 6.9% 2018 5.3  38.6% 60.7% 0.0% 0.7% <1.0% 81% 83.2  

5 英国 6.7% 2018 4.0  32.0% 45.7% 0.0% 22.4% <1.0% 86% 67.2  

6 スペイン 6.2% 2018 2.6  41.9% 19.3% 0.0% 38.8% <1.0% 85% 47.4  

7 インド 5.9% 2016 8.5  5-25% N.A. N.A. N.A. N.A. 82% 1380.0  

8 日本 5.2% 2021 4.2  25.1% 62.0% 7.6% 5.4% <1.0% 56% 125.8  

9 ブラジル 4.7% 2018 7.9  2.2% N.A. N.A. 59.5% 24.4% 86% 212.6  

10 オランダ 3.2% 2018 0.9  33.7% 65.8% 0.0% 0.4% <1.0% 73% 17.4  

 

 プラスチックのリサイクルを進めるための研究が各国で盛んに行われている。2021 年末時点で、プラスチ

ックリサイクルに関して約 56,000 本もの論文が発表され、毎年 7,700 の新たな研究が行われている。

例えば、マテリアルリサイクルについては、リサイクルの過程で素材の強度や品質が劣化することが課題と指

摘され  [6]、多くの研究が行われている。ケミカルリサイクルはマテリアルリサイクルの欠点をカバーする特

性を有しているが、リサイクルの過程で多量のエネルギーを必要とし、二酸化炭素の排出量が多いことが
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課題であり  [7,8]、これらの解決に向けてプロセスの改良や新たな方策が盛んに研究されている。また、

近年では、生分解性プラスチックやバイオプラスチック、建設分野でのプラスチック再生素材の利用などの

新たなリサイクル手法に関する研究が大きな注目を集めている。これらの研究を一層発展させ、その実用

化を図ることによって、我が国のリサイクルが進展することが期待される。 

 本研究においてプラスチックリサイクル問題を事例として取り上げた理由は二つある。一つ目は、我が国

のプラスチック問題のシステム転換のための方策や関係機関の役割を明らかにするためには、プラスチック

問題が直面する様々な現状や課題を CI の幅広いスコープの観点から分析・考察することが必要である

ためでる。例えば、以下の現状や課題を（ ）の CI スコープの観点から分析する必要がある:海洋プラ

スチック問題（環境問題）、レジ袋の有料化やプラスチック循環利用促進法の成立（政府・規制）、

国民の環境意識の変化（顧客・市場)、再生プラスチックとバージンプラスチックの競合（競合問題）、

廃プラスチックの再生利用による化石資源の中東依存度の低下（サプライヤー）、日進月歩で進化す

るリサイクル技術の動向（技術）。二つ目の理由は、プラスチックリサイクル問題のシステム転換のための

方策や関係機関の役割を明らかにするためには、公開情報の収集のみならず、有識者を人づての人づ

てで探して、非公開情報を収集し、公開情報と非公開情報を組み合わせて分析することが必要である

ためである。第四章の分析・考察では、例えば、バイオプラスチックの一般的な特徴や生産量については

公開情報である日本政府の公式文書が役に立ったが、生分解性プラスチックとバイオマスプラスチックをマ

テリアルリサイクルする上での課題などについては公開情報では必ずしも明らかとならず、非公開情報が有

益であり、公開情報と非公開情報を組み合わせて分析・考察を行っている。また、発生国消費原則と国

際分業原則の選択、建設分野での再生材料の利用などの論点については公開情報では有意な情報

が少なく、非公開情報が分析・考察において非常に有益となっている。 

 

２．研究目的 

 本研究においては、以下の３点を研究目的として設定する。 

①CI の活用状況やスコープを明らかにするとともに、CI 結果の有効活用方法などの成功要因について

分析する。 

②プラスチックリサイクル問題を事例として取り上げ、技術調査を中心とした公開情報調査の観点から、

プラスチックリサイクルの研究動向を体系的に俯瞰し、その全体像や萌芽的な研究トピックを明らかにす

るとともに、プラスチックリサイクルを進める上での科学的・社会的課題や論点を明らかにする。 

③これらの結果を踏まえ、我が国においてプラスチックリサイクル問題のシステム転換を促進するための論

点を抽出し、課題と方策を考察する。 

 

３．研究手法 

 まず、我が国での CI の活動状況や、そのスコープとプロセス、CI を有効活用するための方策を明らかに

するために、CI 活動を行っている日本企業と CI 活動を行っていない日本企業についてインタビューによる

ケーススタディを行い、比較分析を実施する。 
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 次に、プラスチックリサイクルの研究分野の動向を把握するため、技術調査を中心とした公開情報調査

を行う。具体的には、Web of Science のデータベースを活用し、プラスチックリサイクルに関する論文を

集め、書誌情報分析を行い、どのような研究分野が存在するか、研究分野ごとの特徴は何か、萌芽的

な研究トピックは何か、プラスチックリサイクルのシステム転換を進めるために必要な課題は何かについて分

析、考察する。 

 最後に、上記の分析・考察の結果をもとに、我が国においてプラスチックリサイクル問題のシステム転換

促進する上で必要となる論点を洗い出し、CI 的な方法でのインタビューによる非公開情報の収集を行っ

た上で、CI の幅広いスコープの観点から論点毎に課題と必要な方策について考察を行う。 

 

４．博士論文の構成 

 本研究における各章の構成を図 1-2 に示す。第一章では、緒言として、まず CI とその重要性、プラス

チックリサイクル問題のシステム転換の必要性について述べた上で、研究目的と研究手法について記述し

ている。 

 第二章では、CI について、我が国での活動状況、そのスコープとプロセス、CI を有効活用するための方

策・課題について分析し、議論している。先行研究で議論が分かれていた CI のスコープについては、競

合企業分析だけにとどまらず、製品、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、環境問題、政府・規

制、政治など広くビジネス環境全般を対象としていることが判明している。また、CI を行っている企業と CI

は行っていないが調査分析を行っている企業との間で、スコープとプロセスに大きな相違はないことも明らか

となっている。CI を効果的に行う上で、組織内に CI 部門を設置する組織的 CI と、CI 部門を普段は

設置せずに CI が必要な場合だけアドホックにタスクフォースを立ち上げる非組織的 CI では、その役割が

大きく異なり、それぞれメリット・デメリットがあることを指摘している。また、CI 結果を効果的に活用するた

めには、組織の吸収能力（absorptive capacity:AC）が重要であり、AC を機能させるための促進

要因についても考察している。 

 第三章においては、本研究のもう一つの命題である我が国のプラスチックリサイクル問題のシステム転換

を事例として取り上げた。我が国のプラスチックリサイクル問題のシステム転換を図る上では、新たな技術

の発掘が重要であるとの考えに基づき、第三章では技術を中心にして情報収集と分析・考察を行った。

プラスチックリサイクル研究に関する情報量は膨大であることも第三章を技術に限定して分析した理由の

一つである。なお、第四章では、第三章の技術調査を中心とした公開情報調査の結果と併せて、それ

以外の製品・顧客・競合関係・サプライヤー・政府規制などの CI 的な幅広い観点から、我が国のプラス

チックリサイクル問題のシステム転換を図るための方策を考察している。技術の探索においても非公開情

報は重要な意味を持つため、第四章において、人づての人づてを頼ってインタビュー対象を特定し、技術

面も含めた非公開情報を収集して、公開情報と組み合わせて分析・考察を行っている。第三章では、プ

ラスチックリサイクルに関する技術調査を中心とした公開情報調査として、世界の研究者の関連する論文

について書誌情報分析を行い、どのような研究分野が存在するか、研究分野ごとの特徴は何か、萌芽

的な研究トピックは何か、プラスチックリサイクルを推進するために必要な課題は何かについて分析とレビュ

ーを行い、考察を実施している。プラスチックリサイクルに関連する 35,519 本の研究について分析を行っ
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た結果、プラスチックの生分解性、バイオプラスチック、ライフサイクル・アセスメント（life cycle 

assessment:LCA）、電気・電子製品廃棄物（electrical and electronic equipment 

waste:WEEE）、プラスチック再生素材の建設分野での利用に関する研究が、近年、特に 2016 年

以降急速に増加していることが判明している。中でもプラスチックの生分解性は平均出版年数が 2018

年と最も若く、萌芽的な研究トピックである。プラスチックリサイクルの多くの研究分野では先進国が論文

数でリーダーとなっているが、プラスチック再生素材の建設分野での利用に関する研究については、発展

途上国や新興国（以下、「発展途上国等」という。）で熱心に行われていることが判明したことは重要

な発見である。プラスチックのリサイクルを廃棄物が発生した国で完結させるのか（発生国消費原則）、

発展途上国等などの他国に廃棄物を輸出してグローバルなリサイクルシステムを構築するのか（国際分

業原則）について議論を行っている。 

 第四章では、前二章の結果を踏まえ、我が国においてプラスチックリサイクル問題のシステム転換を推進

するために必要となる以下の論点を抽出し、人づての人づてで有識者を探してインタビューによる非公開

情報の収集という CI 的な情報収集を行った上で、製品、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、

環境問題、競合関係、政府・規制、政治などの CI の幅広いスコープの観点から、論点毎に課題と方策

を議論している。 

（論点１）我が国はプラスチック廃棄物の処理にあたって、発生国消費原則と国際分業原則のどちら

を追求すべきか。それぞれを推進する場合の課題と方策は何か。 

（論点２）プラスチックの適正処理の観点から、生分解性プラスチックとバイオマスプラスチックの意義は

何か。また、これらの普及を進めるための課題と方策は何か。 

（論点３）我が国においても、プラスチック再生素材の建設分野での利用を進めるための課題と方策は

何か。 
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図 1-2:博士論文の構成
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第二章:日本企業におけるコンペティティブ・インテリジェンスについてのケーススタディ研究 

（コンペティティブ・インテリジェンスの成功要因分析） 

 

要旨 

 

研究目的: 第二章の研究では、コンペティティブ・インテリジェンス（competitive intelligence :CI）

のプロセス、スコープ、組織構造などについて探求する。これらの側面は専攻研究では十分に議論されて

おらず、第二章の研究では以下の点を明らかにすることを研究目的としている。 

① CI のプロセスとしてどのようなタイプが採用されているか。 

② CI のスコープは、競合企業分析に限定されているか、それともより広範なビジネス環境全般を対象

としているか。 

③ CI のプロセスとスコープは、CI の組織構造によって異なるかどうか。 

 

研究手法: CI 部門を設置して CI を実施する企業と、CI 部門を設置せずアドホックに CI を実施する

企業の 2 種類の日本企業にインタビューを行った。様々な組織構造を持つ企業を調査するために、複数

のケーススタディを実施した。  

 

分析結果: CI のスコープは、競合企業分析だけでなく、幅広い対象 (製品、技術、顧客、市場、サ

プライヤー（供給）、環境問題、政府・規制、経済、社会、政治など) が含まれていた。CI 部門を設

置することは、適切な CI プロセスが行われることを保証しなかった。CI 部門がないからといって、CI の体

系的なプロセスや活動が妨げられることはなかった。 

 

学術的貢献: 調査した企業の CI を、CI 部門を設置する「組織的 CI（Organized CI）」と CI 部

門を設置せずにアドホックに CI を行う「非組織的 CI（Unorganized CI）」に分類し、両方のメリットと

デメリットについて議論した。CI 結果を CI プロセスから吸収能力のプロセスに反映させ、組織が知識吸収

するための促進要因を明らかにした。 

 

１．緒言 

 コンペティティブ・インテリジェンス（competitive intelligence :CI）は、企業の情報分析力を強化

し、競争が激しく、不確実性が増すビジネス環境での正確な意思決定をサポートする重要な機能であ

る。CI に関する包括的なフレームワークは、Bergeron と Hiller によって提唱された [9]。このフレームワ

ークには、用語と定義、CI の進化、CI プロセス、分析手法、CI システム、CI の主要な関係者、CI の

組織と実装、CI の倫理、及び CI の教育とトレーニングが含まれている。CI の重要性が高まるにつれて、

CI 研究への関心が高まり、CI が産業界で採用されるようになった。CI は、スポーツのパフォーマンス  

[10] 、ヘルスケア [11]、大学 [12,13]、中小企業 [14] 、海外直接投資  [15]などの幅広い分

野で活用されている。 
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 CI の方法として、特許分析 [16-21]、特許オーバーレイマッピング [22]、ソーシャルメディア分析によ

る企業のポジションマッピング [23,24]、企業の相互リンク分析 [25]等がある。 

 CI の有効性は、インフォメトリック手法だけでなく、CI のプロセスと組織の構成にも依存する。CI プロセ

スでは IT ツールが不可欠だが、より正確な意思決定のためには、IT ツールと組み合わせた人によるヒュー

マンコミュニケーションが必要である [26-28]。CI は、人工知能 (AI) が普及しても有効で価値のある

分析手法であり続けるとの指摘がある [29]。CI ツールは、縦と横の人間関係の中でも知識共有をサポ

ートする [30]。さらに、組織の意思決定モデルと CI ツールは、ナレッジワーカーの知性と洞察力を高め

るが、CI においては特許などの形式知に加えて暗黙知を収集する必要がある [31]。 

 CI 部門の組織的位置付けは重要な研究テーマである。研究者は、CI 部門を設立するかどうか、及び

それが他の部門とどのように関係するかを検討してきた。Bergeron 他によると、米国の大企業の 66%

が CI 部門を設置して CI 活動を行っている [9]。 Calof がカナダの CI 実務者を調査したところ、カナダ

の企業の 61%が中央集中型の CI 部門を持っていることが分かった [32]。一方、中小企業は、CI 部

門なしで CI を実施している [33-35]。Yap 他は、マレーシアの上場企業の半数以上が CI 部門を持

っていると報告している [36,37]。彼らはまた、それらの企業が他の企業と比較して、大幅に収益性が高

く、より成⾧していることも指摘している。Jin 他は、CI 専門家のための企業図書館と情報センターの重

要性を確認した [38]。Wang 他は、中国における CI と情報収集のアウトソーシングとの関係を研究

し、情報収集を外部組織にアウトソーシングすることが CI の有効な方法であると結論付けた [39]。 

 一方、組織が CI の結果を効果的に利用することを妨げる要因についての研究はほとんどない。

Powell 他 は、事業部門が CI 結果を評価することが多く、CI 結果の取り扱いをめぐって事業部門と

CI 部門の間で衝突が発生することを確認した [40]。Pirttila は、多国籍企業のケーススタディで、専

門の CI 部門が事業部門で行われている実際の作業方法を無視するという有害な傾向を指摘した 

[41]。これらの疎外要因の分析は、CI 結果を効果的に使用するための方法を検討するために有益で

ある。他の研究では、CI 結果の効果的な使用について指摘している。組織文化は CI に有意なプラス

の効果を及ぼし [42] 、環境および組織の特性は CI の取り組みと活用に影響を与える [43] 。さら

に、ナレッジマネジメントと CI 結果の相乗効果は、効果的な意思決定において重要である [44,45]。 

 

２．先行研究調査 

 CI の定義は、研究者によって異なっており [46]、組織で使用される CI プロセスとその有効性は不明

なままである。多くの企業は、CI とは何かを認識せずに CI を実施している [47]。典型的な CI プロセス

は、①調査分析のテーマ設定（リクワイヤメントと呼ばれる）、②作業計画（作業仮説の設定）、③

情報収集、④分析、⑤報告から構成されるサイクルであるが [2] 、プロセスにおいて他の構成要素を入

れている報告もある  [48-51]。Bernhardt によると、CI プロセスにおいてヒューマン・インテリジェンスに

よって収集された非公開情報は CI 結果に不可欠であり、公開情報は CI プロセスで収集・使用される

全ての情報のせいぜい 80%しかない  [1]。ヒューマン・インテリジェンスとは、人的ネットワークによる活動

（面識のない人との意見交換、知人への質問、非公式のインタビューなど）による非公開情報の収集で

ある。 
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 リクワイヤメントの発出は、CI プロセスの開始のトリガーである。CI のクライアントは、多くの場合、主要

な意思決定者であり、明確で具体的なリクワイヤメントを CI 部門に提示する必要がある。但し、これは

常に行われるとは限りらないので、CI 担当者は、意思決定者の CI のニーズについて深く理解している必

要がある [52] 。さらに、上級管理職は、主要なインテリジェンスのトピックと要件を開発し、レビューする

必要がある [2,49]。 

 McGonagle 他は、CI サイクル、主要なインテリジェンス・トピックやインテリジェンスの質問に対する理解

が不十分であると、CI の失敗を引き起こすことが多いことを示した [53]。Tsitoura 他は、CI プロセスの

最初のフェーズでの詳細なリクワイヤメントの欠如が、CI の失敗につながる主な要因であると結論付けた 

[54]。これらの不明確なリクワイヤメントは、経営陣と CI 部門の間のコミュニケーションが不十分であった

ことが原因であった。CI の失敗は、CI 結果を活用する部門と CI 部門との間の不十分なコミュニケーショ

ンによっても引き起こされる [55,56]。但し、これらの議論を支持する実証研究はほとんどなく、意思決

定者と CI 担当者の間のコミュニケーション以外の要因が CI の実行と活用を妨げた可能性があるかもし

れない。 

 CI のスコープについては先行研究において議論が分かれている。Bernhardt は、CI は競合企業分析

のためのものであると主張した  [1]。Bergeron 他は、CI のスコープには、幅広い分野が含まれると述

べている (例えば、競合企業、技術、製品・サービス、環境問題、経済、政府・規制、M＆A、顧客、サ

プライヤー（供給）、市場、パートナー・協力者、社会的・歴史的・政治的環境、組織の内部環境)。

Marin 他、及び Bose は、その後の研究で CI のスコープを競合企業分析に限定した  [26,57]。

Strauss 他によると、CI は、担当者の競争力とスキル開発を改善するための最も重要なツールの一つで

あり、CI 専門家は競争力のための戦略的優位性を生み出すことができる  [51]。Amarouche 他

は、競合企業に関する知識を得ることが CI の基本原則であると指摘した  [58]。 

 Sewdass 他によると、CI の最も重要なスコープは、政府の規制の動向を把握することである  

[59]。最近の幾つかの研究では、イノベーションが CI の重要なスコープであることが報告されている [60-

63]。一方、Poblano-Ojinaga は、CI とイノベーションの関係は間接的であると指摘した [64]。競争

力は、競合企業だけでなく、他の要因にも依存する。しかし、それを裏付ける証拠はほとんどない。Yap

他は、マレーシアの企業が CI のスコープとして技術と経済を重視していると報告している [65]。Bao

は、顧客とサプライヤーについての CI の重要性を指摘した  [66]。これらのことから、企業における CI の

スコープがどこまでを対象としているかについて調査することは価値がある。 

 CI のプロセスとスコープを明確にすることは、CI を効果的に活用し、最善の意思決定を行うために不可

欠である。これらを踏まえ、第二章での研究は、CI のプロセスとスコープに焦点を当てている。第二章の研

究のリサーチクエスチョンは以下の 2 点である。 

1) 企業はどのようなタイプの CI プロセスを実行しているか。 

2) CI のスコープは競合企業分析に限定されているか、それともより広いビジネス環境を対象にしている

か。 

小久保 (1992, 1993) は日本企業の CI をレビューしたが  [67,68]、詳細は報告されておらず、不

明のままである。 
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 また、CI の有効性とそれを妨げる可能性のある要因についても考察する。組織における CI 部門の有

無による違いについても議論する。CI を実行する上では、組織化された CI と組織化されていない CI の

2 つの方法がある。組織化された CI とは、企業が他の事業部門から独立して CI を実行する常設の CI 

部門を設立し、自らの行為が CI であると認識して活動することである。組織化されていない CI とは、企

業が必要に応じてビジネス部門の専門家を含むタスクフォースをアドホックに編成して、常設の CI 部門な

しで CI 的な活動を実行する、ないしは自らの行為は CI ではないと認識して活動することである。組織

内で CI を効果的に活用するための要因についても議論する。 

 第二章の研究では、上位概念の理論として、March による組織学習における探索・活用理論 [69] 

を採用する。探索とは、CI プロセスにおける情報の検索とインテリジェンスの作成である。意思決定プロセ

スにおいて CI の結果を利用することは活用である。第二章の研究では、CI のスコープについての理論は

Begeron 他による研究に基づいている。彼らは CI のスコープが幅広いビジネス環境を対象としていると

主張している  [9]。CI プロセスに関する理論は、Bernhardt と Herrings による研究に基づいてい

る  [1,2]。Bernhardt はヒューマン・インテリジェンスの重要性を強調し、Herrings は意思決定者から

の具体的かつ詳細なリクワイヤメントの重要性を強調している。 

 

３．研究手法 

 第二章においては、Yin によるマルチケーススタディの方法論 [70] を使用して、様々な組織構造を持

つ日本企業を調査した。Glaser と Strauss による研究成果があるものの  [71]、ここでは Yin の方

法論に基づいて、二つの作業仮説を設定した。最初の作業仮説は、CI のプロセスとスコープは、調査分

析 (survey and analysis : SA) のプロセスとスコープとは異なるというものである。SA は、CI 部門を

設置せず、CI 活動を行っていない企業による情報収集と分析に関する活動である。二番目の作業仮

説は、CI のスコープには、競合企業分析だけでなく、幅広いビジネス環境要因が含まれるというものであ

る。 

 調査対象企業は次の二つのグループに分類される。 

(グループ I）CI 部門を設置して CI 活動を行う企業。 

(グループ II) CI 部門を設置せず、CI 活動を行っていないが、SA 活動を精力的に行っている企業。 

 表 2-1 に示すように、グループ I は 4 社、グループ II は 2 社で構成されている。インタビュー対象の選

定方法について説明する。グループ I の CI を実施している企業は、CI に関する日本で唯一の学術的コ

ミュニティである日本 CI 学会にインタビュー候補の選定を依頼したところ、A～D の 4 社しか見つからなか

ったとの回答となったため、これら 4 社をインタビュー対象とした。グループ II の SA を実施している企業に

ついては、調査開始時点での時価総額上位 20 社の中から各業界で最も収益性の高い企業を第一

次選抜として選んだ。その上で調査分析能力の観点から、分析力が高い企業として E 社を選定した。ま

た、調査分析部門を経営陣の肝いりで立ち上げた F 社を調査分析に会社をあげて力を入れている企業

として選定した。意思決定構造は、企業によってトップダウン型やボトムアップ型と異なっている。調査結果

と議論を有意義なものとするために、グループ I と II の企業に加えて、補足的な調査として G 社、H 社、

及び I 社の 3 社のインタビューを行った。日本の業界のリーダーである医療機器メーカーの G 社は、通常
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は CI を行っていないが、例外的にある案件で CI を経験した。G 社の海外売上高比率は 50%である。

外資系の H 社と I 社にインタビューを行い、日本と海外の CI 導入を比較した。H 社は日米企業での

CI 導入実績に精通した米国系のコンサルティング会社である。I 社は日欧企業の CI 導入実績に精通

したフランスの CI エージェンシー（CI 受託機関）である。G 社、H 社、および I 社の情報は、表 2-1 の

「その他」の欄に掲載している。 

 

表 2-1:インタビュー対象企業の概要 

会社 業種 
海外売上高 

比率 
インタビュー対象者 

インタビュー

時間 

インタビュ

ー人数 

インタビューの 

日付 

グループ I（CI 部門を設置して CI を実施している日本の大手企業） 

A 製薬 70% CI 部門⾧ ３時間 １人 2015 年 2 月 

B 製薬 60% CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 2 月 

C 海運 70% CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 3 月 

D ビジネスホテル 低い CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 2 月 

グループ II（CI を実施していないが SA を実施している日本の大手企業） 

E 機械製造 70% 調査分析部門⾧ ２時間 １人 2015 年 6 月 

F 電気機器製造 70% 研究企画部門⾧ 1.5 時間 １人 2015 年 5 月 

その他 

G 医療器械製造 50% 調査分析部⾧ ２時間 １人 2015 年 5 月 

H コンサルティング 不明 シニア・パートナー ２時間 １人 2015 年 6 月 

I CI エージェンシー 不明 シニア・コンサルタント ４時間 １人 2016 年 6 月 

 

 インタビューでは、CI のプロセスとスコープについて以下の観点から調査した。 

1. プロセス:以下の３点が行われているかどうか。 

①意思決定者からのリクワイヤメントが具体的であること。 

②Bergeron 他によって提唱されている体系的な CI プロセスが採用されていること。 

CI ニーズの計画/特定、データ収集、整理/分析、普及  [9]。 

③非公開情報がヒューマン・インテリジェンスによって収集されていること  [1]。  
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2. スコープ: CI のスコープの範囲は何か。競合企業分析に限定されているか。Bernhardt、Marin 他、

Bose、及び Amarouche 他は、CI のスコープが競合企業分析に限定されると指摘しているが  

[1,26,57,58]、Bergeron 他は、広くビジネス環境全般を対象としていると指摘している [9]。 

 主な質問事項は以下の通りである。 

・意思決定者 (つまり、CI 又は SA クライアント) からのリクワイヤメントは具体的で明確か? 

・CI 又は SA の結果を有益なものとするためには、具体的なリクワイヤメントが重要であると認識して

いるか? 

・体系的な CI 又は SA のプロセスが採用されているか? 

-非公開情報がヒューマン・インテリジェンスによって収集されているか? 

・効果的な CI 又は SA 結果とするためには、ヒューマン・インテリジェンスが不可欠か? 

・貴社の CI 又は SA のスコープは何か? 

・貴社の意思決定メカニズムはどのようなものか? 

・CI 又は SA の結果が意思決定に有効に活用される条件は何か? 

・CI 又は SA の結果を効果的に活用する上での阻害要因は何か? 

・CI 又は SA の結果は貴社で有効に活用されているか? 

 第二章の方法論は、インタビューに基づく定性調査になっている。グループ I と II のインタビュー対象者

は、それぞれ社内で CI と SA を行っている。調査は 2015 年から 2016 年にかけて実施され、インタビュ

ー時間は 1.5 時間から 4 時間の範囲であった。インタビューは、現地訪問の形で実施された。インタビュ

ー対象者は全員が CI または SA に従事しており、インタビュー対象者は 1 社につき 1 人であった。インタ

ビューでは、会社の意思決定プロセスなど、幅広いトピックが取り上げられた。そのため、一部のインタビュー

結果は、会社の公式見解ではなく、インタビュー対象者の経験に基づく個人的な意見とみなされる。一

方で、CI 又は SA 活動は通常、各企業にとって重要性と秘匿性が高いものであるため、企業内での CI

又は SA を学術研究の対象とすることは通常は困難であり、本研究は CI 又は SA 担当者の視点から

CI 又は SA 活動を調査分析したものとして希少性が高いと考えられる。各インタビュー対象者は CI また

は SA のいずれかで豊富な経験を持ち、それぞれの部門の責任者であるため、インタビュー対象者の回答

は有益なものであると考えられる。インタビューにあたっては、インタビュー対象者が自由に語り、著者が新

たな論点を発見できるよう半構造化した質問事項を用意した。その結果、インタビュー間の厳密な比較

が常に可能というわけではない。インタビューの内容は録音し、その後手作業により逐語的な議事録を作

成した。インタビュー前に設定した研究上のキーワードである「プロセス」、「スコープ」、「リクワイヤメント」、

「ヒューマンインテリジェンス」などに基づき発言内容を整理するとともに、「倫理」、「CI 又は SA 部門の位

置づけ」、「意思決定メカニズム」などの発言内容から新たに CI における重要な論点として抽出したキーワ

ードを基に比較分析を行った。これらのキーワードに沿って逐語的な議事録から論点毎に整理した議事メ

モを作成した。分析の妥当性を確保するために、分析結果と議事メモをディスカッション・ペーパーにまとめ、

インタビュー対象者に内容の確認を求めた。 

 

４．結果 
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前述のとおり、CI を実施する日本企業 4 社（グループ I）と SA を実施する日本企業 2 社（グル

ープ II）を調査した。両方のグループで採用されているプロセスとスコープを比較した。セクション 4.1 でプ

ロセスを比較し、セクション 4.2 でスコープを比較する。 

 

4.1. CI プロセスと SA プロセスの比較 

表 2-2 に、各企業の CI プロセスと SA プロセスを示す。プロセスは、①リクワイヤメントが具体的である

こと、②体系的なプロセスが採用されていること、③ヒューマン・インテリジェンスによって非公開情報が収集

されていることの三つの要件が各企業で満たされているかどうかで評価した。例えば、リクワイヤメントが具

体的であれば「〇」、具体的でない場合は「×」と表記している。 

 

表 2-2:CI プロセスと SA プロセスの比較 

  
グループ I 

（CI 実施企業） 

グループ II 

(SA 実施企業) 

                    会社 

プロセス要件 
A B C D E F 

① 具体的なリクワイヤメント 〇 × 〇 × 〇 〇 

② 体系的なプロセス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

③ ヒューマン・インテリジェンス 〇 〇 × 〇 〇 〇 

 

 製薬会社 A では、会社のオーナー経営者から具体的なリクワイヤメントが出されていた。これにより、計

画、データ収集、分析、報告のプロセスが体系的に実行されていた。さらに、ヒューマン・インテリジェンスが

積極的に実行されていた。例えば、製品開発に欠かせない未知の技術を探すため、知人の知人の知人

をたどって専門家を探してヒアリングするという⾧いプロセスを経て情報収集を行っていた。三つの要件全て

が A 社で行われていた。 

 製薬会社 B は最近 CI を開始したばかりであり、意思決定者からのリクワイヤメントは必ずしも常に具

体的というわけではなかった。CI の国際学会である SCIP（Strategic and Competitive 

Intelligence Professionals）の方法論に従って、体系的な CI プロセスが採用されていた。同社は、

ヒューマン・インテリジェンスを通じて非公開情報を収集することに熱心であった。CI 部門の責任者によると、

「製薬業界は狭い世界であり、この業界では転職が多いため、ヒューマン・インテリジェンスが盛んに行われ

ている。その結果、重要な情報が個人的なネットワークで非公式に取得されることが良くある。」と指摘し

ている。B 社は国際カンファレンスを積極的に開催し、人脈を広げていた。同社では①の要件は必ずしも

満たしていないが、②と③は積極的に行われていた。 
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 海運会社 C は、事業部門のトップや会社幹部からのリクワイヤメントを具体化した上で、計画、データ

収集、分析、伝達などの体系的な CI プロセスを計画的かつ意識的に実行していた。同社はヒューマン・

インテリジェンスによる非公開情報の収集をほとんど行っていなかった。CI の結果は、ビジネス部門からの

新しい提案とともに意思決定者に報告されていた。C 社では①と②のプロセスは実行されていたが、③の

要件を満足していなかった。 

 ビジネスホテルチェーンの D 社の経営陣は、新しいホテル物件の候補が見つかるとその収益性を予測す

るリクワイヤメントを出し、CI プロセスを命じているが、常にリクワイヤメントが発出されるわけではなかった。

CI 部門は、個々のケースに応じてリクワイヤメントを具現化し、計画、データ収集、分析、および配布プロ

セスを体系的に実施していた。ヒューマン・インテリジェンスによる非公開情報の収集が積極的に実行され

ていた。例えば、リネンなどのサプライヤー企業からの競合企業の動向のヒアリング、転職者への質問、バス

停や電車内でのビジネスマンとの雑談などを活用して、ユーザーニーズ、競合ホテルのコスト、および新規

物件の収益性を分析していた。新しいプロジェクトの提案とともに CI 結果は必ず取締役会に報告されて

いた。従ってプロセス②と③は実行されていたが、プロセス①は完全には実行されていなかった。 

 また、グループ II の企業の SA プロセスも調査した。機械メーカーの E 社は CI を実施していない。イン

タビュー対象者によると、CI は同社の企業文化に合わないため、CI を導入することはないとしている。但

し、会社の経営陣は、CI のリクワイヤメントに相当する具体的な調査指示を出していた。E 社は調査対

象企業の中で、膨大な情報をグローバルに体系的に収集・分析できる最大の SA 部門を持っていた。海

外の渉外部門が集めて来る政府関係の公式・非公式な情報は断片的であることが多く、解釈が難しい。

SA 部門は、作業仮説を作り、断片化された情報を組み合わせ、更に情報を集めて分析することにより、

情報の意味すること（例えば、新しい規制の兆候）を推測していた。ヒューマン・インテリジェンスに相当す

る人的ネットワークによる非公開情報の収集も積極的に行い、定性・定量情報による分析を行っていた。

得られた結果は経営陣に報告されていた。 E 社は 3 つのプロセス要件の全てを実行していた。 

 電気機器メーカーF 社は、CI を行っておらず、CI の概念を認識していなかった。著者がインタビュー対象

者に CI について説明すると、インタビュー対象者はＦ社で同様の活動が行われていると述べた。同社に

は CI の概念に関する知識がなく、専門の CI 部門は存在していなかった。しかし、経営陣が重大なリスク

やオポチュニティを予感した場合には、SA の具体的な指示が出されていた。これらの調査指示はリクワイ

ヤメントに相当する具体性と明確性を持っていた。調査指示は、所属する部門に関係なく、経営陣が最

も信頼する人物達に与えられていた。指示を受けた後は、人的ネットワークを介した非公開の情報収集

を含む、綿密で包括的な SA が体系的に実施された。インタビュー対象者は、F 社での活動が CI に該

当すると指摘した。F 社は三つのプロセス要件の全てを満足していた。 

 

4.2. CI のスコープと SA のスコープの比較 

 表 2-3 に、各企業の CI と SA のスコープの範囲を示す。スコープは Bergeron 他の定義  [9]に従

って、①競合企業（競合関係）から⑬の内部環境まで、13 の分野に分類し、各企業のスコープが何を

対象としているのか調査を行った。例えば、インタビュー対象者がスコープとして技術が対象となっていると
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言う場合、技術の欄に「〇」が記載してある。空白は、そのフィールドにスコープがないことを意味する。まず、

グループ I の企業の CI スコープについて記述する。 

 製薬会社 A の CI は全ての領域をカバーしていた。A 社の意思決定はトップダウン型である。トップマネ

ジメントがリクワイヤメントを発出すれば、全ての範囲が CI のスコープとなる。例えば、製造装置メーカーと

のやり取りで得られた情報から、未知の競合他社の存在を推定した。軍隊と警察は、同社の CI スコー

プの対象である。同社の医薬品は軍事用途に使用されることが多く、同社は CI 活動として、顧客である

海外の軍隊や警察の動きを常に監視していた。ある時、某国の軍隊に販売された製品の量が異常な水

準となったため、現地の政治・軍事情報をヒューマン・インテリジェンスも駆使して収集し、近く紛争が発生

する可能性が高いとの CI 結果を得た。CI 結果を基に、A 社は当該国での子会社の設立を延期した。

その後、CI 結果の通り、某国は隣国との戦争状態に突入し、国内の安全が脅かされる事態となった。A

社は駐在予定者の安全を確保し、不必要な投資経費を避けることができた。 

 

表 2-3:CI のスコープと SA のスコープの比較 

  
グループ I 

（CI 実施企業） 

グループ II 

(SA 実施企業) 

                   会社 

スコープ 
A B C D E F 

① 競合企業（競合関係） 〇 〇   〇 〇 〇 

② 製品・サービス 〇 〇   〇 〇 〇 

③ 技術 〇 〇 〇     〇 

④ 顧客 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

⑤ 市場 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

⑥ サプライヤー（供給） 〇     〇   〇 

⑦ パートナー・協力企業 〇     〇   〇 

⑧ 経済 〇 〇 〇 〇 〇   

⑨ 社会・歴史・政治 〇 〇 〇   〇 〇 

⑩ 政府・規制 〇 〇     〇 〇 

⑪ 環境問題 〇   〇   〇 〇 

⑫ M&A 〇 〇   〇   〇 

⑬ 組織内環境 〇           
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 製薬会社 B は、A 社と同じ業界に属していたが、その CI スコープは狭かった。B 社は組織管理的な

雰囲気が強く、CI 部門の業務範囲は組織によって事前に決められていた。同社は新興市場での需要

開拓に注力していたが、新興国の医療保険制度の持続性と展望について CI を実施していた。例え経

済成⾧が著しい国であっても、健康保険制度が健全であるとの CI 結果が得られなければ、同社はその

国に進出しなかった。 

 海運会社の C は、調査対象企業の中で CI のスコープが最も狭かった。これは、同社の CI の主な目

的が事業部門の提案を評価し、事業部門の勝手な動きをけん制することであり、他の多くの企業とは異

なり、競合他社の分析をカバーしていなかったためであると考えられる。世界の海運業界には競合企業が

無数にあり、あまたの競合他社の状況を理解することよりも、貨物の出荷国、輸出先国や経由国の政

治、経済、市場、需要に影響を及ぼす技術の将来を予測することの方が重要でであると同社では認識

していた。例えば、同社は CI を利用して、中国の資源財の輸入拡大（「爆食」）がどのくらい続くかを予

測していた。 

 ビジネスホテルチェーン会社 D の CI スコープは、他の多くの企業がスコープしている技術や規制をカバー

していなかった。同社の事業では、技術の進歩が遅く、政府の規制の影響を受けにくいホテルの建設・運

営でであったためと考えられる。同社にとっては新規ホテルの建設予定地として、利便性の高い駅近の空

き地の取得が非常に重要である。しかし、このような空き地には暴力団が関与していることが多いため、同

社では CI を活用してこの問題を事前に解決していた。暴力団の関与のない便利な空き地の探索は、表

4-3 のスコープ「⑤市場」とみなされた。 

 グループ I の企業は様々な CI スコープを対象としており、これらの企業間でスコープに類似点は見つか

らなかった。グループ II の企業のスコープは次の通りである。機械メーカーE の SA 部門は、それぞれ 15

人からなる 四つのチームで構成されていた。各チームは、①競合分析、②顧客、③需給予測、④経済

というように優先すべき調査範囲（スコープ）を割り当てられていた。SA 部門のスコープは、組織内で事

前に決定されていた。他のほとんどの企業で対象となっていた技術のスコープは、E 社の範囲には含まれて

いなかった。例えば、進出先国の今後 5～10 年間の需給予測などは、SA として実行されていた。 

 電気機器メーカーの F は、SA のリクワイヤメントがトップダウン型で決定されるため、幅広いスコープとな

っていた。今までの経験上、SA のスコープから経済および組織的な問題を除外していたが、経営陣が望

む場合はこれらを含めることができると指摘していた。例えば、空調機器に使う冷媒の規制動向の予測や、

今後の規制で許容される可能性の高い代替冷媒の探索と評価をスコープとして SA を実施していた。 

 

4.3. 結果の要約 

 表 2-2 に示めされるように、二つのグループのプロセスに大きな違いは見られなかった。グループ II の 2

社は三つのプロセスの全てを実行したため、グループ II はグループ I よりも多くの条件を満たした。表 2-3

に示されるように、二つのグループは CI と SA のスコープが類似していた。二つのグループのスコープに大き

な相違がないとする理由として、①どちらのスコープも競合分析に限らず、13 種類のスコープを幅広く対

象としていること、②13 種類のスコープのうち何割をカバーしているか各社毎に割合を求めると、CI を行っ
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ている４社の平均カバー率が 69.2％、SA を行っている２社の平均カバー率も 69.2％と同程度である

こと、③カバーしているスコープの種類のばらつき度合いについて CI と SA で有意な差が見られなかった、

ことがあげられる。グループ II の二つの企業のスコープに類似性は見られなかった。一方、A 社と F 社のス

コープは類似していた。これは、トップダウン型の指示により CI 又は SA のスコープが決められていることが

原因であると考えられる。また、B 社と E 社もスコープが類似していたが、これは両社とも組織的管理色

彩が強く、CI 又は SA 部門のミッションがあらかじめ組織内で決められているためであると考えられる。 

 グループ I もグループ II もスコープに共通点となる特徴はなかった。一部の企業は、グループに関係なく

類似していた。企業のスコープに影響を与える主な要因として次の 3 つがが考えられる。 

①業界の特徴。 例えば、規制や技術進歩のスピードは企業経営に大きな影響を与る。 

②意思決定のタイプ。 トップダウン型の企業はより広いスコープを持っていたが、組織管理的色彩の強

いボトムアップ型の企業のスコープはより狭い傾向があった。 

③後述する組織的 CI と非組織化 CI。CI 又は SA 部門が組織化されていない CI 企業は、より広い

スコープを持つことができた。 

要約すると、CI と SA の間にプロセスとスコープについての相違はなかった。このため、SA を実施している

企業は、CI 類似の活動を行っていると考えられる。SA 企業のうち、E 社は自らの行為が CI ではないと

主張している。F 社は常設の CI 類似部門はないが、経営陣からの調査分析指示があれば、CI 部門に

匹敵するようなタスクフォースを立ち上げて CI 類似の活動を行っている。これ以降の議論においては、グル

ープ I の企業を組織的 CI と呼び、グループ II の企業は非組織的 CI と呼ぶべきものであるとみなして議

論を行う。 

 

５．考察 

 調査にあたって、二つの作業仮説を設定していた。作業仮説 (1) は、CI のプロセスとスコープが SA の

プロセスとスコープとは異なるというものである。調査結果は、作業仮説 (1) が正しくないことを示している。 

Dinu が指摘するように  [47]、企業は自分たちの活動が CI であることを認識せずに CI を実行してい

る。また、プロセスにおいては、効果的な CI 結果を得るためには非公開情報の収集が重要であることが

示された。 

 作業仮説 (2) は、CI のスコープには、競合企業分析だけでなく、幅広い対象が含まれるというもので

ある。調査結果は、作業仮説が(2)正しいことを示した。多くの研究では、CI のスコープが競合企業分析

に限定されていると報告している [1,26,51,57,58]。 しかし、この調査では、調査対象の 6 社全てが、

競合企業分析に加えて、様々な範囲 (製品、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、環境問題、

政府・規制、経済、社会、政治など) に CI を適用していることが明らかとなった。従って、CI のスコープ

はもはや競合企業分析に限定されない。作業仮説 (2)は正しいことが判明した。 

 E社と F社はどちらも非常に競争力があり、グローバルに活動している。コンサルティング会社Hによると、

競争力が高い多くの日本企業は CI を意識せずに優れた CI 的な活動を行っている。これは、経営トップ

の強力なリーダーシップを持つ日本企業にも当てはまる。 
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 今回の調査では、E 社や F 社のように自社の活動を CI として認識しているかどうかは重要ではないこと

が分かった。前述した様に、CI を実施する上では、組織化された CI と組織化されていない CI の二つの

方法がある。どちらを適用するかが重要である。両方のメリット・デメリットについて議論する。 

 企業にはビジネスに直結する多くの部門がある (ビジネス、商品企画、営業、販売、研究開発など)。

以下では、これらを「事業部」という。今回の研究の前提では、CI プロセスとは意思決定者と CI 担当者

の間のコミュニケーションに基づくものである。しかし、例えば、C社はCIプロセスに事業部門を含めていた。

また、CI 結果を有効活用することは、事業部門の運用と能力に大きく依存していた。調査対象の企業

では、事業部門が意思決定プロセスに大きな影響を与えていた。Powell 他は、CI 結果に利害関係の

ある事業部門が CI の結果を評価することが多く、これらの結果の処理をめぐって対立が生じることを指摘

している [40]。第二章では、CI の結果が事業部門に拒否された事例を分析している。CI 結果の有効

活用方法を考察するために、吸収能力（absorptive capacity: AC）の概念を適用し、CI 結果へ

の事業部門による拒否反応が起きた事例などをもとに、議論を行う。 

 

5.1. 組織的 CI と非組織的 CI 

5.1.1. 組織的 CI のメリット 

 組織的 CI のメリットには次のものがある。 

①CI 部門の事業部門からの独立性 

②CI 部門の能力向上 

③倫理規定の徹底 

CI の機能の一つは、事業部門からの提案の採算性や成功確率を独立的な立場で検証することであ

る。例えば、D 社では、CI 部門が事業部門から提案された新規ホテル建設プロジェクトの収益性を独自

に分析し、その結果を事業部門からの提案とともに取締役会に報告していた。このように、独立した CI 部

門にはチェック・アンド・バランス機能がある。 

 CI 部門を設置するためには、CI に対する組織的なコミットメントが必要である。組織的 CI では、CI

部門にヒト・モノ・カネを割り当てることができ、CI 部門の能力を向上させることができる。E 社の事例など

から分析すると、CI への組織的なコミットメントが、CI 部門の担当者の積極性を引き出し、担当者による

自発的な CI 技術・ノウハウの学習に向けた動機付けの効果があることが示唆される。ヒューマン・インテリ

ジェンスは CI プロセスで重要な役割を果たすが [1]、それは難しい作業である。CI の担当者は、外部コ

ミュニティへの関与など継続的な努力を通じて強力な人的ネットワークを確立し、維持する必要がある。B

社は人的ネットワークの構築に多大な努力を払っている。面識のない人にアクセスして情報を引き出す技

術も必要になる。非公開情報を扱う場合、公開情報との比較による検証・評価が重要になる。また、CI

担当者は断片的な情報と定性的な情報をつなぎ合わせて作業仮説を立てなければならないため、情報

分析の高度な専門知識も必要である。これらの CI 技能の取得・向上にとって CI への組織的コミットメン

トが重要な役割を果たす。 

 CI においては、ヒューマン・インテリジェンスは合法的でかつ倫理的な方法で実行されることが大前提で

ある。非倫理的な CI 活動は、満足のいく結果が得られたとしても、容認できない企業行動である。組織
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化された CI により、CI 部門への倫理規定の徹底が容易にる。B 社はヒューマン・インテリジェンスを積極

的に活用しているが、CI 部門において倫理に関する行動規則の適用が徹底化され、情報の倫理的な

収集が確保されている。 

 

5.1.2. 組織的 CI のデメリット 

 組織的 CI のデメリットとして次のようなものがある。 

①CI という名称の怪しげなイメージ 

②経営陣およびコーポレート部門からのバイアスの可能性 

③事業部門の持つ専門性（業務知識、価値観、制約要因）の不足 

倫理的な情報収集は CI の大前提であるが、諜報機関のノウハウがビジネスに適用されたという経緯

があるため、CI への懐疑的な見方は避けられない。スパイ活動を連想させる「インテリジェンス」という言葉

は、評判が悪く、怪しげなイメージを与える。CI 部門を設置することは、企業にとって外部へのマイナスのイ

メージを与える可能性がある。グループ I においては、CI 部門の名称として CI という用語を使用した企業

はなかった。A 社は経営推進部、B 社は市場調査部、C 社は調査部、D 社は顧客満足推進部という

組織名であった。E 社が事実上、優れた CI 活動を行っているにもかかわらず、インタビュー対象者が同社

は CI 活動を行うことはないと明言した理由は、CI という名称が同社の企業イメージを損なうためではない

かと考えられる。 

 組織的 CI では、CI 部門は経営陣やコーポレート部門 (経営企画部門など) から独立していない。

例えば、経営陣が CI のリクワイヤメントに関連して既にアイディアやイメージを持っている場合、CI 部門が

経営陣の意向に忖度しながら CI を実行するケースが考えられる。このため、組織的 CI は、経営陣やコ

ーポレート部門からのバイアスを受ける傾向がある。C 社ではコーポレート部門に CI 部門が設置されてい

たが、経営陣やコーポレート部門からのバイアスを避けるため、事業部門と頻繁にコミュニケーションを取り、

信頼関係の構築に努めていた。 

 結果の章で述べたように、CI のスコープは広範である。その結果、CI 部門は広いスコープをカバーする

のに十分な専門知識を欠き、浅い分析結果につながる可能性がある。Pirttila 他によると、CI 部門は

事業部門における専門知識や仕事の進め方を無視する傾向がある  [41]。A 社の CI 部門の責任者

は、CI の経験が 15 年以上あり、社内ネットワークが広く、各事業部門に関する知識を持っていた。この

ような広範な専門知識により、A 社はこれらのデメリットを克服している。 

 

5.1.3. 非組織的 CI のメリット 

 組織的 CI のデメリットが、非組織的 CI のメリットになる。CI 部門がないため、企業イメージに問題は

ない。経営陣やコーポレート部門が CI の結果にバイアスをかける可能性は低くなる。非組織的 CI は、

必要な部門から優秀な人材を柔軟に動員し、十分な専門知識を備えたタスクフォースを編成することも

できる。特に、経営陣の強力なリーダーシップは、F 社の場合のように優れた CI タスクフォースを結成する

ことにつながる。非組織的 CI は、トップダウン型の意思決定プロセスから大きな恩恵を受ける。F 社は、
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非組織的 CI は、CI を企業の重要な意思決定（例えば M&A）のみに使用する企業にとって効率的

であるとしている。 

 CI は企業の意思決定プロセスに深く関与しているため、CI 担当者は多くの企業秘密を知ることになる。

また、CI で得た知識や企業秘密を形式知に変換（外部化）し、CI 部門の専門知識に変換できる。

形式地化は、組織的 CI の⾧所でもあり短所でもある。CI 結果の過剰な形式知化と知識共有は企業

秘密の流出につながる可能性があるため、ナレッジマネジメントと CI の間にはトレードオフがある [72]。

CI 担当者が競合企業に流出すると、企業秘密が漏洩するリスクが高くなる。F 社が指摘しているように、

企業秘密を保護する最善の方法は、一部の限定された人物だけが暗黙知として頭の中で保持し、形式

知に変換しないことである。従って、非組織的 CI には企業秘密の保護に優れているというメリットがある。 

 

5.1.4. 非組織的 CI のデメリット 

 組織的 CI のメリットが、非組織的 CI のデメリットにつながる。独立した CI 部門がないということは、事

業部門への検証能力が弱まり、CI 機能が制限され、倫理規定の徹底が不十分になる可能性があるこ

とを意味する。 

また、タスクフォースが解散された後は、CI の専門知識を高度化できない可能性が高い。CI への組織

的コミットメントがなければ、CI 担当者はスキルを磨くことができず、組織は CI に必要な人材を獲得でき

ない可能性がある。その結果、組織の CI 機能が制限される。 

CI の結果を効果的に利用するためには、ナレッジマネジメントと CI の統合が重要である [73,74]。非

組織的 CI では、ナレッジマネジメントと CI の連携関係を確立することは困難である。 

  

5.1.5. 組織的 CI と非組織的 CI の要約 

 組織的 CI と非組織的 CI のメリットとデメリットについて議論を行った。組織的 CI のメリットは、CI 部門

が事業部門から独立していること、CI 部門の能力が向上しやすいこと、及び倫理規定が徹底されること

である。組織的 CI のデメリットは、CI の怪しげなイメージ、経営陣やコーポレート部門からのバイアスの可

能性、及び事業部門の専門知識の不足である。非組織的 CI のメリットは、十分な専門知識を持つ優

秀な人材を動員できること、企業秘密を保護できることである。非組織的 CI のデメリットは、検証能力の

弱体化、CI 機能の制限、倫理面での徹底が十分でないことである。企業が組織的 CI と非組織的 CI 

のどちらを選択するかは、意思決定プロセスにとって重要である。企業は、両方のアプローチのメリットとデメ

リットを理解し、組織の文化や戦略に最適な CI 組織構造を選択することで、意思決定能力を向上させ

ることができる。 

 

5.2. CI 結果の有効活用の要因としての吸収能力の重要性 

 CI エージェンシーI は、日本のクライアント企業の多くが CI の結果を受け入れることに消極的であると主

張している。CI の結果に対するクライアントの反応を分析した結果、CI 結果への消極姿勢の原因が

NIH 症候群（not-invented-here syndrome）にあると C 社は結論付けた。A 社は、NIH 症候

群のせいで、事業部門が提案の作成において不都合な外部知識を無視することがあると指摘している。
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NIH 症候群は、安定した構成を持つプロジェクト・グループが、必要な知識を独占的に所有していると信

じる傾向にある [75]。Katz と Allen によると、内部のプロジェクト・グループが、部外者からの新しいアイ

ディアがパフォーマンスを損なう可能性が高いと考える場合、その外部知識は拒否される。医療機器メー

カーG 社で起きたそのようなケースを分析する。 

 G 社は 10 年前から新しい医療機器の開発を行っており、その技術は同社の収益にとって非常に有益

であると期待されていた。開発の最終段階で、類似の機能を持ち、より高度な技術が欧州で開発されて

いるという未確認の情報を同社は入手した。同社の欧州オフィスは未確認の情報を調査したが、競合す

る技術が存在するかどうかは明らかにならなかった。このため、同社内では未確認情報を無視して開発を

続けるべきであるという意見が支配的であった。 

 しかし、同社の調査分析部⾧がフランスの CI エージェンシーである ADIT（Agence pour la 

diffusion de l’information technologique）に CI による調査を依頼したところ、競合する技術は

確かに存在することが判明した。また、競合する技術は G 社の新製品よりも先に上市され、機能的にも

G 社よりも優れていた。医療機器市場では、先に発売された技術がより大きな市場シェアを獲得するのが

一般的である。つまり、G 社は欧州市場を取れないことを意味していた。競合する技術は欧州市場の次

に米国市場に参入すると見込まれた。G 社が新製品を発売しても、日本国内でのシェアしか取れず、開

発投資金額を回収できないとの結果であった。ビジネス部門や欧州オフィスは CI の結果を拒否し、研究

開発部門は CI の結果を受け入れずに開発を続けることを主張した。G 社は、同社の医療機器技術が

世界で最も先進的であるという誇りを強く持っていた。調査分析部⾧の上司である研究開発部門⾧は、

同社の技術に自信を持っており、開発を継続するつもりであった。CI の結果は、多くの事業部門にとって

不都合で不満足なものであるため、社内で激しい拒否反応が起きた。 

 CI の結果は、医療機器事業ユニットの責任者である上席執行役員に報告された。その役員は最

近、別の事業ユニットから医療機器ユニットに異動してきたため、G 社が開発中の医療機器の技術への

こだわりがなく、CI 結果を客観的に評価することができた。最終的に、当該役員は CI の結果を受け入

れ、開発は中断されることとなった。 

G 社の事例は、CI の結果が関係する事業部門にとって不都合または不利益である場合、CI の結

果は拒否される可能性があることを示している。このような拒否反応は、CI 結果の効果的な利用を妨

げるものであり、NIH 症候群によるものである可能性がある。G 社の上席執行役員は、別の事業ユニッ

トから異動してきたため、NIH 症候群の影響を受けにくかったと考えられる。 

 このような問題を克服するために、CI エージェンシーI は、組織の外部知識への吸収力（AC）の重要

性を指摘している。I社は、日本のクライアント企業における CI の知識の蓄積が低すぎるため、CI の結

果を理解し吸収する能力が不足していると述べている。NIH 症候群を克服し、CI の結果を有効に利用

するには、AC を高めることが必要であると考えられる。AC はもともと「研究開発分野における外部知識の

吸収能力」を意味する概念として、1990 年に Cohen と Levinthal によって提唱されたものであり、吸

収力は組織における情報や知識の蓄積の程度に依存するとされている  [76]。その後の研究において、

AC は研究開発だけでなく、その他の企業活動全般に適用できると報告されている [77-79]。 
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5.3. CI 結果の知識吸収を促進する要因 

 イノベーションのパフォーマンスに対する CI の貢献度合いは、AC に依存しているとの報告がある [62]。 

Heras-Rosas 他は、企業の経営管理の高度化、AC の推進及び CI の活用により、イノベーションを

改善できると主張した  [63]。これらの先行研究においては、イノベーションの実現のために CI の活用と

その結果に対する AC の重要性が言及されてるが、CI のプロセスと AC のプロセスを関連付けた研究は

見つかっていない。本章においては、CI のプロセスから AC のプロセスにつなげ、CI 結果の知識吸収を促

進する促進要因について議論する。今回の調査事例を基に考察すると、知識吸収を促進する促進要

因として、①外部知識の吸収に貪欲な組織文化・風土、②CI 結果の意思決定プロセスでの取扱ルー

ルの明確化、③CI 部門と事業部門等の CI を活用する部門の間の信頼関係の構築、の三つ要件が重

要であると考えられる。図 2-1 に、CI プロセスと Zahra 他が提唱した AC プロセス  [79]を結びつけ、

CI 結果の知識吸収を促進する仕組みを示す。以下では、調査結果に基づく三つの促進要因について

議論する。 

 

図 2-1:CI 結果の知識吸収を促進するための全社的な CI プロセス

 

 

 E 社の事例の分析からは、CI 結果を組織が吸収する上では、①「外部知識の吸収に貪欲な組織の

文化や風土」が重要な役割を果たすと考えられる。同社は、数十年にもわたって、何万人もの職員が参

加するボランティア勉強会を開催してきた。これらの勉強会では、外部講師による講演、輪読会、グルー

プ単位での研究成果発表などが精力的に行われている。勉強会での多くの優れたアイディアや成果が同

社のビジネスに実際に応用されてきている。ボランティア組織の形式をとっているが、この勉強会は経営陣

の強力なサポートを受けて運営されている。外部の知識を学び、吸収することの重要性が同社の組織文

化のステートメントに明示され、職員は入社以来、組織文化のステートメントを理解するように徹底的に
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教育されている。E 社では CI 結果への拒絶反応はほとんど見られず、客観的に評価し受け入れられてい

る。E 社の優れた業績と高い競争力の源泉の一つが、外部知識の吸収に貪欲な組織文化・風土にある

と E 社は語っている。 

 C 社の事例の分析からは、②「CI 結果の意思決定プロセスでの取扱ルールの明確化」、③「CI 部門と

事業部門等の CI を活用する部門の間の信頼関係の構築」、の二つの要件が CI 結果の知識吸収に

有益であると考察される。C 社はボトムアップ型の意思決定プロセスであるため、意思決定プロセスにおい

て CI の結果をどのように取り扱うかについてのルールを決めている。事業部門は CI の結果を無視するの

ではなく、経営陣に新しい事業提案を行う際には CI 結果を参照・活用することになっている。経営陣は、

事業部門と CI 部門との間の頻繁なコミュニケーションと信頼関係の構築を強く求めている。経営陣に事

業部門が提案書をプレゼンする前には、経営企画部門が両部門が十分に連携しているかどうかをチェック

し、連携が十分でない場合には事業提案を止めることができる。C 社においては、CI 結果の取扱ルール

の設定・徹底の仕組みと CI 部門と事業部門との信頼関係構築によって、CI 結果に対する高い AC が

実現し、CI 結果が経営陣による的確な意思決定につながっている。 

一方、G 社は外部知識に対する積極的な組織風土はなく、CI 結果に関する取扱ルールも存在せず、

調査分析部と事業部門との間の信頼関係も十分ではなかった。G 社における事業部門の CI 結果への

強い拒否反応は、Zahra 他が提唱した AC プロセスの「転化」プロセスでの外部知識と内部知識の融合

を妨げたことになる。図 2-1 に示すように、CI のプロセス と AC のプロセスは、促進要因を通じて有機的

に連携することができ、組織内での外部知識と内部知識の融合を通じて「活用」のフェーズに進むことがで

きる。  

上記の三つの促進要因は、各インタビュー事例の中での企業における具体的な取組から導出されたも

のである。例えば、「外部知識の吸収に貪欲な組織風土」については、E 社において、外部講師による勉

強会が⾧年にわたって継続され、その成果が経営陣の判断で実際のビジネスに応用されてきている。また、

外部知識の吸収が重要であることを新入社員の頃から教育し、それにコミットすることを求めている。「CI

結果の意思決定プロセスでの取扱ルールの明確化」については、C 社において事業部門の経営陣への新

規提案に際して CI 結果を反映するというルールが経営陣により決められている。「CI 部門と事業部門等

の CI を活用する部門の間の信頼関係の構築」については、C 社における CI 結果のユーザーである事業

部門が CI 結果を無視することを防止するために、CI 部門と事業部門の間で日ごろから頻繁で濃密なコ

ミュニケーションを行うことが経営陣から求められており、経営企画部門はこれらの連携がうまく機能してい

るかをチェックしている。 

 図 2-1 は、全社的な CI プロセスにおける CI 部門と CI 活用部門（事業部門）とのあるべき有機的

な関係を示し、本章における理論的および社会的貢献の意味を持つ。CI 部門は、CI プロセスに従って、

情報とインテリジェンスを収集調査する、つまり「探索」することによって CI を実行する。促進要因により、

CI の結果が事業部門に吸収される、つまり「活用」につながる。図 2-1 の全社的な CI プロセスは、イン

タビューの結果を CI プロセス、AC プロセス、及び探査・活用理論と統合することによって提案されたもの

である。このような全社的な CI プロセスは、正確な意思決定を実現し、企業の競争力を向上させる。CI
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部門における CI プロセスと事業部門における知識吸収の仕組みの連携に関する先行研究は見つかって

いない。 

 なお、上記においては、CI 結果を吸収していることは吸収能力があることであるとみなして議論を行って

いるが、本研究は限られたインタビュー事例に基づき帰納法的に分析したものであり、吸収能力以外の

要因で CI 結果が吸収された可能性もある。この点については、更なる研究が必要である。 

 

６．結論 

 コンペティティブ・インテリジェンス（competitive intelligence : CI）のプロセス、CI のスコープの範

囲、CI 部門の組織内での位置付け等について、企業活動の実態を調査した。今回の調査では、グルー

プⅠ（日本企業 4 社）は独立した CI 部門を設置して CI を実施し、グループⅡ（日本企業 2 社）

は CI を実施せず調査分析（survey and analysis : SA）を実施していた。これら全ての企業に対

してインタビューを行った。分析結果では、CI と SA はプロセスとスコープの点で大きな違いはないことが示

された。このため、本研究ではグループ II の企業も非組織的 CI を実施しているとして扱って考察を行っ

た。 

 本研究では CI のスコープとプロセスに関して二つの理論的貢献を行った。第一に、先行研究では CI の

スコープの範囲について主張が分かれていたが、今回の調査は CI のスコープが競合企業分析にとどまら

ず、製品、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、環境問題、政府・規制、経済、社会、政治など

幅広くビジネス環境全般を対象としていることを明らかにした。第二に、CI 結果を活用する事業部門への

吸収能力（absorptive capacity : AC）による知識吸収メカニズムの重要性を指摘した。先行研

究では、意思決定者と CI 部門との関係に焦点を当てていたため、この問題は見過ごされてきた。CI 理

論を拡張し、探索・活用理論も適用して、ACプロセスとCIプロセスのそれぞれの役割について議論した。 

 企業経営に役立つ貢献として、組織的 CI と非組織的 CI を分類し、それぞれのメリット・デメリットを議

論した。 また、CI プロセスから AC プロセスへの知識吸収を促進する促進要因について提案した。促進

要因の詳細については、今後、更なる研究が必要である。 

 なお、第二章は、以下の学術誌で出版した論文に基づいている。 

Tsuchimoto, I.; Kajikawa, Y. Competitive intelligence practices in Japanese 

companies: multicase studies. Aslib Journal of Information Management. 2022, 74, 

631-649, doi:10.1108/ajim-05-2021-0133. 2022/1 
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付録 : インタビュー調査のメモ 

 

表 2-1:インタビュー対象企業の概要（再掲） 

会社 業種 
海外売上高 

比率 
インタビュー対象者 

インタビュー 

時間 

インタビュー

人数 

インタビューの 

日付 
ページ 

グループ I（CI 部門を設置して CI を実施している日本の大手企業）  

A 製薬 70% CI 部門⾧ ３時間 １人 2015 年 2 月 30 

B 製薬 60% CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 2 月 33 

C 海運 70% CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 3 月 34 

D ビジネスホテル 低い CI 部門⾧ ２時間 １人 2015 年 2 月 37 

グループ II（CI を実施していないが SA を実施している日本の大手企業）  

E 機械製造 70% 調査分析部門⾧ ２時間 １人 2015 年 6 月 41 

F 電気機器製造 70% 研究企画部門⾧ 1.5 時間 １人 2015 年 5 月 44 

その他  

G 医療器械製造 50% 調査分析部⾧ ２時間 １人 2015 年 5 月 47 

H コンサルティング 不明 シニア・パートナー ２時間 １人 2015 年 6 月 49 

I CI エージェンシー 不明 シニア・コンサルタント ４時間 １人 2016 年 6 月 52 

 

【A 社】 

（会社概要） 

製薬、ヘルスケア関連など幅広い業種を展開する大企業。海外進出も盛ん。 

上場企業であるが、オーナー経営者のリーダーシップが極めて強い。 

 

（業界背景） 

製薬業界は、ブロックバスターの特許切れに備えて、絶えず大型の研究開発投資や M＆A が必要とされ

る。研究開発費は巨額でハイリスク。スケールメリットを求めて企業の合併・提携も盛ん。競争が厳しい業

界。 

 

（CI の目的） 

大きな目的は、経営トップの意思決定のためのサポート。 
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競合環境、社内の新製品開発などに関するリスクの評価、社内の意思決定におけるけん制機能の役割

を果たしている。 

新製品開発にあたり、研究開発者は自分で研究開発した成果の有効性を疑わない。自分の仮説が正

しいと信じている。自分で研究開発した成果への強いこだわりが背景にある。製品化に向けての社内競

争が厳しい。研究開発者は、自分で研究開発した成果の弱みが分かっているが、強みを特に強調してト

ップの了承を得ようとする傾向もある。これを見極める組織が会社内に必要。 

マーケット調査部門は、数字を追いかけすぎて数字にごまかされることがある。今売れていても、市場が変

わればいずれ負ける。市場がどう変わるのかの将来の予測が重要。トップが事業部門の市場戦略に疑問

を感じたら、CI 活動が始まる。 

その他のCIの目的は、利益の獲得のための情報収集、研究開発に不可欠な外部技術の探索（CI部

門内でも技術評価について意見が大きく分かれることが多い）、大型受注案件獲得のための情報収集、

新規医薬品の承認のための当局情報の収集など。 

 

（CI のスコープ） 

経営トップがリクワイヤメントを出せば、どのような範囲でも CI のスコープとなる。 

 

（CI 部門の体制、位置づけ） 

経営トップ直属の CI 部門がある。部門名に「CI」とは付けていないが、担当者は CI を担っているとの自

覚がある。CI 部門のヘッドは CI の経験が⾧い。スタッフは数名程度。トップからの信頼は厚い。トップから

の信頼は CI 部門という組織単位というよりは、誰が担当しているかという個人的な信頼関係に基づく傾

向もあり、トップが代替わりすると CI 責任者も代替わりすることがある。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

多くは公開情報。但し、ネット検索ではうまく拾えない情報が多い。サプライチェーン前後の取引先の経営

動向、業界環境など。人事異動は常時フォロー。 

平時は、悪いニュース、客先動向、規制当局の動きを中心としたクリッピング・サービスを経営トップに提供。

一般紙に加え、業界紙、地方紙など幅広い情報ソースをモニターしている。経営トップが気になることがあ

ると、これを調べろとリクアイヤメントが出る。 

公開情報を広く収集するとともに、人的ネットワークを駆使した非公開情報の入手にも積極的。 

規制業種であることから、海外に進出している製薬企業ではどの企業も各国の規制当局の動きは絶え

ず見ているが、日本人主体の組織としないことが重要と考えている。規制当局の委員会のメンバーの誰が

キーパーソンか、誰と誰がつながっているのか、などの情報は重要で、その国の子会社の現地人材とは本

社は緊密な連絡並びに意見交換を行うことが重要と考えている。日本本社からも各国に出張した際に

は当局への挨拶は欠かさない。足しげく通うことが大切。そこでの日常会話の中でキーワードがぼそっと出

てきて、そこからインテリジェンスが回ることもある。海外では、中央政府のみならず地方政府とのネットワー
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クも重要である。海外で工場等の進出を行う場合に、中央政府と地方政府との各種法的手続きや解

釈が異なることがある。そのような場合、地方政府の意向が無視できないことがある。 

A 社では、自社のネットワークのみでは、新興国等の各種情報は大きく不足していることが多いので、必

要とする情報は各種取引や提携している企業から入手している。 

見本市会場は、重要な情報収集手段。印刷物だけでなく、出展社の人物から重要な情報が入手でき

る。海外の見本市はトップオフィサーが集まるので有益だが、日本の見本市は役に立たない。 

サプライチェーンの前後からの非公開情報は結構役立つ。他社の情報を取ることを目的として中途採用

することはない。採用はあくまで能力、人物本位だが、採用すれば問題のない範囲内で情報を教えてもら

うことはある。 

売り込みや提携を提案する会社から、望まずして他社情報が入る。ただ、最近は他社情報入手に関し

て法的問題がないかをより吟味する傾向にあるとのこと。 

ある製品開発においてどうしても必要な製造技術で社内にはないものを探索したことがある。技術を保有

する企業が小さいと論文も出ていない。論文や特許などの公開情報は役に立たなかったので、海外の知

り合いの知り合いを通じて情報収集といったような⾧いプロセスを経て、ようやく国内の中小企業が保有し

ていることを突き止めた。これもインテリジェンス活動の一環と認識している。 

 

（倫理面の配慮） 

法的、倫理的に許される範囲内での情報収集は大前提。各国の文化に根付いた付き合いの中で、

種々の人間関係を構築するように心がけている。そもそもお金で情報を買う文化がない。 

 

（意思決定メカニズム） 

一応稟議制を採用しているが、重要事項は経営トップが決める。事業部門や研究開発部門からの提案

が却下されることも多い。稟議制は調整に時間がかかる、無責任体制になりやすいという問題がある。3

つの案を上げて選んでもらうのではなくて、一つの案を上げる。やるか、やめるか。やるとしても、どこまで行っ

たら、又はどうなったら止めるかというコンティンジェンシー・プランを決める。それ故、撤退も早い。決まったこ

とをひっくり返せる力が重要。稟議制が日本の企業の競争力を弱めているのではないか。 

CI の結果通りに経営トップが決めるとは限らない。予想外の判断を何度も見てきた。経営トップは CI 部

門よりも広いネットワークを持ち、良質の情報を持っている。経営トップが多くの顧客とのネットワークを構築

してきた実績がある。 

研究を始める前に、研究者は目標点を見つけて、経営陣と話をしなければいけない。オープンイノベーショ

ンが企業文化として根付いている。自社の技術で全ては作れない。自分の技術を活かすために、どうやっ

て外部と協力していくか、集合体という発想が重要。 

 

（CI を機能させるための要素） 

A 社では、経営トップの強いリーダーシップ、CI 部門への信頼、具体的なリクワイヤメントの発出という CI

を機能させる諸条件が揃っていると考えられる。 
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【B 社】 

（会社概要） 

日本の製薬企業大手。グローバルでの開発・販売に注力。 

 

（業界背景） 

ブロックバスターの特許切れに備えて、絶えず大型の研究開発投資や M＆A が必要とされる。研究開発

費は巨額でハイリスク。スケールメリットを求めて企業の合併・提携も盛ん。競争が厳しい業界。 

 

（CI の目的） 

CI の主な目的は、競合他社の新薬の開発状況、上市タイミングの推測、競合環境分析など。 

自社の開発状況が不利な場合は、上市時の営業経費、製造規模を圧縮したり、開発の初期段階で

は最悪の場合開発中断もあり得る。 

 

（CI のスコープ） 

競合企業（競合関係）、製品・サービス、技術、顧客、市場、経済、社会・歴史・政治、政府・規制、

M&A など 

 

（CI 部門の体制、位置づけ） 

経営陣直属（社内ナンバー2 のチーフストラテジックオフィサー）のマーケットリサーチ部門（カスタマーイン

サイト）の中に CI 機能を立ち上げ。CI に対する組織的なコミットメントがある。マーケットリサーチ部門の

責任者は海外の競合企業から移籍。CI 担当者として米国 SCIPのサーティフィケートを取得した経験者

を採用。 

CI 機能の立ち上げは数年前からと歴史が浅く、業界内では後発との認識。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

公開情報を中心に情報収集を行うが、人的なネットワークによる非公開情報の収集にも熱心。証券会

社の IR セミナーや学会発表でも未公開の競合情報が入手できる。 

各国ごとの規制当局の方針、法律改正、健康保険の仕組み、GDP 成⾧率の予測など競争環境に関

する情報を広く収集。エマージングマーケットであっても、健康保険が破たんする可能性の高い国は相手

にしない。各国ごとの情報を日本のコーポレートに集約することに注力している。これは競合他社でも十分

にできていないことと認識。 

製薬業界は狭い世界でジョブホッピングも多いので、個人的なネットワークによる非公式な場で有意な情

報が得られることが多い。アフターファイブの会食は良い機会。ネットワークを広げるために国際的なコンファ

レンスを積極的に開催。 
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外部の調査会社（エージェンシー）を使って CI 的な調査も行う。 

マーケット調査はサイエンティフィックな方法が確立しているが、CI はそこまで行っていない。色々な断片的

な情報を多方面から集めて、つなぎ合わせて、分析して、推測することになる。可能性しか言えない。おそ

らく競合企業はこうゆうことをしているのではないか、こうゆう方向に走るのではないかといった推測をもとに、

10 年後にどう勝つかというところに役立てたい。技術力、営業力、製品についての競合企業と自社との比

較にも注力。競合企業の重点分野や経営方針から M&A の可能性を推測。CI はリスクとベネフィットの

両方の予測に使える。 

CI は外部情報の収集分析であり、ビジネスインテリジェンス（BI） は内部情報の活用分析。 

⾧期売り上げ予測と CI を合わせることによって、業界内での自社の位置づけが見えてきた。 

欧米では CI が盛んだが、日本企業の CI はまだまだの状況。欧米企業では主要な開発製品毎に CI 部

隊がある。 

 

（倫理面の配慮） 

法律面は当然として、倫理面でも情報の取り扱いは慎重に行っている。会社の Standard of Practice

に厳格に従って情報を取り扱っている。個人的なネットワークで入手した情報は、会社のために使って良

いものと、良くないものに峻別している。 

 

（意思決定メカニズム） 

経営陣に直結の部門なので、CI の結果は経営陣に判断してもらうことになる。開発中の新薬が競合品

の開発に劣っていると予測できた時には、経営陣による的確な判断がなされることを期待している。新薬

の開発は膨大な開発資金と⾧い年月を投じるので、難しい判断となる。自分が以前勤めていた米国の

大手製薬企業でも、自社開発品が競合品に比べて上市タイミングで遅れることが予測されたが、経営陣

が果断な判断をせずに手痛い経験をした例がある。経営陣からの CI 部門へのミッション設定はあるが、

具体的なリクアイヤメントはこれからと考えている。 

 

（CI を機能させるための要素） 

マーケッティング、CI とも専属の部隊を設置し、経験者を外部から採用しており、組織的な取り組みとなっ

ている。経営陣直結であることも CI の活用において有意義に働く。 

個人的なネットワークは会社と異なるコミュニティに参加することによって生まれていると考えられる。 

 

 

【C 社】 

（会社概要） 

海運業界大手。自動車、石油・LNG、鉄鉱石などの幅広い物資を世界各国間で輸送。当社は全世

界で約 900 隻の船を運行。貨物の種類や顧客業界ごとに 7～8 の事業部門に分かれている。 
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（業界背景） 

運ぶ荷物・商品ごとに船の種類が変わる。作った船は最低 10～15 年働く。⾧い船だと 30 年働く。安

い船でも一隻 40~50 億円、LNG 船だと 200 億円以上かかる。作った後に市場が変わり荷物がなくな

ると恒常的な赤字に。海運業界ではブームになると各社が船を作り、その結果供給過剰になって、マーケ

ットが悪くなり、船の整理を行おうとするが、高価な船の整理は簡単にはいかない。マーケットが良くなると

再度、各社が群がって船を作るというサイクルの繰り返し。建造期間も 3 年と⾧く、好況時に発注して不

況時になってもキャンセルできない。チャーターという方式もあるが、何年契約するかという判断が必要であ

り、チャーター期間が短いほど費用は割高となる。自前で作るか、借りるか、借りるとしたら何年で借りるか

でコスト構造が大きく変わり、需要を過少に見積もった場合には機会損失が発生する。 

 

（CI の目的） 

CI の目的は、将来のビジネス環境、特に⾧期にわたる海運需給の先読み。 

時代のニーズの先読み、世界の政治経済の先行き予測、顧客や商社が気づかないトレンドの予測など。 

政治経済の動きに大きく左右される業界。例えば、中国の爆食がいつまで続くか、シェールガス・シェール

オイル革命、温暖化に伴う北極海航路、電気自動車が普及すれば自動車生産がプラモデル化されて新

規参入が増加など。スエズ運河が封鎖されれば世界の海運が変わる（中東リスク）。 

 

（CI のスコープ） 

技術、顧客、市場、経済、社会・歴史・政治、環境問題など 

 

（CI 部門の体制、位置づけ） 

C 社の BI は、社⾧のイニシアティブで始まったものであり、調査部が BI を担当するという組織的な取り組

み。 

社内では CI と言わずに BI と呼んでいるが、情報システムを使った内部情報の活用というよりも、外部情

報の収集分析により世界の政治・経済の先行き、顧客業界の将来動向を予測しようとするものであり、

CI に近い概念であると考えられる。 

インテリジェンスという言葉は色んな人が色んな意味に使っている。BI、CI、コーポレート・インテリジェンスと

か。確立された定義や概念がない中で、有識者から話を聞きながら自社なりの定義化をしていった。 

海運会社の習性として、貨物がどうなるかは政治経済によって左右されるものだから、当たるも八卦、当

たらぬも八卦という感じがあったが、そこを変えて、できる限りの分析をし、先読みをした上で判断したいと

の思いがあった。そのような意識を高めるべしということでインテリジェンスという言葉を持ってきた。 

当社のインテリジェンスとは、「経営の勝率を高めるための知識、判断実行のための知識」。クライアントの

ニーズを踏まえて、テーマを絞って情報を収集し分析している。分析した成果物が判断行動に足りる知識

となった段階でインテリジェンスになるが、そのような行動プロセス自体もインテリジェンスと言っている。インテ

リジェンスとインフォメーションの違いは、クライアントとインテリジェンス部門がお互いにインテリジェンス・サイク
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ルを意識して行動を起こすという点。マーケッティングとインテリジェンスの違いを説明するのも難しいが、両

者の違いは上記の点にあると思う。 

インテリジェンス部門（調査部）と経営陣や事業部門との間の信頼関係とコミュニケーションを重視。イン

テリジェンス部門はクライアントである経営陣や事業部門のニーズ（リクアイヤメン）を把握してインテリジェ

ンスを実施。クライアントはインテリジェンスの結果を無視せずに、インテリジェンス・サイクルとしてしっかりと受

け止めて、判断実行の材料にすることになっている。クライアントがインテリジェンスの担当者を俗人的に信

頼しないとか、好き嫌いを理由に拒否したり、忙しいから成果物を見れないということがないよう、インテリジ

ェンスの成果物がクライアントの判断において活用されることを確保するためのプロセス、仕組み、手続きを

整備している。 

経営陣や部門のトップは何を求めているかを明確にして発信することとしている。その上で、クラインアントと

インテリジェンス部門で議論してテーマが決まる。 

以前は、案件を通したい事業部門が、あえて言えば主観的とも思える分析をしてベストシナリオだけを提

示するという傾向があったが、今では CI 結果も踏まえてメイン、ワースト、ベストのシナリオを作成することを

習慣化している。 

インテリジェンスは、リスクとオポチュニティの両方を予測するということが原則であるが、実際には行き過ぎの

防止（リスク回避）により使われるという傾向がある。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

公開情報の収集が主体である。情報の 9 割は世界に prevail しているとの認識。分析に使う情報の選

択が重要。インテリジェンス的な意味を持った情報なのか、通り一遍の情報なのかの見極めが重要かつ難

しい。人的ネットワークを通じた情報収集については、顧客などとのコミュニケーションを通じた特ダネ情報が

得られることもあるが、稀なケースであり、組織的な取り組み強化はしていない。 

リーマンショックを契機として、大きな経済変動や危機が発生する前に予兆となる先行指標を見つける重

要性を痛感した。例えば、米国を初めとした世界各地の自動車の販売台数は、リーマンショックの少し前

から陰りが出ていた。そこから自動車輸送台数の伸びが鈍化することをもし読むことができていれば、調子

に乗って発注していた何隻かの一隻は止められた。一隻で 100 億円なので経営への影響は大きい。予

兆は顧客や商社も気づいていないことがある。 

自動車の輸送は一大分野であり、自動車会社がどこの国で作ってどこに売るかによって、用意する船種

が変わる。日本から米国への輸送とメキシコから米国への輸送でも船の大きさが違う。現地生産なった場

合には荷物は自動車部品になるが、船種や大きさが変わり、事業部門も変わる。中国の自動車マーケッ

トは巨大であり、国産化が進むと海運業界にも大きな影響がある。電気自動車が本格化した場合には

業界地図が大きく変わる。誰が、どこで、何を作って、どこに運ぶのかという流れを予測することが重要。 

顧客・取引先・提携先に胸襟を開いてもらうために足しげく通ったりとか、いろいろな情報を提供して信頼

関係を構築してギブ・アンド・テイクの関係で特ダネ情報を得て、双方のビジネスに活かしていくというのは

昔からの定石ではあるが、インテリジェンス活動を契機として、そのような人間関係による情報収集能力を

研ぎ澄ませようというところまで来ていない。 
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同業者間での情報交換は不活発。競争に総合的に勝っていくためには競合情報も重要という見方もあ

るかも知れないが、独占禁止法に抵触する可能性あるし、そもそも同業者が多すぎて競合企業の情報

を集めるよりも、むしろいかに競合に先回りして顧客ニーズ、将来ニーズをつかむことの方が圧倒的に重要。

競合情報が無意味とは言わないが、将来の貨物がどのようにクリエイトされていくのかという実態の分析や

予測がまだまだできていないので、こちらの方が優先順位が高い。 

 

（倫理面の配慮） 

人的ネットワークによる情報収集が十分にできていない理由は優先順位が低いということに加えて、どこま

での行為ならば独占禁止法、不正競争防止法、米国の FCPA 法などに抵触しないのか分からないとい

うことがある。国からガイドラインのようなものが出されるとありがたい。 

 

（意思決定メカニズム） 

事業部門が需給見込みやシナリオを書くときにインテリジェンス部門が協力する形が基本。協力するという

のは、事業部門が好き勝手な情報を作るのを防止、是正するという役割が一義的にはある。インテリジェ

ンス部門主体で需給見通しを作って、事業部門と経営陣にも提供しているが、インテリジェンス部門が事

業部門と切り離された形で直接経営陣に報告するというよりも、インテリジェンス部門が事業部門を啓蒙、

けん制しながら、事業部門主体で客観的なインテリジェンス活動を通して分析し、シナリオを作れるようイ

ンテリジェンス部門が協力して進めるという体制。本当に大きな案件は、インテリジェンス部門がセカンドオ

ピニオン的に経営陣に直接報告することはあるが、そのようなケースは極めて少ない。 

主要な投資計画の場合、社⾧に上げる前の役員レベルの会合で、社⾧の経営の事務局である企画部

が、インテリジェンス部門との議論の有無、インテリジェンス部門の意見を確認するフェーズがある。企画部

が社⾧になり替わって、提案された計画が事業部門の身勝手なものではなく、インテリジェンス部門との調

整が完了したものであることを確認することになっている。これらの意思決定プロセスに積極的にインテリジ

ェンス部門が関与することは少ないが、インテリジェンスの成果が意思決定に反映されるプロセスにはなって

いる。 

 

（CI を機能させるための要素） 

インテリジェンスの効果測定が難しいことが課題。インテリジェンスによって行われた判断が正しかったのか、

間違っていたのか結果のレビューができるようになると、よりインテリジェンスの意義が高まる。 

人的ネットワークによる情報収集に力は置いていないものの、日本企業に多いボトムアップ型の意思決定

プロセスに CI を組織的に絡ませる体系を構築している。経営トップが CI を重要と位置付けていることが

推進力となっている。 

 

 

【D 社】 

（会社概要） 
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「駅前立地」、「ビジネス客向けのリーズナブルな価格設定」を売りとするビジネスホテルチェーンの大手。国

内に約 250 のホテルを展開。欧米、アジアなどへの海外進出も展開中。ビジネスモデルとして、地主との

間で20～30年間の土地の賃貸契約を結び、地主の資金でホテルを建設。ホテル運営はD社が行い、

地主に一定の利回り支払いを約束。賃貸契約終了後は更地にして返還。オーナー一族が経営する非

上場企業。現在、二代目が社⾧であるが、新規案件建設などの重要事項は創業者の意向が強く働い

ている。 

 

（業界背景） 

地主からの賃貸契約でホテル建設・運営を行うビジネスモデルは D 社が草分けであったが、今では同業

種が乱立。ビジネスホテル業界は大手であっても非上場企業が主流のため公開情報は必ずしも多くない。

サラリーマンの出張者を主な客層とするため、駅前の至便な土地の確保が最重要ポイントとなるが、この

ような土地の物件は賃貸マンション、マンスリーアパート、雑居ビル、ショッピングセンター、コンビニなどの異

業種との奪い合いとなっている。土地確保の競争においては利回りの高さが求められるが、D 社はサラリー

マン向けの単価設定（7000 円代）のため、集客力のある物件でないと収益性が成り立たない。 

 

（CI の目的） 

候補となる土地物件の集客力、収益性の調査分析。新規物件候補を発掘してくるのは営業部門の役

割であり、その候補物件の収益性を検証するために CI を活用している。 

その他には、物件獲得のための地主に関する情報収集、競合ホテルの収益性・競争力の調査分析、問

題物件（反社会的勢力など）か否かの調査など。 

 

（CI のスコープ） 

競合企業（競合関係）、製品・サービス、顧客、市場、サプライヤー（供給）、パートナー・協力企業、

経済、M&A など 

 

（CI 部門の体制、位置づけ） 

コーポレートの顧客満足度を上げる部門に CI 担当が 1 名だけいる。CI の経験年数は 7 年。創業者の

意向で CI 機能を設置。社内に CI 機能があるとの認識は経営陣にある。 

経営陣からのリクアイヤメントで動くこともあるが、新規案件獲得に役立つ情報が欲しい営業部隊、既存

ホテルの採算性悪化で悩んでいる運営部門などからもリクワイヤメントが出る。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

○競合企業調査分析 

公開情報で集められるのは、競合企業のプレスリリース、業績報告、経営者の業界紙でのインタビュー記

事などで多くはない。インタビューでは経営戦略が語られることが多く参考になる。全国紙では当たり前のこ

としか言わないが、業界紙や地方紙のインタビューでは、くだけた話が載っていて有益。オーナー企業が多
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い業界であり、世継ぎの可能性なども分かることがある。世継ぎすると基本的に社内がまとまらなくなってく

る。 

ホテルが建設されると地元では一大事なので大抵地元紙の記事になる。多くの場合、総工費などが記

事から入手できるので原価償却費は算定可能。どのホテルもリネン、清掃などは地元の業者から調達し

ているので、地元業者からのヒアリングで原価構造は推測できる。これに客単価を合わせれば収益性など

は推測可能。 

ホテルの支配人の転職は多い。D 社では情報入手目的での中途採用はせず、人物本位で採用してい

るが、採用した場合には問題のない範囲で、情報を入手する。支配人レベルでは会社の経営情報まで

は知らないが、食事、リネン、清掃などのオペレーションをどこから、いくらで仕入れて、何人でどのようにして

回しているかといった情報は有益。例えば、D 社では清掃を 3 人で回しているが、競合が 2 人で回してい

るとすれば、その情報はオペレーション改善に役立つ。会社の雰囲気、上下関係、現場の意見を吸い上

げる会社なのかなども、自社の改善に役立つ。D 社から他社に引き抜かれる支配人もいるので、D 社の

情報も競合企業に流れていると考えている。 

公開情報として、転職サイトの口コミは参考になる。D 社を辞めた人の書き込みは結構正確なので、他

社についての書き込みも役立つと考えている。 

情報入手のために競合ホテルに泊まり、設備の豪華さやサービスレベルを確認している。従業員との世間

話も重要な情報源。別のホテルから転職してきた人だと話が弾む。景気の話から始まって話が弾むと、給

料や前の会社の情報も教えてくれることがある。本社勤務の経験がある人だと、どのような部門があって、

どんな動きをしていたのかなどを話してくれることがある。海外展開とか、競合の次の動きの予測にもつなが

る。 

最近のお客さんはアンケートに答えてくれないので、お客さんの本音を直接聞くことは重要。例えば、駅前

のバス停で小型のスーツケースを持っている人がいれば、世間話をする。単身で出張しているサラリーマン

は寂しいので、世間話はすぐに始まる。出張の多い人は、自分が気に入ったホテルを探すためにその町の

ホテルを色々泊まり歩いている。設備、サービス、値段など D 社も含めた各社の比較が聞ける。会社から

いくらの日当が出ているかも重要。D 社の潜在顧客の支払余力（一泊 7000 円代）の推測に使える。

アンケートやインタビューはバイアスがかかるが、世間話の時にはお世辞や嘘は少なく本音の話が聞ける。

新幹線で小倉を過ぎて乗っている出張サラリーマンは博多に泊まることになるので、その時には博多談義

が聞ける。バス停、新幹線の中、タクシー乗り場、喫煙所など、相手が動けない時を狙って世間話をする

というのはインテリジェンスの基本的なテクニック。 

ホテルレストラン展示会のような展示会が年何回かある。出展ブースに他社から転職してきた人がいたら、

前職の話を聞く。但し、100 集めても 98 は使えない無意味な情報。そこを精査するかしないかがインテ

リジェンスだと思う。 

 

○候補物件の収益性調査 

駅前の一等地が空き地になっている場合は、暴力団が所有している可能性があるので、事前調査を行

う。登記などの公開情報を取ることはあるが、ほとんどが周辺住民への丹念な聞き込みで調査。 



41 

 

狙う客層はサラリーマンなので、サラリーマンの宿泊客が多い場所であることが重要。周辺の飲食店での

聞き込み、地元のホテル関係の清掃業者やリネン業者などからの取材で概ねのことは分かる。 

地方都市では旅館業組合がどこまで強いかが重要になる。D 社のような大手が出店すると脅威になるの

で、旅館業組合から地主オーナーに売らないようにとのプレッシャーがかかる。建てた後でも地元のスポーツ

団体、自治体などの大手顧客への営業活動に支障が出る。ホテルで色々な問題を起こすお客さんを意

図的に送り込んでくることもある。事前に旅館業組合の結束力を把握するために、地元で地道な聞き込

みをする。場合によっては地元の旅館に泊まりに行く。お客さんだと先方も色々な話をしてくれる。 

 

○物件獲得のための調査 

土地オーナーの発掘に最も役立つのは、既存ホテルのオーナーの人脈。既存オーナーから別のオーナーを

紹介されたり、既存オーナーが持っている別の土地を教えてもらったりしている。金持ちはつながっている。

既に 250 の既存オーナーがいることが強みとなっている。 

紹介があっても、なくても商談成立までは大変。駅前の良い立地は競合が多く、利回り勝負になると薄

利多売の D 社としては厳しい戦いになる。個人の事業主が土地オーナーの場合、オーナーの趣味趣向を

調べて営業部隊につなげることが重要。個人オーナーの場合、趣味趣向が合って意気投合すれば、利

回りだけの勝負にならないことがある。オーナーが企業経営者の場合には、業界紙や地方紙でのオーナー

のインタビュー記事が参考になる。周辺からの聞き込みも重要。 

 

（倫理面の配慮） 

法的、倫理的に許される範囲内での情報収集は大前提。世間話する時に録音はしない、尾行もしない。 

 

（意思決定メカニズム） 

インテリジェンスの成果は、リクアイヤメントを出した各部門に返す。競合企業分析によるホテルのオペレー

ション改善、暴力団物件などについては、インテリジェンスの成果は受け入れられやすい。新規物件の可

否の判断は、基本的に創業者が決めている。地主から過大な利回りを要求されている、収益性が低い、

競合が厳しいといったようなリスク情報を聞いてはくれるが、ほとんどの場合、立地さえ良ければ他社に土

地を取られる前に建てるという判断になっている。要因として、①立地さえ良ければ、ほとんどのケースで何

とかなってきたという成功体験（訪日観光客の増大）、②ホテル数を増やすという戦略への創業者のこ

だわり、③建てたホテルの運用は二代目の社⾧が担うという役割分担などがある。 

インテリジェンスの結果、定性的なリスクを示すことはできるが、定量的に何％のリスクというところまでは言

えない。都合の悪い情報、リスク情報に対する組織的な吸収力が低いのが実態。 

取締役会、役員会には CI 担当者は毎回出席している。 

新規事業の海外展開については、失敗事例が多い。ビジネス環境が全く異なる国に日本のビジネスモデ

ルをそのまま輸出したことが原因。進出前に現地のエージェンシーと組んで、ビジネス環境についてのインテ

リジェンスを行うべきだが、会社の方針で海外でのインテリジェンスを行っていない。 
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（CI を機能させるための要素） 

単一業種なのでインテリジェンスはやりやすい。多業種展開している企業は大変だろうとの指摘があった。 

非公開企業が多いので、公開情報が少ない。結果的にヒューマン・インテリジェンスを積極的に活用。 

 

 

【E 社】 

（会社概要） 

E 社は機械業界の大手企業である。50 年以上前から海外生産を開始し、今では 30 か国近くの国で

生産を行い、販売先は 170 か国に及いんでいる。海外での売上高は全体の 8 割を超え、売上高、利

益ともに世界の業界他社と比べてもトップ水準にある。E 社の企業理念として、業績の追求のみならず、

展開国での地域社会への貢献を重視している。E 社は設立以来、企業理念や企業文化を大切にして

きた。外部知識の吸収や形式知化による社内での情報共有を重んじる企業理念がある。グローバル化

に伴って世界中の従業員が理解できるよう企業理念の英語化や知識の形式知化による共有（ナレッジ

マネジメント）も積極的に進めている。 

 

（業界背景） 

同業界では多くの競合企業がグローバルでの競争を行っている。製品単価が高いことから顧客の購買力

が落ちると業績悪化につながる。このため、他社との競合に加えて展開国の経済の先行きが業績に大き

な影響を与える。また、規制業種でもあることから展開国の政府の動向にも注意が必要となっている。 

 

（CI の目的） 

E 社では、グローバルな経済動向や競争環境を調査する調査部門が存在するが、インテリジェンス活動

を行っているとの意識はなく、また今後もインテリジェンス活動を行う予定もないとしている。他方で、E 社の

調査分析活動は極めて大規模かつ組織的に行われていることから、インテリジェンスの研究を行う上で極

めて有意義であると考えられるため、本稿では CI に類似する調査分析活動として E 社の状況を紹介す

ることとする。 

調査分析活動の目的は、経済、需要、競合企業、顧客ニーズなどに関する将来予測。取材対象者は

「先読み」という言葉を何度も繰り返して説明した。 

 

（CI のスコープ） 

競合企業（競合関係）、製品・サービス、顧客、市場、経済、社会・歴史・政治、政府・規制、環境

問題など 

 

（調査分析部門の体制、位置づけ） 

日本の本社に調査分析部門が存在し、日本のみならず世界中の展開国に関する調査分析を日本の

調査分析部門が担っている。展開国には調査分析部門はない。調査分析部門は数十人の陣容を抱
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え、4 つのチームに分かれて業務を分担している。4 つのチームとは、①各国の経済・為替動向、②需給

予測、③競合企業の分析、④顧客の動向・ニーズ把握である。どこで何を作ってどこに売るかという事業

戦略の一歩手前の段階を担っている。 

需給予測は 5 年先、10 年先を見ている。この分析結果はサプライヤーにも提供され、⾧期の投資戦略

策定に使われている。現場で良い製品を作ってもらうために顧客の動きを把握することは重要。顧客動

向分析は、E 社の⾧年の顧客重視の姿勢が表れている。競合分析の対象は、グローバルコンペティター。

競合企業の財務や戦略の分析をしている。 

調査をアウトソースすると、時間が経ってから履歴や経緯が分からずに戻れないといったことがあるので、ア

ウトソースは積極的でない。 

調査分析部門は、経営陣直轄であり、どの事業部門や本部にも属していない。調査分析部門の成果

は、経営陣に加えて、各事業部門や本部などにも発信される。経営陣は、その分析結果を経営方針の

策定に使うことは当然として、財界活動にも活用している。E 社には経営企画部門も存在する。 

E 社は規制業種であることから、展開国での政治・行政の動向を把握するための渉外部門が存在する。

各国ごとに状況が異なるため、渉外部門は主要国の首都に置かれており、情報収集・分析を行い、脅

威やリスクが予測される場合などに情報発信をしている。各国の渉外部門はグローバルな情報交換を

日々の中で行い、本社に集約される。渉外部門と調査分析部門では異なる役員が管掌しているが、両

部門間では密接に情報交換をしている。渉外部門からの情報は定性的で断片的なものが多く、それを

定量化するのが調査分析部門の役割。最近は政治と経済が融合している。例えば、新興国で投資誘

致策を行うと経済やビジネスはガラリと変わる。政治と経済の情報を集約して分析する必要性が高まって

いる。 

 

（情報入手方法） 

入ってくる定性的な情報や断片的な情報の中で、見過ごしてはいけない将来に大きな影響を与えるもの

がある。それを見つけることをリスクマネジメントと言ったり、オポチュニティ探しと言っている。「先読み」が大

切。定性的で断片的な情報をいかにつなぎ合わせて分析し、幹部に分かるようにするかが難しい。定量

化したインパクトが本当かと聞かれても確度は言えない。 

使用している情報の多くは公開情報。政府の統計情報、他社のニュースリリースや報道情報など。経済

や文化の先読みをするために、グループ傘下にシンクタンクを作って分析・研究を行い、情報を吸い上げて

いる。色々なところから情報を集めて、比較して、本質が何かを見つけようとしている。なお、渉外部門も

同様に傘下にシンクタンクを設立し、分析・研究を行っている。 

分析では、シナリオ分析が良く使われている。「ビジネス環境変化とリスクシナリオ分析」とか「2050 年以

降の新興国市場分析」とか。⾧期予測ではシナリオ分析の世界になる。通常、シナリオは3パターン作成

する。メイン、リスク、オポチュニティ。大切なのはシナリオの方向性を決める要因を何にしたのかということ。

その要因次第でシナリオは上にも下にも行く。この条件が重なった時にはメインシナリオではなくてリスクシナ

リオに入るとか言ったパスやチャートを分かりやすく整理して、E 社にとっての脅威は何かを幹部に提案する。 
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個人的なネットワークによる非公開情報の重要性は認識している。本当に質の高い情報を早く得る方法

はレポートなどの書き物ではない。書き物だと 1 年遅れる。本当に役に立つ情報で書き物になっているの

は 2 割程度かも知れない。組織的な取り組みとしては、政府の経済統計を作成する部門との意見交換

を毎月行っている。個人的な取り組みとしては、異業種他社でしっかりした調査部門を持っているところと

の意見交換。個人的ネットワークとの会話の中で、新しい分析の視点とか、先読みの中で大きく情勢を

左右する要因といったものを探している。それを自分の引き出しの中にいれておいて、機会がやってきた時

に、それを「えいっと頑張って使うか、使わないか」を判断している。 

欧米企業のインテリジェンスで個人的なネットワークで得た情報は、社内でシェアされないのではないか。こ

こぞという時に自分のために使う情報ではないか。 

日頃のお付き合いで重要なことはギブ・アンド・テイクの関係を構築すること。またお互いに信頼関係がな

いとうまく行かない。自分だけかも知れないが、志をもった人、ベンチャー精神を持った人だと意気投合して

信頼関係が構築しやすい。ネットワークの構築は経営陣や先輩の紹介によるところが大きい。経営陣は

社外のネットワークを公的にも私的にも作っている。先輩が骨のある若手を社外の知人に紹介するという

のもある。付き合いを壊す人物は紹介してもらえない。その中でギブ・アンド・テイクの関係と信頼関係がで

きれば自分のネットワークになる。コンソーシアムとか勉強会のような同じ目的をもった人々が集まる機会だ

と話がしやすい。その中で、何か感じる人とは付き合いができる。 

E 社の業界では日本企業は先読み能力が低い。他方、欧州特にドイツの企業は先読み能力が高い。

競合分析については、東アジアの後発企業は、同業界で働いた日本人を雇って愚直に情報を吸収した。 

経営企画部門がコーポレートガバナンス機能を働かせており、現場中心に実施していることに加え、グロー

バルな環境変化については経営陣に情報が入るように活動を高めている。現場と経営企画部門・経営

陣が双方向のコミュニケーションを通じ、変化の萌芽を見逃さないように活動している。それぞれの部門毎

でもリスクマネジメントを実施している。リスクマネジメント、気づき、先読みは、部門毎に現場でやっている。

会社の理念として、できるだけ現場に近いところで迅速に判断しようというのがある。モニタリングと情報共

有が重要。それぞれの部門がリスク情報を発信して、良い意味で牽制し合っている感じがある。これらを

組織化、つまり現場に落とし込んでしっかりと運営が回っていく仕組みを作ることが大切で、それを進める

部門はある。現場での気づきや先読みを支援するための情報提供も調査分析部門の仕事。 

インテリジェンスという言葉の定義や概念が良く分からない。その場その場で使い分けられているように感じ

る。 

 

（倫理面の配慮） 

個人的ネットワークで集めた情報は、会社のために使う情報と使わない情報に峻別している。 

E 社への取材の中ではインテリジェンスへの拒絶反応のような姿勢が見られた。恐らくインテリジェンスという

言葉の中に倫理に反した諜報活動というニュアンスを感じ取っての反応であり、E 社の倫理面の配慮への

強い意向が示されたものと推察される。 

 

（意思決定メカニズム） 
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経営者の中には、調査分析部門から上がってくる情報を見て、「気づき」ができる人がいる。これとこれを

調べておけと言った具体的な指示が出る。例えば、穀物価格や食品価格の動きを見て、変異を感じて、

穀物輸出で成り立っている国の経済の先行きを分析しろといったような「気づき」と指示が出る。 

渉外部門が集めてきた定性的、断片的な情報だけで経営陣に判断してくれと言っても無理があるので、

調査分析部門が何とか定量化して判断を仰ぐことになる。例えば、ある国で E 社製品の市場がこれだけ

下がる、GDP が何％下がると言った分析が必要になる。 

会社が大きくなって、各部門の専門知識が深くなるほど、膨大な量の情報が経営陣に襲い掛かってくる。

また、経営陣の双肩にかかっている責任は、時代とともに複雑さと重大さを増している。経営陣は調査分

析部門とキャッチボールしながら、アクショナブルな情報を吸い上げて判断していく必要性が増している。そ

の際、経営陣は中⾧期的な観点から判断をしている。 

 

（CI を機能させるための要素） 

インテリジェンスは実施していないとの説明であったが、事実上、同等の活動を行っているものと考えられる。 

リスクマネジメント、外部知識吸収力、形式智化、ナレッジマネジメント・知識共有の強みが活かされてい

る。これらを企業文化として定着させる試みに熱心。 

気づき、先読み、個人間の信頼関係などがキーワード。 

 

 

【F 社】 

（会社概要） 

F 社は、電気機器メーカー大手である。海外の生産拠点は 70 か国以上、展開国は 140 か国以上で

海外売上高比率は 70％を超える。カリスマ性の高い経営者が⾧年にわたって強いリーダーシップを発揮

している会社。 

F 社はインテリジェンスや戦略よりも実行力を大切にする会社。会社の経営理念には、「一流の戦略より

も実行力」とある。 

 

（業界背景） 

F 社の製品は新興国市場などでは事業拡大の余地が大きい。他方で、機能面での成熟化が進み、差

別化が難しくなってきている。IT と社会との融合が F 社の市場にとって新しい世界感を作り出す可能性が

ある。製品に使う化学物質が環境問題を引き起こすことが懸念され、新たな規制のたびに新規物質の

探索・評価が必要となる。 

 

（CI の目的） 

F 社では、インテリジェンスという概念を意識した活動は行われていないが、利用している化学物質に新規

規制がかけられる時や、大型 M＆A のような時には、新技術探索、競合環境分析などを行っている。 
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（CI のスコープ） 

競合企業（競合関係）、製品・サービス、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、パートナー・協

力企業、社会・歴史・経済、政府・規制、環境問題、M&A など（経営者の意向次第で広がる）。 

 

（CI 部門の体制、位置づけ） 

インテリジェンスの専門組織があったり、体系的にやっているわけではないが、個別案件で、トップから具体

的にこれを調べろといったリクエストが下りてきたときには、もの凄く深く入り込んで調べることが多い。この場

合の徹底的に調査するという徹底力は、CI に近いとことがやれていると思う。通常から組織だって、体系

的にかまえてはやっていない。経営トップがトップダウンで何か重要なことを決める時に徹底して調べている

というのが正直な感じ。 

組織的には、経営企画室、マーケッティングリサーチ本部、テクノロジーイノベーションセンターと色々な部

門があるが、トップは組織ありきで仕事をさせない。この案件なら彼、この案件なら彼といったように、トップ

が信頼している特定の個人に調査指示が下りる。そうゆう人のことを社内では「目利き」と呼んでいる。CI

という概念は知らずとも、トップはしっかりとリクワイヤメントを出して、インテリジェンス的な活動をやってきたと

いうことだと思う。 

研究開発の企画とか戦略系でやっている人間は、シナリオ分析、ブラインドスポット、ブルーオーシャンといっ

た手法は理解しているし、実際に良く似た分析はやっている。但し、そのままトップに上申したら怒られる。

コンサル用語に聞こえるようなカタカナ言葉が資料にあった段階で聞いてもらえなくなる。コンペティター分析

でも文句がたくさん出るが、最後にライバルはどうしているんだと聞かれる。外来のストラテジー系の言葉に

対するアレルギーがある。インテリジェンスについても話せば同様の反応になるだろう。 

 

（情報入手方法） 

トップからリクエストがあった時には、ありとあらゆるコネを使って情報収集をしている。 

調査は公開情報から始めるが、重要な情報は個人的なネットワークでとっている。ギブ・アンド・テイクを前

提に、相手に迷惑をかけたり、信頼を失わないよう注意しながら情報を収集するし、情報の使い方も考え

る。相手からの信頼を失えば、以降その情報ルートは使えなくなる。相手に気を使うという点では相当良

識的にやっている。 

倫理面にも当然配慮するが、トップが信頼している人間は、ギリギリのところまでやって重要な情報を取っ

てくるからトップから頼られるようになる。公開情報だけ持って行っても頼られない。どれだけ他人が知らない

情報をとってくるか、普通取れない情報をとってくるか。インテリジェンスまで行かなくても、インフォメーションそ

のものに価値があることがある。 

技術探索であれば、論文は 1 年遅れ、学会は半年遅れで、それだけでは使えない。論文や学会で面白

い技術をみつけたら、アポイントをとって 1 対 1 で直接会って話を聞いて生きた情報を見つけている。IOT

とかスマートシティといった新分野の情報を集める時が一番困る。世の中に自称、専門家というのはたくさ

んいるが誰が本物か分からない。どこに当たるかは、自分の直感とリテラシーで決めるしかない。そこからは

人の紹介の紹介と数珠つなぎに人を探していく。 
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新規分野では予測するよりも、ビジネスモデルを創造して寡占をとって、デファクトスタンダードを握るしか方

法がない。業界トップなので、分析してキャッチアップする相手がいない。予測ではなくて本当の意味での

創造が必要。 

製品のコンセプトは成熟しているので、顧客に何が欲しいかと聞いても出てこない。自分で仮説を作って

提案して、実証していくしかない。 

大学との連携では、課題解決型から課題設定型に移りつつある。どう解決するかではなくて、将来をどう

予測して、どんなビジョンを描いて、何を研究するかを決めることが重要。課題設定では、理系の先生だけ

でなく、文系の先生に入ってもらっている。文系の先生の感覚は頼りになるし、思考の幅が随分違ってくる。

今までは考えもしなかった価値のアイディアが出てくる。 

スマートシティとか IOT になってくると、F 社の企業秘密になっている制御プロトコルをオープンにするかどい

うかの戦略が重要になってくる。その際に、誰と組んで、誰と戦い、どこまでオープンにして、何を取るかという

ことを決める必要に迫られる。 

 

（倫理面の配慮） 

コンプライアンス研修というのが定期的にあって、こうゆう情報は入手してはいけないと教えられるが、実際

の運用は現場での判断となる。 

 

（社内情報の漏えい防止） 

社内の企業秘密の漏えいについては、どんなルールを作っても、OB や部⾧クラスの人間を引き抜かれるの

で、防止できない。不正競争防止法では秘密を特定しないと守れないが、秘密を特定するために暗黙

知を形式知にする方が怖い。暗黙知のままであれば、多少人が引き抜かれても全体を真似されることは

ない。形式知にしたとたんに辞めていく、中国人従業員などにすぐにコピーされてしまうということがある。 

モノづくりのノウハウは特許化すると逆に真似されるので出さない。液晶などのエレクトロニクス分野でキャッ

チアップされたのは、設備メーカーにノウハウやレシピを見せ過ぎたから。トヨタだったら、絶対にそんなことは

しないと言っていた。 

陳腐化が早い技術は漏えいを気にする必要がない。人を引き抜かれても、真似できる前に陳腐化してい

る。 

 

（意思決定メカニズム） 

経営トップのリーダーシップが強く、トップダウン型の意思決定メカニズムの色彩が強い。 

 

（CI を機能させるための要素） 

経営トップから具体的なリクワイヤメントが出ること、徹底的な調査分析力を持つことから CI 的な活動が

できている企業と考えられる。 
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【G 社】 

（会社概要） 

G 社は、難病などの特殊な疾患に焦点を当てた医療機器の開発、販売を行う大手医療機器メーカー。

海外展開にも積極的。40 年以上の歴史を持つ医療機器メーカー。非オーナー会社。 

 

（業界背景） 

新製品開発までに⾧期間が必要であり、臨床試験段階では更に大きなコストが必要となる。規制当局

の審査というリスク要因を抱えている。国内だけではマーケットが小さいため、開発コストを吸収するために

は海外展開が望まれる。病気を治す方法は薬で治す方法と医療機器で治す方法があり、医療機器メ

ーカーにとって製薬企業は競合相手となることもある。 

 

（CI の目的） 

自社が開発中の新製品と競合する技術・製品の探索、開発状況の把握。 

新製品につながる外部技術の探索。 

 

（CI 部門の体制、位置づけ）G 社では、インテリジェンス部門は存在せず、インテリジェンスという概念を

意識して活動もしていない。また、研究開発本部や事業部から独立した、調査部門やマーケッティング部

門もない。 

取材対象者は、研究開発部門に属し、開発全体のマネジメントの一環として、研究開発部門で開発さ

れた成果を事業部につなぐための市場調査や、社外の新規技術の探索・導入の役割を担っていた。手

法のプロセス化、役割の明確化といった組織的な活動というよりも、どちらかというと属人的な活動と位置

付けられ、担当者が変わると手法や役割も微妙に違ってくる環境にあった。 

取材担当者は、後述する事例を経験した後は、インテリジェンスの有効性を認識しており、社内にインテリ

ジェンス的な意識を持った調査部門の設置の必要性を感じているが、古い企業体質が残る企業では難

しいと考えている。G 社では、実業である「モノづくり」を大切にし、外資系コンサルタントなどを虚業として使

いたがらない会社であることから、インテリジェンスのような外来の概念は到底社内で通らないだろう。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

○CI 事例 

G 社は、手術時に使う医療材料を患者の自己細胞を原料にして完全自動で製造する医療機器を 10

年間にわたって開発してきた。従来の医療材料は、動物の細胞を原料にしているが、G 社が開発中の装

置は自己細胞を使うことから拒絶反応や副作用がないということが強みであった。開発の最終段階で、

欧州で同様の機能を狙った技術が開発されているのでは、との未確認情報をつかんだ。G社の欧州事務

所を使って調べたが詳しいことは判明しなかった。医療機器に関する欧州の規制では、自己認証によって

とりあえずの上市ができる。このため、取材担当者は知人の知人というネットワークを使って、フランスの CI
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エージェンシー（ADIT）を見つけ、ADIT に対して、競合技術の特定、医療現場での強み、メカニズム

上の問題点、上市タイミングに加え、欧州の医療規制や保険制度についても調査を委託した。 

ADIT 社の調査分析の結果、競合技術は確かに存在し、効果も高く、目的となる医療材料も手術室

で製造できるという点で、G 社の開発中の製品に比べて使い勝手が良いものであった。開発フェーズもより

進んでおり、少なくも欧州での上市タイミングは、G 社の日本での上市タイミングよりも早い可能性が示さ

れた。メカニズムとしては、動物由来成分を触媒的に用いる技術であるが、副作用はないと推測された。

日本では、C 型肝炎の問題などを契機として、異物を使うことに対する拒否反応がかなり強いが、欧州で

は文化的にそのような拒否反応は強くないことも判明。 

G 社では、日本で医療機器の認可を取得した後に欧州市場や米国市場への参入を予定していた。取

材担当者は、ADIT の情報をもとに、少なくとも、欧州市場では勝てないと分析。競合も米国市場への

展開を図るものと予測し、残る日本市場だけでは仮に勝ったとしても市場規模が十分ではないし、欧米

を抑えた技術が日本に進出してきた際のリスクは大きいものと予測。これを受け、開発を中断すべきと考

えた。 

 

○取材担当者の情報収集方法 

外部の有望な技術を導入するための技術探索を行っている。自分には医療機器マーケットの土地勘が

あるので、この技術だったらあの商売に使えそうだといった感じで技術を探している。例えばナショプロの研

究発表会に行って、おもしろそうな技術があったら個別にアクセスして詳しく聞いてみる。学会も使っている。

論文や特許の検索よりも話を聞きに行って、市場感覚で選んでいた。自分の動き方は完全に属人的で

あり、他社や後任にやれといってもできないだろう。そうゆう意味で形式知化や教育は遅れており、組織的

な取り組みになっていない。 

 

（倫理面の配慮） 

ADIT はフランスでも多くの実績のある会社であり、倫理面での心配はなかった。 

 

（意思決定メカニズム） 

10 年の期間と多額の開発投資を行ってきたプロジェクトであることから、経営レベルの判断が必要であっ

た。G 社は日本の典型的な古い体質の会社であり、ボトムアップで意思決定が行われる。⾧い期間と費

用を投入したプロジェクトについては、G 社でも一般的には、開発関係者は積極的な肯定化を行い、プロ

ジェクトの承認を得ようとする傾向があり、中断する方向で経営陣に上げることは難しい環境にあった。 

本事例については、事業部門、欧州事務所や、社内の海外事情通の人達からは ADIT の調査結果に

対する批判的な意見が暗に陽に寄せられた。たまたま取材担当者と本プロジェクトの開発担当者との間

では信頼関係が従前より存在した。取材担当者は開発担当者と意見交換を行い、CI 調査結果を踏

まえた分析シナリオも含めたレポートを作成し、上層部に判断を仰いだ。海外では苦しいが、日本だけな

らここまではやれるかも知れないといった内容であった。部門トップの開発本部⾧は開発継続の意向であっ

た。その上の技術管掌役員は、G 社とは別のグループ会社（医療関係）から移ってきた人物であり、過
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去の無駄になる開発投資と、継続して上市後にこうむる損失リスクの両方を冷静に考えて、中断の判断

を下した。 

 

（CI を機能させるための要素） 

今回のケースでは、クライアントは意思決定権者ではなく、取材担当者である。 

ADIT の調査結果は、自社にとって都合の悪い外部知識であり、開発本部⾧を含めた色々なところで知

識吸収を妨げる NIH に似た傾向が見られた。技術管掌役員が開発中断を決断できた要因については

判然としないが、外部から移動してきた人物であり、自社開発ということへのこだわり（NIH）が少なかっ

たことが影響した可能性がある。 

 

 

【H 社】 

（会社概要） 

米国発の戦略系コンサルティングファーム。世界 48 各国にオフィスを設置。 

CI に関する知見も多く、クライアント企業から CI に関する問い合わせも増えている。 

 

（製薬業界の CI） 

製薬業界は他の業界に比べて CI が進んでいる。その理由の一つは、ある薬に関してある製薬会社が何

回プロモーションを行っているかという統計情報（IMS）がある。売上だけでなく、営業活動まで含めて定

量的なデータがたくさんあると、統計的に競合分析がしやすい。二つ目の理由は、医療関係者向けに講

演会、説明会、フォーラムが開かれるので、そこに参加すれば競合情報が手に入る。三つ目の理由は、マ

ーケッティングの観点でいうと、製薬は BtoB と BtoC の中間ぐらいのマーケットになる。日本中のドクターが

20 万人だとして、そのうちの 2 割のドクターが新薬全体の 8 割を使っている。4 万人の顧客を相手にす

れば良いので BtoC よりも攻略しやすい市場で、色々なデータが整備されやすい。 

日本でも 2010 年ぐらいから各社が CI 部門みたいな機能を作り始めた。 

CI はリスクマネジメントとも裏腹の関係にある。製薬は⾧期にわたる莫大な研究開発投資の割に成功率

が低いという大きなリスクを抱えている。石油開発のシェル、重工⾧大の GE、データベース開発のシスコと

いった企業は、いずれも大きなリスクを抱えており、リスクマネジメントと CI がセットになった事例として頻繁

に取り上げられている。 

 

（CI の定義） 

競合企業分析に重点を置いた狭義の CI と、競合優位性を構築するための情報収集・分析とした広義

の CI がある。後者の場合は、競合企業だけでなく、市場、経済、社会環境といったマクロの話も含めての

競合優位性を作っていくという話になるので、経営戦略の策定につながる話になる。 

BI は社内情報の有効活用、CI は社外情報の収集分析という意味で一般的に使われている。 
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（日本の CI） 

広義の CI とした場合、日本の大手企業では、CI と意識せずにやっていることが多い。例えば、中期計画

の策定だと経営企画部門が担っている。提携先がおかしいとか、展開国で何か事件が起きた時とかは、

プロジェクトチームとかタスクフォースのような組織ができて、調査分析を行う。最近は、公開情報の収集だ

けでなく、参考になりそうな企業へのヒアリングとかもしている。ある意味で、「お祭り」の時には CI のような

調査分析をやっている状況。競合企業の情報を集めるために外部のエージェンシーも使われている。例え

ば、競合企業の組織図は絶対に手に入らない。外部エージェンシーの中には、知り合いを通じて色々質

問したり、競合企業を訪問して何階に何の部署があったかといった情報を 2～3 か月かけて集めて、組織

図を推測してくれる。分析や戦略策定に関しては、当社のような戦略系のコンサルタントも良く使われてい

る。特に H 社のクライアントになるような大手企業の経営企画部門は、外来の分析手法を良く勉強して

いる。日本企業の経営企画の人から「CI とは何か」との質問は良く受ける。米国で流行っているのをご存

じで、勉強熱心だから質問される。 

他方で、日本の企業が米国の企業のようにできていない点としては、中期計画とか事件が起きた時以外

では、リクワイヤメントを具体的に絞り込んで出していないことである。また、CI と呼ぶかどうかは別として、そ

のような機能を意識して社内に設立し、日頃からの人的ネットワークの構築を組織的に推奨し、体系的

に調査分析を行っていないこと。 

CI という機能を作って、恒常的に組織や人のケイパビリティの向上に努めるとか、経営陣が CI 的なマイン

ドセットを持って、絞り込んだ問いを出していくという点では日本企業は遅れている。 

日本で人的ネットワークの構築ができていないのは、組織的として CI 機能に人モノ金といった資源を投入

せず、ネットワーク構築も推奨されていないことに加えて、個人のモチベーションの違いもある。米国の企業

では、一般的に生涯を一つの会社にかけるわけではないから、一人ひとりが絶えずアンテナを張っている。

実際、色々な会社を転々としているのでネットワークもできる。営業職とかだけでなく、調査分析職の人物

も良く渡り歩く。日本では調査分析職という職業類型をあまり聞かない。 

なお、サムソンは、100 人規模の人が世界中にアンテナを張って絶えず情報収集をして本社に集めて分

析をしている。CI に人モノ金をかけている会社。 

分析手法については、少なくとも日本の大手企業では、シナリオ分析、ウォーゲームといった米国流の手

法を取り入れるところが多くなったので、あまり違いは感じない。 

 

（CI 部門の位置づけ、役割） 

大型 M&A などの会社の大きな方向性を決めるような場合は経営陣からリクワイヤメントが CI 部門へ来

るが、多くは日々の事業部門の動きの中からのリクワイヤメントが多いと思う。例えば、製薬会社の場合、

新製品を上市する 3 年前ぐらいからローンチチームができて、色んな情報を集めることになるが、CI 部門

もその一翼を担うことになる。 

ボトムアップで上がってくる積極的肯定化された提案を牽制するという点では、CI に限った話ではない。例

えば、P&G では、マーケットリサーチ部門は全ての事業部門から独立していて、社内の提案ではマーケット

リサーチ部門が作成して社内でオーソライズされた数字しか使えないようになっている。CI 部門もマーケット
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リサーチ部門の機能の一部を担っているのではないかと思う。客観的になるように、我田引水的にならな

いように、データや情報の正当性や根拠をしっかりと担保して、正しい経営判断をすることはマーケッティン

グでも CI でも同様。 

日本では経営企画部門が事業部門に対して強いが、米国では経営企画のようなコーポレート機能より

も事業部門の方が強い傾向がある。日本では、事業部門から上がってきた提案に対して、経営企画部

門が社⾧に成り替わってその実現性やリスクを詰めることが一般的。米国の場合は、事業部門が結果責

任を負っているので、経営企画部門に比べて力が強い。日本の経営企画部門には優秀な人が多く配置

されているが、米国はむしろ事業部門に優秀な人がいる。日本はジョブローテーションが一般的だが、米国

では個人の成功とビジネスの成功がほぼ一緒になっている。米国では事業部門の業績が個人のインセン

ティブとつながっていて、逆に一定期間内に成果が出せなければ首という厳しい世界。このため責任と権

限の両方を持っている。これに対する牽制力は、経営企画部門が個別に提案を詰めるのではなくて、

P&G のマーケッティング部門のオーソライズされた数字というような仕組みやプロセスで担保している。 

「お祭り」の時に一斉に調査分析する日本に比べて、牽制機能も持たせた CI 部門を設置して、体系的、

恒常的に資源を投入して組織と人のケイパビリティを上げて、組織の意思決定のプロセスに組み込むとい

う点で米国の方が進んでいる。 

事業部門の立場から見ても、社内で提案を通すためには CI 部門に調査分析を頼んで、オーソライズさ

れた情報を使った方が効率的というようになる。CI 部門はトップのサポート部隊でもあり、事業部門のサポ

ート部隊にもなっている。 

米国はトップダウンだから CI が必要で、日本はミドルアップだから CI がないというのではなくて、事業部門

は強いがコーポレートの経営企画部門が弱い中で、牽制機能というか、より正しい意思決定をするための

仕掛けとして、トップと事業部門の中間のところに CI 部門を置いているという整理の方が正しいのではな

いかと思う。 

 事業部門が強い 事業部門が弱い 

経営企画部門が強い  日本 

経営企画部門が弱い 米国  

 

経営トップからのリクワイヤメントが出ないのはリーダーシップに関係している可能性がある。日本でもオーナ

ー企業のような経営トップのリーダーシップが強い会社では、これが知りたい、あれが知りたいという指示が

出ていると思う。 

あるオーナー企業の社⾧は、ビックデータ時代になっても相関関係しか分からない。だから、ありとあらゆる

ネットワークを使って因果関係を探せと言っている。これは CI みたいな話。強い日本企業はそうゆう感覚

で経営してきている。他方で、弱い日本企業はそうゆう感覚もなく、CI 機能もないのではないか。 

もしかしたら、日本企業は国内では CI 的な情報収集と分析ができているが、グローバルではできていない

可能性がある。マルチナショナルな製薬企業はグローバルレベルの CI機能を持っているが、日本の製薬企

業はグローバルでの CI 機能はまだ薄いかも知れない。 
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（倫理の配慮） 

CI は、合法でコンプライアントな形で進めるというのが大原則になっている。倫理面への配慮については日

米で違いを感じない。日本で CI というと、どうしてもサムソンみたいなグレーな会社を思い浮かべる。 

 

（日本企業への示唆） 

どの業界も異業種格闘技になってくる。昨日の提携企業が明日の競合企業になり得る。今までの業界

に限定した競合分析ではなくて、社会、経済、文化、テクノロジーといったようにもう一段広く世の中をとら

えて情報収集をする。パラダイムシフトを考える 

その中で自社にとって大事な論点やビジネスモデルを考えて、特定のテーマを一気に調べて掘っていく。T

字型の二段階の情報収集・分析が大切。 

更には、新しいビジネスモデルの創造力の強化。これは知識ではなくて知恵の領域。そのために必要な情

報収集は何かを日々心がける。 

最後に、CI と名付ける必要はないが、リクワイヤメント、人的ネットワークへの組織的なコミットメントといっ

た CI 的な機能に光を当てて、組織と人のケイパビリティを向上させること。 

 

 

【I 社】 

（会社概要） 

欧州系の CI エージェンシー大手。日本企業もクライアントとして抱えている。体系的な情報収集と分析

能力に強みがある。 

 

（業界背景） 

欧州では、近年 CI エージェンシーの業界が成⾧している。例えば I 社が本社を置く国だけでも年間の市

場規模は 1 億ユーロ程度と推定されている。I 社のような大手から、中小の CI エージェンシー、フリーラン

スのまで入れて大小 200 以上の CI 業者が存在。最近では、米国系の CI エージェンシーも欧州市場

に参入し積極的に事業展開している。また、グローバルなコンサルティングファームが CI ビジネスに参入す

る動きも活発化。 

 

（CI の目的） 

ビジネス環境分析全般。競合企業に加えて、政治・経済動向、社会の変化、顧客ニーズの変化、規制

動向など幅広い分野で活動。 

イノーベーション関係では、競合企業の研究開発、所属業種や異業種の研究開発ロードマップ、知的財

産の分析による個別技術の評価、新規技術探索なども手掛ける。 

リスク分析では、取引先・提携先のリスク、海外拠点のリスク、規制変更のリスク、社内のコンプライアンス

違反リスクなどがある。 
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リクワイヤメントは、経営トップだけでなく、クライアント企業の色々な部門から出てくる。研究開発、生産・

品質、流通・販売、マーケッティング、購買・調達、提携先関係、IT など。 

 

（情報入手方法、CI 事例） 

入手できる情報の 8 割は公開情報。2 割がヒューマン・インテリジェンス。ヒューマン・インテリジェンスは貴

重な情報が得られることが多いが、主観性のチェックなどの評価をしないと間違った答えになるので注意が

必要。 

海外での情報収集は、公開情報、非公開情報ともに現地語能力が必要。出版物の内容確認、インタ

ーネット検索などでも現地語能力が不可欠。 

プライマリー情報から得られた情報の詳細部分の補完、重要性の識別などのために、セカンダリー情報が

有用なことが多い。 

情報収集までの主なプロセスは以下の通り。 

・予備段階:KIT（キー・インテリジェンス・トピック）の設定 

・戦略課題の理解 

・重要課題に分解 

・仮説を設定 

・仮説を個別の質問に落とし込む 

 

主な情報入手方法については以下の特徴がある。 

○インターネットの活用 

一般的に現地語での対応が必要。必要に応じて言語学者も活用。一般的な検索オプションに加えて、

深層 Web により、検索エンジンのクローラーがインデックス化できない領域にある文書やページが入手でき

る。 

Linked-In などの SNS 情報を活用している。人と人とのつながりを解析することによって、企業組織図の

推定、インタビューしたい専門家の特定とその専門家へのアプローチ方法を見つけられる（知人の知人の

知人ルート）。これをエキスパートマッピングと呼んでいる。 

○取材すべき専門家の選別 

専門データベース（新聞、特許、論文）での頻度や引用回数、コンファレンス（専門会議）やセミナー

での発表回数、Webのインフルエンサーのブログ、ツイッターなどの（アップデート回数、フォロワー数、内容

の専門性）を活用している。 

専門家の活動理解、専門家への接近方法の探索を体系的に行っている。自分の人的ネットワークの中

に専門家への紹介者がいないか確認。会議、ショー、イベントで面会できるか。アポイントを取るためにどの

ようなギブ・アンド・テイクができるかが重要。これがないと専門家との良い関係が維持できない。 

○展示会の活用 
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展示会は重要な情報源となる。競合企業、新規参入者、サプライヤー、クライアント、パートナーなどの

幅広い関係者の情報が入手できる。パンフレット、説明者による解説、質疑応答、録音・録画に加えて、

出店ブースでの社員や元社員との意見交換・雑談で希少性の高い情報が入手できる。 

 

入手した情報の評価が極めて重要。評価は、調査方法の質、分析・解釈の質の面から行う。評価作業

を踏まえて、新しい情報収集にあたる、従って、CI プロセスはリニアではなく、繰り返しのループ（インテリジ

ェンス・サイクル）になる。 

 

（CI に関する各国の状況） 

I 社では、社員に日本での数年間の駐在経験を積ませるなど、日本語や日本の企業文化に精通したア

ナリストを計画的に育成している。欧米企業にとって、日本企業は CI の対象になっている。 

日本は欧米に比べて CI が低調。I 社でも、最近、日本企業のクライアントの発掘に力を入れているが、

売り上げ全体の 10％未満。主なクライアントは、製薬、ヘルスケア、自動車、航空機部品などの業界。 

日本企業は、CI を委託する際に、問題点が明確でなく、調査目的がはっきりしない傾向がある。リクワイ

ヤメントの具体化ができないと良い成果が出ない。 

日本企業は CI の成果を吸収して、役立てることが少ない。NIH のような外部からの知識への拒否感を

感じる。依頼の際の問題意識が低いことに加えて、外部からもたらされた知識を評価する能力が低いこと

が影響していると考えられる。調査分析能力が低いことと、CI に関する知識蓄積が少ないことから、CI へ

の Absorptive Capacity が低くなっていることが CI 結果を有効利用できない原因ではないか。CI への

組織的なコミットメント、CI に関する社員教育が進めば改善するのではないか。 

CI といっても概念に幅がある。米国は SCIP の影響もあり、競合企業分析に力を入れている。欧州は、

競合企業分析に加えて、広くビジネス環境を把握するための PESTEL分析のニーズが高い。フランスでは

CI という用語に加えて、経済インテリジェンスという概念でとらえている。最近では、アクショナブル・インサイ

トという言葉も良く使われる。 

日本企業は SWOT 分析への関心は強いが、PESTEL 分析への関心が薄い。特に、社会面の変化を

軽視しがち。社会の変化が市場の価値観やビジネスモデルを大きく変える。例えば、スマートフォンを新し

い技術ととらえるのではなく、人々の価値観やライフスタイルを変える社会的な変化の要因としてとらえるべ

きだった。日本企業が技術や製品品質で勝って、ビジネスで負ける原因の一つと考えている。 

I 社から見ると、日本の経済産業省や JETRO は優れたインテリジェンス機関。企業の競争力向上のた

めに有意な情報を集めている。欧州にはそのような機関はない。 

 

（倫理面の配慮） 

非公開情報を正確に集めることは無理であると認識。仮にできた場合には、何らかの違法行為やコンプラ

イアンス違反が起こっているとみなしている。法律面、倫理面で問題のある情報は、仮に相手が教えてく

れそうでも質問しない。問題のある情報は入手しない方針。 

従って、入手できた全ての非公開情報に確実なものはないとの前提で、評価プロセスが重要となる。 
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CI エージェンシーの中には、倫理的にグレーな領域に入っている会社もあるように感じている。P&G のユニ

リーバに対する CI の不祥事には外部の CI エージェンシーが関与していたと認識している。 
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第三章: プラスチックリサイクルについての書誌情報分析を用いた体系的レビュー 

（技術調査によるプラスチックリサイクル研究の現状と課題） 

 

要旨 

 

研究目的: 第三章では、プラスチックリサイクル問題を事例として取り上げ、技術調査を中心とした公

開情報調査の観点から、プラスチックリサイクルの研究動向を体系的に俯瞰し、その全体像や萌芽的な

研究トピックを明らかにするとともに、プラスチックリサイクルを進める上での科学的・社会的課題や論点を

明らかにすることを研究目的としている。 

 

研究手法: 論文データベースの Web of Science において「(plastic* OR chemical*) AND 

(recycl* OR “circular economy”)」をキーワードにしてプラスチックリサイクルに関する論文 56,408

本を選出し、これらついて書誌情報分析を行い、35,519 本の論文を六つのクラスターに分類した。論

文数の多い上位三つのクラスターについては、さらにサブクラスターに分割して、これらのクラスターとサブクラ

スターについて分析と詳細なレビューを行った。 

 

分析結果: プラスチックの生分解性、バイオプラスチック、ライフサイクル・アセスメント、電気電子機器廃

棄物のリサイクル、建設分野におけるプラスチック再生素材の利用に関する研究が、近年、特に 2016

年以降急速に増加していることを示した。中でもプラスチックの生分解性とバイオプラスチックは、論文数の

伸びが著しい萌芽的な研究トピックであった。プラスチックリサイクルの多くの研究分野が先進国、特に中

国と米国によって主導されている一方で、建設分野でのプラスチック再生素材の利用に関する研究につ

いては発展途上国で積極的に研究されていることを明らかにした。 

 

学術的貢献: プラスチックリサイクルに関する研究動向を包括的に俯瞰、レビューするとともに、プラスチ

ック廃棄物が発生する国における責任あるリサイクルと（発生国消費原則）、先進国と発展途上国の

間の国際分業によるリサイクル（国際分業原則）という二つのタイプのリサイクルシステムについて議論し

た。両方のアプローチのメリットとデメリットを考察し、廃棄物のトレーサビリティ・システムや先進国と発展途

上国間の技術移転など、持続可能で責任あるプラスチックの生産と消費に必要な対策を提案した。 

 

１．緒言 

プラスチックは、軽量で耐久性があり、安価な素材であるなどの特性から、様々な用途で使用される幅

広い製品に適用されている。我々の日々の暮らしを取り囲む食品包装や日用品にプラスチックは使わ

れ、また、建設、エンジニアリング、医療、自動車、航空宇宙などの多くの産業で不可欠な素材になって

いる。各国の経済の開発と成⾧により、プラスチックの需要とプラスチックへの依存度が高まり、その世界的

な生産と消費は過去数十年で劇的に増加した。毎年生産されるプラスチックのほとんどは、使い捨ての食

品包装など、製造後 1 年以内に廃棄される寿命の短い製品に使用されている。このプラスチック廃棄物
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の多くは、埋立地に送られるか、自然の生息地に投棄され、耐久性が高いために大量に蓄積される。そ

の結果、地下水汚染や衛生問題など深刻な環境汚染問題を引き起こし、人の健康や生態系に大きな

リスクをもたらしている。また、廃棄物の不適切な処理により、大量のプラスチック廃棄物が海洋に流出

し、深刻な海洋プラスチックごみ問題を引き起こしている  [80]。 

 このような問題を解決するためには、プラスチック廃棄物の持続的かつ効率的な処理が不可欠であり、

プラスチック廃棄物のリサイクルへの関心が世界中で急速に高まっている。プラスチックを循環的に利用す

るという考え方に基づき、欧州連合（European Union : EU）はサーキュラーエコノミー（circular 

economy : CE）の概念を提唱し、EU 域外の国々でも CE を追求する動きが活発になっている。国

際標準化機構 (The International Organization for Standardization : ISO) は、多くの国

が参加して CE の国際標準を策定しようとしている  [81]。 

 このような状況の下、研究者によってプラスチックのリサイクル方法の分類は異なるが、プラスチックリサイク

ルに関する多くの論文が発表されている。幾つかの論文では、リサイクルを一次リサイクル（再押出）、二

次リサイクル（機械）、三次リサイクル（化学）、四次リサイクル（エネルギーリカバリー）の四つのカテゴ

リに分類している  [82]。一次リサイクルと二次リサイクルの違いは主に、使用されるプラスチック廃棄物

の汚染度によるものであり、これらをまとめてマテリアルリサイクルと呼ぶ研究は数多くある。エネルギーリカバ

リーは、新しい素材や原料を再生するのではなく、熱の形でエネルギーを抽出するため、通常はリサイクル

ではなくリカバリー（回収）と見なされる。ISO は、プラスチック廃棄物の処理方法に関する国際基準を

作成しており、プラスチックのリサイクルは、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、及び生物学的リサイク

ルの三つのタイプに分類されている  [83]。第三章では、この ISO 分類に従ってリサイクル方法を分類

し、分析・レビューを行う。  

 マテリアルリサイクルは、プラスチック廃棄物をプラスチックに再生できる点で望ましい方法であるが、再生

プラスチックはバージンプラスチックに比べて品質が劣る、強度が低いなどの弱点がある  [84]。特に先進

国では、バージンプラスチックから再生プラスチックへの代替を促進するために、再生プラスチックの環境価

値に対する消費者の理解を促進する必要がある。ケミカルリサイクルは、マテリアルリサイクルを補完する有

効な手段であるが、主に燃料やアンモニアなどの工業製品に再生しており、このプロセスでは再生プラスチ

ックを生産することは一般的に困難であるケースが多い。しかし、最近一部の先進国では、オレフィン系プ

ラスチック廃棄物からプラスチックを再生できる技術が開発されており、近い将来、その実用化が望まれて

いる  [85]。 

 埋立は CE の観点から最も好ましくないプラスチック処理であり、欧米（特に東欧、南欧諸国）では埋

立率が高く、大きな課題となっている  [86,87]。埋立は、地下水汚染や生態系破壊などの二次被害

の原因にもなる。先進国では埋立からリサイクルへの転換が強く望まれている。日本や欧州の一部の国で

は、エネルギーリカバリーの割合が高くなっている。エネルギーリカバリーは、産業界において化石資源による

発電や熱源の代替手段として使用され、二酸化炭素排出量の削減に高い効果があり、プラスチックの処

理方法として有用である。但し、再生プラスチックの生産を優先する考え方に立つと、エネルギーリカバリー

よりもマテリアルリサイクルやケミカルリサイクルの方が望ましい処理方法である。先進国のこれらのリサイクル

能力を向上させることで、年間 32 億ユーロの環境コストを削減できるとの試算がある  [88]。 
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 それぞれのリサイクル方法には⾧所と短所があるため、プラスチック廃棄物のリサイクルに普遍的な解決

策はない。プラスチックの一般廃棄物、または産業廃棄物を使用したマテリアルリサイクル方法は理想的

であるが、多くの問題が残されている。マテリアルリサイクルの欠点は、強度、臭い、純度、色などの材料特

性の点で、再生プラスチックがバージンプラスチックに劣ることである  [6]。汚れたプラスチック廃棄物やプ

ラスチック複合材料の廃棄物をリサイクルすることは困難であるため、廃棄物を事前に分別する必要があ

り  [89]、コストの増加要因となる。 

 熱分解 [90] とガス化  [91] を含むケミカルリサイクルは、マテリアルリサイクルが苦手とする汚れた廃

棄物や複合材料のリサイクルへの適応性が高い。一方で、ケミカルリサイクルは一般的に大量のエネルギ

ーを必要とするため、マテリアルリサイクルよりも二酸化炭素の排出量が多くなるという欠点がある。 

 上記のアプローチに加えて、生物学的リサイクルへの関心が高まっている。一つの方法は、化石資源由

来のプラスチックを微生物を使って生物分解することである  [92]。もう一つは、一部のプラスチックは生

分解性を持つため、特定の自然条件下で自然分解する方法である  [93]。生物学的リサイクルはエネ

ルギーをあまり使わないため、分解条件によっては環境負荷が少ないというメリットがある。前者の代表例

として、ポリエチレン・テレフタレート（polyethylene terephthalate : PET）の生分解に関する研究

が盛んに行われているが、まだ工業化の段階には至っていない。後者については、バイオプラスチックを分

解する方法と化石資源由来の生分解性プラスチックを分解する方法があり、幾つかの種類の生分解性

プラスチックが工業化されている。 

 プラスチックリサイクルの研究動向を総合的に把握することは、簡単な作業ではない。プラスチックの消費

量と適用範囲が年々急速に増加しているため、プラスチック廃棄物の適切なリサイクルシステムを確立す

ることが急務であり、これを達成するための研究に多大な努力がはらわれている。Web of Science で 

「(plastic* OR chemical*) AND (recycl* OR “circular economy”)」 の検索用語でプラスチ

ックに関する論文を検索すると、2021 年時点で約 56,000 の論文があり、1 年間で約 7,700 の新し

い論文が発表されている。 

 書誌情報分析法は、広い研究領域を俯瞰的にとらえ、概観を把握するのに有効である。この方法は、

公開データをもとに研究領域を分析するために開発されたものである  [94]。書誌情報分析法では、

論文、特許、新聞、Web ページなどの文書の書誌レコードを分析する。書誌情報分析には、統計、教

師あり学習（supervised learning）、自然言語処理、及び引用分析が含まれる。先行研究では、

著者、出版日、キーワード、要旨、参考文献に関する情報などの書誌レコードを分析している。 

 幾つかの先行研究では、プラスチック廃棄物に関連する書誌情報分析が行われてきた。de Sousa  

は、「” waste management” AND plastc*」を検索用語にして文献分析を行い、プラスチック廃棄

物、特にマイクロプラスチックによる水域の汚染が深刻な問題であると報告した。彼はまた、この汚染の解

決が CE を実現する上での大きな課題であると指摘している  [95]。但し、この研究では、プラスチックリ

サイクル研究に関する動向を分析したり、プラスチックのリサイクル方法に関する新たな研究トピックを探索

したりはしていない。Tsai 他は、書誌情報分析法を使用して都市固形廃棄物の管理の在り方を分析

し、将来の研究のための五つのテーマを特定した（焼却、ライフサイクル・アセスメント、プラスチック廃棄

物、固形廃棄物の分別、持続可能性） [96]。この研究でも、プラスチックリサイクルに関する研究動向
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の分析は行われていない。Armenise 他は、書誌情報分析法を用いてプラスチックの熱分解技術に関

する研究を分析し、重要な研究課題として、触媒の性能の向上、プラスチックとバイオマスの混合物の熱

分解、及び反応経路の設計があることを指摘した  [97]。しかし、熱分解以外のプラスチックリサイクル

方法に関する分析はない。Wang 他は、COVID-19（Corona Virus Infectious Disease, 

emerged in 2019）パンデミックがプラスチック汚染に及ぼす影響について文献分析を行い、パンデミッ

ク以降、プラスチック汚染が深刻化していること、発展途上国におけるプラスチック汚染に関する研究が活

発になっていることを指摘した  [98]。彼らは、パンデミックの影響以外に、プラスチックのリサイクル方法に

関する調査を行っていない。Sandanayake 他は、書誌情報分析法を使用して、リサイクルされる廃棄

物の五つのカテゴリ (プラスチック、ガラス、フライアッシュ、スラグ、建設廃棄物) を分析した。リサイクルさ

れた廃棄物は、コンクリートの原料の一部として有効であると報告しているが、再生プラスチックをコンクリー

ト以外の目的で使用する方法については検討されていない  [99]。このように、プラスチックリサイクル研

究の全体像を分析しようとする研究はほとんどない。本章では、プラスチックリサイクル問題のシステム転換

を図る観点から、書誌情報分析法を用いて技術調査を中心とした公開情報調査を行い、プラスチックリ

サイクルに関する研究の全体像を体系的に分析・解明し、これまでの研究では触れられなかった最新の

研究動向をレビューするものである。 

 本章での研究目的は、プラスチックリサイクルの研究動向を体系的に俯瞰し、その全体像、存在する研

究領域の動向、萌芽的研究トピックなどを明らかにするとともに、プラスチックリサイクル問題のシステム転

換を促進するための科学的・社会的課題や論点を明らかにすることである。 

 

２．研究手法 

2.1. データ収集 

 プラスチックリサイクルに関連する学術出版物から書誌データを収集した。「 (plastic* OR 

chemical*) AND (recycl* OR “circular economy”) 」という検索用語で学術出版物のデータ

を抽出した。アスタリスクを使用すると、タイトル、要旨、キーワード、または全てのフィールドで「plastic」、

「chemical」、または「recycl」で始まる用語 (recycle, recycles, recycled, recycling など) を探

すことができる。Web of Science を使用して、Science Citation Index Expanded、Social 

Sciences Citation Index、Conference Proceedings Citation Index、及び Book Citation 

Index から上記のキーワードで書誌データを取得した。データ収集は 2022 年 2 月に実施した。本章

での分析のために収集された学術出版物の数は 56,408 であった。 

 

2.2. 方法論 

 図 2-1 に方法論を模式的に示す。関連する出版物を取得した後（図 2-1（a））、論文をノードと

して扱い、引用をリンクとして扱うことにより、引用ネットワークを作成した（図 2-1（b））。柴田他の

2009 年の研究によると、直接引用は新たなトレンドを見つけるための最良のアプローチである  

[100]。従って、本章でも、直接引用法を使用した。引用ネットワークの最大のコンポーネントに含まれる

論文と引用関係のない論文を削除した（図 2-1（c））。このコンポーネントには、35,519 件の論文 
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(63.0%) が含まれている。最大の接続コンポーネントを取得した後、ニューマンのアルゴリズムであるトポ

ロジカル・クラスタリング法を使用して、ネットワークをクラスターに分割した (図 2- 1(d))  [101]。このア

ルゴリズムを使用して、過去の書誌情報分析研究にならって、モジュール性を最大化する規則に従って、

クラスターをサブクラスターに分割した。 [102-106]. 

 

図 2-1:方法論の概要 

 

[脚注] : (a) Web of Science からのデータ取得。 (b) 論文の引用関係に基づく引用ネットワークの構築。 (c) 

最大連結成分の抽出。 (d) 引用ネットワークのクラスターへの分割。 図(b)-(d)において、丸は論文を示し、丸と丸の

間の線は引用関係を表している。 

 

 モジュール性は、クラスター内の接続の強さを表す。モジュール性が高いということは、クラスター内の接続

が密で、クラスター間の接続がまばらであることを意味する。サイズが数百を超える引用クラスターにうまく適

用できる  [107]。用語頻度-逆ドキュメント頻度 (term frequency-inverse document 

frequency : tf-idf) を分析することにより、各クラスターを特徴付けた  [108,109]。但し、論文間

の対応関係を分析するためには、テキストベースのアプローチは引用ベースのアプローチよりも劣っている 

[103]。 このため、引用ベースのアプローチを補完するためにテキストベースのアプローチを使用した。ま

た、クラスター間の相対的な重要性を評価するために、各クラスター内の論文数の引用数に対する比率

を計算した。 クラスターが作成された後、クラスター内で最も引用された論文の内容に従って、各クラスタ

ーに名前を付けた。 

 プラスチックリサイクル研究は、引用トポロジーに依存するクラスターに分割された。論文数が 500 を超

える 21 のクラスター (総論文数は 32,962。92.8%) を分析し、プラスチックリサイクルに関連する六つ

のクラスターに注目した。検索用語が非常に広いため、21 個のクラスターには、プラスチックリサイクルに関

係のないもの (例: 触媒のリサイクル、二酸化炭素の化学変化、鉄鋼スラグ、地殻やマントルのリサイク

ル) が含まれていた。プラスチックリサイクルに関連する六つのクラスターの論文数は 13,248 であった。 

 

３．結果 

3.1. プラスチックリサイクルに関する研究の概観 

 表 2-1 は、プラスチックリサイクル研究の六つのクラスターをまとめたものである。クラスター1 は最大のクラ

スターで、プラスチックのリサイクル全般に関するものである。クラスター2 は、電気電子機器廃棄物 

(waste electrical and electronic equipment : WEEE) とプラスチック廃棄物の選別技術に関

するものである。クラスター2 は二番目に論文数が多いが、近年の論文数の増加は緩やかである。クラス
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ター1 とクラスター2 は論文あたりの引用数が比較的高く、これらの分野で重要な科学的研究であること

と優れた知識共有が行われたことを示している。クラスター3 は、建設分野でのプラスチック再生素材の利

用に関するものである。クラスター3 は、新しいクラスターであり、平均出版年 (2016.8) が若い。クラス

ター3 は論文数が三番目に多いが、論文あたりの被引用数の比率が比較的低く (3.5)、研究テーマが

非常にスペシフィックであり、知識の共有が進んでいないことを示している。 

 

表 2-1:六つのクラスターの概要 

番号 クラスター名 
平均出版

年数 
論文数 引用数 

引用数/

論文数

比率 

キーワード 

1 
プラスチックリサイクル

全般 
2015.2 4,442 20,342 4.6 

Plastic, pyrolysis, 

packaging, 

polyethylene, PET 

2 

電気電子機器廃棄

物 (WEEE)と 

プラスチック廃棄物の

選別技術 

2014.6 2,287 10,771 4.7 

PBDEs, plastic, WEEE, 

electronic, 

polybrominated 

3 

建設分野での 

プラスチック再生素

材の利用 

2016.8 2,023 7,075 3.5 

concrete, asphalt, 

aggregate, mortar, 

cement 

4 

ポリエチレン・テレフタ

レート (PET)の 

ケミカルリサイクル 

2013.9 1,393 7,455 5.4 

PET, terephthalate, 

ethylene terephthalate, 

glycolysis, 

depolymerization 

5 
木材・プラスチック 

複合材料への利用 
2013.9 1,266 3,458 2.7 

composite, wood, fiber, 

plastic composite, wood 

plastic composite 

6 

繊維強化 

プラスチック (FRP)

のリサイクル 

2017.0 1,072 5,627 5.2 
vitrimers, epoxy, 

carbon fiber, CFRP, fiber 

 

クラスター4 は、PET のケミカルリサイクルに焦点を当てている。クラスター4 は、一論文あたりの被引用率

が最も高く (5.4)、平均出版年が最も古いことから (2013.9)、研究テーマとしてより成熟していてお
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り、知識共有が良好であると考えらる。クラスター5 は、木材とプラスチックの複合材料へのプラスチック廃

棄物の利用に関するものである。最も古いクラスター(2013.9)であり、引用/論文の比率が最も低くなっ

ている (2.7)。クラスター6 は繊維強化プラスチック (fiber reinforced plastic:FRP) のリサイクルに

関するもので、各クラスターの中で最も若い (2017.0)。これら六つのクラスターの平均出版年は約

2015 年であり、ほとんどのクラスターで 2015 年頃から論文数が大幅に増加している。EU は 2015 年

12 月に CE に関する行動計画を発表しており、これが論文数の増加のトリガーとなった可能性がある。

特に、クラスター1、クラスター3、クラスター6 の論文数の増加が著しい。次のセクションでは、各クラスター

の詳細な調査とレビューを行った。以下では、論文数が 2,000 以上のクラスター（クラスター1～3）を

サブクラスターに分割してレビューを行い、クラスター4～6 はサブクラスターに分割せずにレビューした。 

 

3.2. クラスター１:プラスチックリサイクル全般 

 クラスター1 は六つのサブクラスターに分類された。六つのサブクラスターの概要を表 2-2 に示す。サブク

ラスター1-1 (熱分解によるリサイクル) の論文数が最も多く、論文あたりの引用率も最大 (4.8) であ

るため、このサブクラスターがクラスター１の中心的なテーマとなっている。サブクラスター1-2 は、プラスチック

リサイクルのライフサイクル・アセスメント(life cycle assessment : LCA)に関するもので、比較的若い

クラスターである(2015.7)。近年、プラスチック廃棄物のリサイクルに対する社会的関心の高まりを受け、

リサイクルの方法毎の環境負荷を様々な角度から定量化する LCA 研究が盛んに行われている。サブク

ラスター1-3 のマテリアルリサイクルは、論文数で三番目にランクされているが、近年は緩やかにしか増加し

ていない。サブクラスター1-4 のプラスチックの生分解性は、六つのサブクラスターの中で最も若い 

(2018.7)。論文あたりの引用率も高く（3.9）、研究活動が活発になっていることを示している。サブク

ラスター1-5 のバイオプラスチックは、クラスター1 の中で二番目に若いサブクラスターである (2017.9)。

サブクラスター1-6 はポリ塩化ビニル (polyvinyl chloride : PVC) のリサイクルに関するもので、かな

り古いものである (2012.3)。 

 

表 2-2: クラスター１の六つのサブクラスターの概要 

番号 研究トピック 
平均出版

年数 
論文数 引用数 

引用数/論文数

比率 

1 熱分解によるリサイクル 2013.5 772 3,736 4.8 

2 
プラスチックリサイクルの 

ライフサイクル・アセスメント (LCA) 
2015.7 568 1,839 3.2 

3 マテリアルリサイクル 2009.9 547 1,593 2.9 

4 プラスチックの生分解性 2018.7 521 2,028 3.9 

5 バイオプラスチック 2017.9 396 885 2.2 

6 ポリ塩化ビニル (PVC)のリサイクル 2012.3 190 501 2.6 
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3.2.1. サブクラスター1-1:熱分解によるリサイクル（ケミカルリサイクル） 

 最初のサブクラスターは、熱分解と熱化学リサイクルによるリサイクルである。プラスチックは、炭素と水素

の繰り返し構造であり、燃料などの炭化水素、モノマー、または化学産業の中間生成物に分解できる。こ

のプロセスは熱化学リサイクルとして知られており、熱分解、ガス化、解重合、アップサイクルに大別される  

[89]。以下、熱化学リサイクルを広義の熱分解と呼ぶ。マテリアルリサイクルは、プラスチック廃棄物からプ

ラスチックを再生する理想的なリサイクル方法である。しかし、食品の容器包装などに使われる汚れたプラ

スチック廃棄物や、複合材料からなるプラスチック廃棄物のリサイクルには適用しにくいというデメリットがあ

る  [82,110]。マテリアルリサイクルには、プラスチック廃棄物の徹底した洗浄・分別・選別が必要となる  

[89]。熱分解には、汚れた廃棄物や複合材料に対する耐性が高いという利点がある。マテリアルリサイク

ルと熱分解によるリサイクルを統合する包括的アプローチは、プラスチックリサイクルの課題に対処するため

の最も効果的なアプローチである可能性がある  [89]。熱分解技術の世界市場規模は、2019 年に

約 9 億 7,280 万米ドルであり、2020 年から 2027 年の間に年平均成⾧率 8.2%で成⾧すると推

定されている  [111]。 

 世界中の熱分解における最も顕著な研究動向の一つは、プラスチック廃棄物からの燃料の生産であ

り、多くの商業化されたプラントがこの方法を既に利用している  [112]。ポリエチレン

（polyethylene : PE）、ポリプロピレン（polypropylene : PP）、ポリスチレン（polystyrene : 

PS）、PET などのプラスチックの種類に応じて燃料を生産するために、最適な反応条件 (温度、滞留

時間、圧力、装置、プロセスなど)や適切な触媒 (コバルト、白金、ゼオライト、塩化アルミニウム、有機

物など) について、かなりの研究が行われてきた  [7,82,90,113-115]。燃料以外に、潤滑油などの

精製油にリサイクルする研究も行われている  [110]。最近では、燃料以外の化学原料を生産するアッ

プサイクルの研究が増えており  [7,116,117]、ガス化によりアンモニアと一酸化炭素を生成する商用プ

ラントも出現している  [118]。PS や PET は比較的モノマー化が容易であり、これらの廃棄物から PS

や PET を再生する研究が行われてる  [89,119,120]。PET 用の商業化プラントもある  [120]。PE

や PP などのオレフィン系プラスチック廃棄物はモノマー化が難しく、これに関する論文は多くない。一方、最

近、オレフィン系のプラスチック廃棄物から生成された油を化石資源と混合して石油精製プロセスに導入

し、燃料でなくプラスチックに再生するパイロットプロジェクトが準備段階にある  [85]。 

 熱分解の主な課題はその高いエネルギー消費であり  [7,8]、これは、カーボンニュートラルを達成する

上で障害となる可能性がある。これを軽減するためには、より低温での熱分解を実現する高効率で安価

な触媒の開発が重要である  [89]。新しい触媒の開発や高効率な反応プロセスの設計には、プラスチ

ック廃棄物の変換メカニズムに関する詳細な研究が必要である  [121]。さらに、プラスチック廃棄物から

リサイクルされた原材料やプラスチックは、多くの場合、化石原料やその他の原材料から生成されたバージ

ン材料よりも高価であり、この解決が大きな研究課題となっている  [89,122]。 

 

3.2.2. サブクラスター1-2:プラスチックリサイクルの LCA 

 二番目のサブクラスターは、プラスチックリサイクルの LCA である。プラスチック廃棄物の処理方法は、マ

テリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、生物学的リサイクル、エネルギーリカバリー、埋立に大別される。地
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球温暖化係数、酸性化係数、富栄養化係数、エネルギー消費効率、生態系への影響係数など、様々

な観点から、これらの処理方法に関する LCA の研究が数多く行われている  [123-127]。収集・運

搬・分別方法など、廃棄物や処理の内容は国や地域によって異なり、先行研究の LCA にもこうした地

域特性が反映されている  [124,128]。また、システム境界の設定方法も研究によって異なるため、各

研究の結果を厳密な意味で比較・要約することは困難である  [128]。 

 このような制限はあるものの、文献レビューにより観察される一般的な傾向がある。主にエネルギーリカバ

リーを分析のベンチマークとして使用し、他の処理方法との大まかな違いを地球温暖化係数 (global 

warming potential : GWP)、エネルギー消費効率 (energy use : EN)、埋立用の残留固体廃

棄物 (residual solid waste for landfill : SW)、酸性化係数 (acidification potential : 

AP)、および 富栄養化係数 (eutrophication potential : EP)の観点から把握することができる。マ

テリアルリサイクルとエネルギーリカバリーを比較すると、マテリアルリサイクルは GWP、EN、SW、AP、及び 

EP の点で環境への影響が少ない  [123,126]。ケミカルリサイクルとエネルギーリカバリーを比較すると、

ケミカルリサイクルは AP、EP、EN の観点から環境負荷が小さく、エネルギーリカバリーは GWP と SW の

環境負荷が小さくなる  [123] 。一方、一部の研究ではケミカルリサイクルの方が GWP への影響が

小さいことが報告されている  [129,130]。 マテリアルリサイクルとケミカルリサイクルを比較すると、マテリ

アルリサイクルは、GWP、AP、EP、EN では環境への影響が少ないが、SW では影響が大きくなる  

[123]。エネルギーリカバリーと埋立を比較すると、エネルギーリカバリーは AP、EP、EN では環境への影

響が小さく、GWP では影響が大きくなる [123,126,131]。LCA だけの視点では、マテリアルリサイクル

が最も望ましい選択肢と考えられ [123,124,126-129,131] 、ケミカルリサイクルが二番目に望ましい

と考えられる [128]。但し、ケミカルリサイクルは SW の点で問題がある [127,131]。マテリアルリサイク

ルには、汚れたプラスチック廃棄物や複合廃棄物をリサイクルできないという欠点があり、さらに、マテリアル

リサイクルでは、通常はリサイクルできない残渣（残留物）が常に発生する。従って、LCA だけでマテリア

ルリサイクルとケミカルリサイクルを比較すべきではなく、これら二つのリサイクル方法を補完的に活用していく

ことが最も望ましい  [131,132]。エネルギーリカバリーは、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルが適さ

ない廃棄物を処理するための望ましいオプションと考えられている。エネルギーリカバリーに欠点はあるもの

の、この処理方法はリサイクルしない処分方法よりも環境への影響が少ない  [127,128,133]。埋立

地でのプラスチック廃棄物の劣化は、100 年で約 1～5%であり、大気および地下水への排出につなが

る可能性がある  [128,134]。⾧期的に考えると、埋立は環境への影響が大きくなる可能性が高く、最

も望ましくない処理オプションであると考えられている  [123,131]。 

 リサイクル技術の向上により、これらの結果が変わる可能性がある。例えば、廃棄物の自動分別技術が

高度化すれば、マテリアルリサイクルが有利になる。ケミカルリサイクルの研究も進化している。例えば、低

温での熱分解の利用技術が急速に進歩している。これらの研究成果次第では、ケミカルリサイクルの環

境への影響は小さくなる。このような研究開発は促進されるべきであり  [131]、その進捗状況をモニター

しながら LCA の研究を継続していくことが重要である  [132] 。別々に研究された LCA の結果を比

較、要約できるようにするには、システムの境界条件を可能な限り標準化する必要がある  [132]。ま
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た、消費者が排出する一般廃棄物に関する LCA 研究は多いが、産業廃棄物に関する LCA 研究は少

なく、さらなる研究が必要である。 

 

3.2.3. サブクラスター1-3:マテリアルリサイクル 

 三番目のサブクラスターはマテリアルリサイクルである。マテリアルリサイクルとは、物理的な方法を用いてプ

ラスチック廃棄物をプラスチックや原材料に再処理することである  [135]。マテリアルリサイクルには、一

連の前処理と準備の手順が必要となる  [136]。リサイクルプロセスの最初の段階は、収集、選別、細

断、製粉、洗浄、及び乾燥である。廃棄物は、リサイクルされたプラスチックのペレット、粉末、またはフレー

クに成形される  [82,135]。第二段階では、プラスチックのペレット、粉末、またはフレークを溶融し、樹

脂成形によって最終製品に加工する。樹脂の成形方法には、押出成形、射出成形、ブロー成形、真空

成形、インフレーション成形、溶融紡糸がある  [135]。 

 マテリアルリサイクルの利点は、分散型の設備配置に適していることである。マテリアルリサイクルのプラント

は、ケミカルリサイクルと比較して、シンプルで安価であり、操作に必要なエネルギーとリソースが少なくて済

む  [6]。一方で、マテリアルリサイクルによる再生プラスチックは、強度、臭い、純度、色などの材料特性

の点でバージンプラスチックに劣っている  [6]。 

 バージンプラスチックと比較して、マテリアルリサイクルされた再生プラスチックは、品質と価格に基づいて三

つのグループに分けられる  [6]。最初のグループは、最低品質のリサイクル素材である。このグループで

は、リサイクルされた材料の品質を維持することよりも、廃棄物として処理する観点が重要となる。リサイク

ル業者は、廃棄物の排出業者からのリサイクル（処分）の受注とリサイクル製品の販売の両方で収益を

得ることができる。このグループのリサイクル製品は、単純なフィラーなどの非機能用途に使用される。二番

目のグループは、品質はさほど低くはないものの、性能の割にバージンプラスチックよりも価格が低いリサイク

ル製品となる。価格競争力を維持しながら再生品の品質を向上させるには限界がある。バージンプラスチ

ックの価格低下も、このグループのリサイクル製品の価格に大きな影響を与える。三番目のグループは、バ

ージンプラスチックと同等の高性能を備えているが、バージンプラスチックよりも価格が高いリサイクル製品で

ある。食品包装などの高機能分野で使用されている [6]。その代表例が、廃棄されたペットボトルからの

再生ボトルである。 「リサイクルのための環境配慮設計」（プラスチックをリサイクルしやすいようにその開発

段階から設計すること）がプラスチック業界に着実に導入され、混合プラスチックの分別技術がより高度に

なれば、二番目と三番目のグループの幾つかの問題は大幅に改善され、再生素材のコストが削減され、

品質が向上する可能性がある  [137]。  

 マテリアルリサイクルのデメリットの中でも、強度の低下は大きな問題である。これらの制限は、高温高圧

での押出プロセス中のせん断によるポリマーの分子構造の劣化によって引き起こされる  [135]。分解メ

カニズムはポリマーの種類によって異なるが、ポリマーの鎖の⾧さと機械的特性の変化は一般的な課題で

ある  [84]。「ダウンサイクル」という用語は、リサイクル後の材料品質の低下を表す包括的な用語として

使用される [138]。安定剤、酸化防止剤、鎖延⾧剤、配合技術、充填剤、重合剤などは、マテリアル

リサイクルの劣化を防止するために活用されている  [6,84,135,139]。例えば、安定剤は PE の溶融

プロセス中の熱酸化劣化を制御し、リサイクル製品の品質を維持するために頻繁に使用されている  
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[140]。安定剤は、押出プロセス中のポリマー鎖の激しい劣化を防ぐために PP にも使用される。これらの

抑制メカニズムは共通である  [84,141]。PVC では、生成された塩化水素を中和し、ポリマー鎖の劣

化を防ぐために、一般的に安定剤が使用される  [84,142,143]。PS は、人の健康や製品の品質に

有害な物質を生成する可能性がある。他の包装用ポリマーとは異なり、フィラーを使用すると PS のポリマ

ー構造を強化できる  [144]。マテリアルリサイクルにおける強度低下は大きな問題であり、低コストで効

果的な新規添加剤の研究開発にさらなる努力が必要である  [84,139]。 

 

3.2.4. サブクラスター1-4: プラスチックの生分解性 

 四番目のサブクラスターは、プラスチックの生分解である。生分解は、微生物の助けを借りた材料の生

物学的分解である  [145]。このプロセスは、微生物の代謝によって物質を二酸化炭素、メタン、および

塩に変換する環境に優しいサイクルである  [146]。プラスチックは共有結合でつながれた固体ポリマーで

あるため、自然界ではゆっくりと分解され、⾧寿命となる  [147]。近年、生分解に関する研究が盛んに

行われているが、化石資源から生産される既存のプラスチックを生分解できる実用的なシステムはまだ開

発されていない  [147]。 

 既存の化石資源由来のプラスチックは、生分解メカニズムに基づいて次の三つのカテゴリに分類できる 

[148]。一つ目は、PE、PS、PP、PVC などの炭素骨格を持つポリマーのカテゴリである。二つ目は、主鎖

と側鎖がエステル結合した PET などのポリマーのカテゴリである。三つ目は、ポリウレタン

（polyurethane : PU）などのヘテロ・カーボネート（ウレタン）結合を持つポリマーである。 

 最初のカテゴリの例として PE についてレビューすると、PE は、カルボニル基の形成 [148]、カルボン酸へ

の変換  [149]、加水分解または断片化 [150]、微生物代謝  [151] の四つの段階で生分解され

るが、詳細なフローはまだ不明でである  [148]。炭素骨格を持つプラスチックが様々な微生物によって

分解されることが多くの研究で報告されているが、生分解プロセスの鍵となる解重合酵素を特定するため

に研究を継続する必要がある。この酵素が特定されると、産業利用への道が開かれる  [152]。 

 二番目のカテゴリの例として、PET の生分解メカニズムに関する研究は、主に PET とその機能酵素を

消化できる細菌に焦点を当ててきた。2016 年に吉田他は、PET を加水分解する二つの酵素 

(PETase と MHETase) を分泌する Ideonella sakaiensis 201-F6 と呼ばれる細菌株の発見を

報告した  [153]。この発見は、研究者を刺激して重要な進歩をもたらし、構造、動力学、工学、及び

進化研究の急速な進化をもたらした  [147]。例えば、摂氏 70 度（℃）で熱的に安定な好熱性加

水分解酵素が同定されている  [154]。この温度は、PET のガラス転移温度に近く、PET の分解に

有利である。細菌 Pseudomonas putida は、PET を酵素的に加水分解して、界面活性剤の原料

であるポリヒドロキシアルカノエート（polyhydroxyalkanoate : PHA）を生成することが示されている  

[148]。HR29 株によって生成される酵素は、その優れた活性と熱安定性により、PET 廃棄物を加水

分解するための最も堅牢な方法であることが最近示された  [155]。バクテリアの代わりに真核微細藻

類を使用することにより、海水ベースの環境で PET 廃棄物を生分解するシステムも提案されている  

[156]。 



68 

 

 第三のカテゴリでは、PU のウレタン結合が生分解中に加水分解される  [157]。菌類やバクテリアは、

エステル結合を加水分解できる酵素の助けを借りてポリエステル-PU ブレンドを分解できることが報告され

ている  [158]。 

 既存の化石資源由来プラスチックの生分解システムは実用化されていないが、化石資源由来の生分

解性プラスチックは実用化されている。これらは主にデンプンや他のバイオプラスチックと組み合わせて使用

される。組み合わせた化合物の生分解性と機械的特性により、デンプンやその他のバイオプラスチックの性

能が向上する  [145]。 

 バイオプラスチックからの生分解性ポリマーも工業化されている。生分解性バイオプラスチックであるポリ乳

酸 (polylactic acid : PLA) は、既存の化石資源由来のプラスチックと比較すると、機械的なバリア

特性が劣っており、PLA の適用範囲が制限される。一方、強靭なポリマーとのブレンドまたは可塑化ブロッ

ク共重合により、PLA の脆弱性が改善される  [159]。これにより、破断時のひずみが増加するが、引

張強度が低下する  [160]。これらの制約にもかかわらず、PLA は有望な生分解性プラスチックである。

PLA の機械的特性は PS の機械的特性に似ているため、より持続可能な代替品になる可能性がある  

[159]。 

 生分解性のある PHA は、PLA よりも優れた機械的なバリア特性を備えているが、バイオプラスチック市

場の 1.4%しか占めていない  [161]。但し、その生産レベルは 2023 年までに 4 倍になると予測され

ている  [162]。PHA の欠点は、製造コストが高いことである  [163]。PHA は、その生分解性と優れ

たバリア特性により、ボトル用途で PET を代替する可能性がある  [164]。 

 微生物の応用性をさらに高めることで、プラスチック廃棄物の生分解を人為的に制御する微生物細胞

工場の開発が可能になる。これには、様々なタイプのプラスチック廃棄物の生分解メカニズムを解明し、最

適な微生物を特定して操作するための研究が必要である  [148]。画期的な生分解プロジェクトが実

用化されようとしている。このプロジェクトは、プラスチック廃棄物を含む一般廃棄物をガス化して不純物を

除去し、微生物によって生分解してエチルアルコールを生成した後に  [165]、最終的にエチルアルコー

ルを処理してプラスチックを製造するものである  [166]。新しい生分解技術を用いた革新的な取り組み

がなされれば、プラスチック廃棄物処理は大きく進歩することが期待される。 

 

3.2.5. サブクラスター1-5: バイオプラスチック 

 五番目のサブクラスターはバイオプラスチックである。近年、深刻なプラスチック汚染問題や化石資源から

の脱却を背景に、バイオプラスチックに関する研究が急速に進んでいる。但し、バイオプラスチックの定義は

研究毎に異なっている  [145,159]。主な定義は三つある。一つ目は、バイオプラスチックは再生可能

な資源や材料に由来するポリマー、または微生物の代謝によって合成されるポリマーであるというものであ

る  [148]。簡単に言えば、これらはバイオマスから生産されるものであり、以下、バイオマスプラスチックと

呼ぶ。二番目の定義は、バイオマスプラスチックのポリマーに加えて、化石資源由来のポリマーを含むすべ

ての生分解性ポリマーをバイオプラスチックと呼ぶというものである  [167]。三番目の定義は、バイオマス

プラスチックであり、かつ生分解性のポリマーのみがバイオプラスチックと呼ばれるというものである  

[145,159]。これには、バイオマスプラスチックの非生分解性ポリマーおよび石油資源由来の生分解性ポ
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リマーは含まれない。研究者間の意見の相違が消費者の混乱を招いている可能性がある。オーストラリア

での調査によると、消費者は消費する製品の多くが生分解性であることを望んでおり、調査対象者の

62%がバイオプラスチックを雑多にゴミ箱に捨てている   [168]。オーストラリアの消費者は、全てのバイ

オプラスチックが生分解性であると誤解している可能性がある。本章においては、最初の定義を採用し、

バイオマスプラスチックを非生分解性ポリマーと生分解性ポリマーに分ける。以下ではこれらのリサイクル可

能性を中心にレビューしていく。 

 バイオプラスチックは二酸化炭素を吸収する植物などの非化石資源に由来するため、バイオプラスチック

廃棄物がエネルギーリカバリーまたは焼却されても、一般的にカーボンニュートラルであるという利点がある  

[159,169]。しかしながら、エネルギーリカバリーは、多くの種類のバイオプラスチックの生分解性という特徴

が利用できないため、望ましい処理法ではない  [159]。 

 非生分解性バイオプラスチックの代表例として、バイオ PET とバイオ PE がある。コカ・コーラ、ペプシ、ネ

スレなどの一部の飲料会社は、既に一部の飲料 (30%) をバイオ PET ボトルで販売している  

[170]。バイオ PET の製造方法として、その前駆体であるテレフタル酸（terephthalic acid : TA）

は化石資源に由来するが、製造に必要なモノマーは再生可能な資源から得ることができるため、バイオマ

スプラスチックの PET と呼ぶことができる  [171]。現在生産されているほとんどのバイオ PET では、その

モノマーの一つであるエチレングリコール (ethylene glycol : EG) のみがバイオマスから得られており、

バイオ PET はその点で部分的なバイオマスプラスチックである。技術的な問題により、TA は化石資源か

らしか生産できない  [172]。森林残渣からリグノセルロース系バイオマスを抽出してバイオ TA を生成す

ることは、100%バイオマスプラスチックの PET を製造するための解決策になる可能性がある  

[173,174]。 

 理論的には、既存の石油化学ベースの PE プラントを利用して、バイオ PE を生産できる  [175]。有

機廃棄物の汚染が少ないバイオ PET 廃棄物は、できればマテリアルリサイクルすることが望ましい。低品

位の廃棄物はケミカルリサイクルにより処理することが適切である。セルロースと PE の間には強い相互作

用があるため、熱分解の前に PE をリグノセルロース廃棄物と混合すると、効率的な反応が得られる  

[176]。 

 バイオ PET やバイオ PE は、化石資源由来の PET や PE と同じ物性・特性を持ち、同じリサイクル方

法で、同じ設備が利用可能である  [169]。このため、バイオプラスチック廃棄物と化石資源由来の

PET 廃棄物を分別してリサイクルする必要がなく、実用上大きなメリットがある。一方、生分解性バイオプ

ラスチックを他のプラスチック廃棄物と一緒にリサイクルしようとすると、課題がある。特にマテリアルリサイクル

の場合、生分解性バイオプラスチックのみを他の廃棄物から分別する必要がある  [169]。 

 生分解性のバイオプラスチックである PLA は、水を通す性質があるため食品包装に適しているが、ボト

ルにもある程度使用されている。PLA ボトルと PET ボトルは透明で外観が似ているため、消費者が区別

するのは困難である  [169]。PET を適切にリサイクルするためには、PLA と PET を分離することが重要

である  [169]。PLA を 2～5%の濃度で PET に混合すると、PET が凝集して装置内の壁に付着して

しまう。0.1%の PLA がリサイクル PET を不透明にし、PLA 含有量が 0.3%を超えると、リサイクル

PET は黄色に変色してしまう  [177]。 
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 PLA や PHA の廃棄物は、他の廃棄物と分別できる場合、原則的にはマテリアルリサイクルできるが、

廃棄物収集の現場でそのような分別がどの程度達成できるかは疑問である。これらの廃棄物を分別でき

れば、家庭や産業レベルでコンポスト化できる  [169]。しかし、家庭レベルの装置では、コンポスト化シ

ステムが適切に管理されていないと、嫌気性になり、環境に有害なメタンを生成することに注意する必要

がある。また、生分解性とコンポスト化可能性は必ずしも同じではないことにも注意が必要である。生分

解性ポリマーとは、生分解できるポリマーであるが、時間制限はない。コンポスト化可能とは、コンポスト化

の制限時間内にポリマーが分解され、食品廃棄物の分解に間に合うように無機化が開始されることを意

味する。コンポスト化可能なポリマーのみが、環境への影響が不明な成分を生成しない  [169]。廃棄

物管理の観点から、廃棄物の生物分解に必要な合理的に短い時間で分解することは、適切な処理の

前提条件である  [178]。 

 2018 年の世界のバイオプラスチック生産量は 211 万トンで、2023 年までに 262 万トンに達すると

予測されている  [161]。この急速な市場の成⾧にもかかわらず、バイオプラスチックはまだ全プラスチック

生産の 1%未満しか占めていない  [179]。バイオプラスチックは環境に優しい反面、既存のプラスチック

に比べて製造コストが高く、機械的特性が劣っている。また、生分解性プラスチックは、分解を担う微生物

の種類が限られていることや、環境条件や生分解速度を制御できないことなどの問題もあり、これらの問

題を解決するために、さらなる研究が必要である  [180,181]。 

 

3.2.6. サブクラスター1-6: PVC のリサイクル 

 六番目のサブクラスターは PVC のリサイクルである。PVC は、最もよく使用される熱可塑性材料の一つ

である  [182]。PVC のユニークな特性、高性能、低コスト、及び様々な処理条件と方法論による幅

広い用途との組み合わせにより、PVC はユニバーサルポリマーとなっている  [183-185]。PVC は、食品

に使用される包装材料、洗浄剤、飲料包装ボトル、繊維、医療機器など、様々な短寿命製品に使用

されている。さらに、PVC は、パイプ、床材、窓枠、壁紙、ケーブル絶縁、屋根ふきシートなどの⾧寿命製

品にも使用されている  [186]。近年、PVC 廃棄物が急速に増加しており、効果的な処理がますます

重要になっている  [142,183]。⾧寿命の PVC 製品は、使用から廃棄までのタイムラグが⾧いが、最

終的には廃棄される  [130,184,187,188]。そのため、今後、⾧寿命 PVC 製品の寿命が終わりに

近づくにつれ、廃棄物量が急激に増加することに注意が必要である  [189]。 

 塩素の存在は、PVC の構造と主要な特性を特徴付けるものであるが、塩素が含まれていることで PVC

廃棄物の処理が困難になる。PVC 処理工程での塩化水素発生による機器の損傷、エネルギーリカバリ

ー・埋立工程での有害物質発生など、克服しなければならない課題がある  [183,190,191]。現在、

PVC の現実的なリサイクル方法はマテリアルリサイクルに限定されており、PVC 廃棄物のリサイクルされる

量は世界中でわずかな割合に過ぎない  [186]。  

 PVC の一般廃棄物は他のプラスチック廃棄物と混合されており、分別の課題があるため、経済的かつ

効率的なマテリアルリサイクルを確立することは難しい  [190]。実際、混合廃棄物から機械的にマテリア

ルリサイクルされた製品は、機械的特性が低く、適用性がほとんどない  [192]。また、PVC を混合した

プラスチック廃棄物をケミカルリサイクルする場合、リサイクルの過程で可能な限り塩素を除去する必要が
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ある  [186]。このようなマテリアルリサイクルの制約を回避するため、近年、PVC のケミカルリサイクル技

術の研究や塩素除去方法の研究が盛んに行われている  [193,194]。  

 ポリマーの密度の違いで選別する技術も研究されている  [186]。一例として、遠心力による選別の

原理に基づく液体サイクロンを用いる方法がある。問題は、PVC と PET の比重が非常に似ているため、

密度だけでは区別できないことである。PVC と PET の自動分離には、溶融ろ過システムを追加する必要

がある。PVC と PET は、PET の融点よりも低い 204℃の温度で分離できる。PVC は PET の融解温

度で劣化するため、高温は不向きである  [192,195]。  

 物理的に分離する別の方法として、様々な分光法の利用がある  [142,196-198]。例えば、X 線

蛍光を使用して、PVC 中の塩素原子からの特徴的な後方散乱を検出できる。塩素原子から反射され

る X 線はエネルギーが低く、PVC 廃棄物によく見られる紙ラベルを通過できないため、レーザー誘起プラズ

マ分光法などの代替方法が最近提案されている。但し、レーザーベースの分光法には、コストがかかるとい

う欠点がある。 

 静電分離は、摩擦静電プロセスを使用して混合プラスチックの分離を可能にするものであり、分光選別

の潜在的な代替手段として最近注目されている  [199-201]。プラスチックは種類に応じて、様々な仕

事関数を持ち、正または負に帯電する可能性があり、電界を使用してこれらの帯電したプラスチックを分

離できる。 

 PVC の塩基加水分解に低温脱塩素とメカノケミカル処理を併用することで、塩素化合物の含有量の

少ない製品が得られる。得られた生成物は、有毒な塩素化誘導化合物を生成しない。水溶性媒体を

有機溶剤と塩素に置き換えることで、プロセスの温度と時間を大幅に削減できる  [202-206]。 

 亜臨界水中での PVC の熱水処理の主な利点は、塩素化を誘発する化合物が生成されないことであ

る。これは、PVC から放出された塩素が完全に水溶性の塩化水素に変換されるためである  [207-

214]。 

 接触水素化による脱塩素化は、塩素化化合物から有機塩素を除去するための環境に優しいアプロー

チである。水素化脱塩素の主な利点は、水素の存在によって有機塩素が効果的に除去され、製品の品

質が大幅に向上することである  [215-218]。 

 ガス化とは、酸化剤の存在下で高温 (1000～2000℃) に加熱することにより、固体または液体の

有機化合物を可燃性ガスに変換することである。PVC 廃棄物を空気、蒸気、一酸化炭素、二酸化炭

素、水素中でガス化することにより、発電に使用できる有機塩素含有量の少ない水素リッチなガスを製

造することができる  [187,219-233]。 

 PVC の実用的なリサイクル方法は現在、マテリアルリサイクルに限定されている。効果的かつ経済的な

事前選別は課題である。PVC のリサイクルと無害化のために、多くのケミカルリサイクル法が提案されてい

るが、工業化には至っていない。今後の研究では、これらの問題を解決するために、PVC の事前選択と

ケミカルリサイクルに焦点を当てる必要がある。 

 

3.3. クラスター２: WEEE とプラスチック廃棄物の選別技術 
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 クラスター2 は四つのサブクラスターに分類された。四つのサブクラスターの概要を表 2-3 に示す。サブク

ラスター2-1 の WEEE のリサイクルには、クラスター内の一般的なトピックが含まれており、論文の数が最

も多くなっている。WEEE は先進国、発展途上国を問わず急速に増加しており、その適正処理が大きな

社会問題となっている。後述するように、WEEE からのプラスチックのリサイクルでは、臭素系難燃剤を含

むプラスチックの事前選別方法とケミカルリサイクルの安全な処理方法が重要な課題となる。このような挑

戦的な研究課題の存在と社会的関心の高さが、この分野で発表される論文数の急増の要因であると

考えられる。 

 サブクラスター2-2、2-3、及び 2-4 は、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、及び WEEE のリサイク

ルにおいて重要となる、プラスチック廃棄物をリサイクルする前に必要な事前選別方法に関する研究トピッ

クである。サブクラスター2-2 の分光選別技術は、クラスター２内で二番目に論文が多い。分光法による

選別には、様々な方法が提案されている。分光法は多くの種類のプラスチック廃棄物を扱うことができるた

め、最近の論文の増加の要因になっている可能性がある。サブクラスター2-3 の浮上分離技術では、論

文あたりの引用率が最も高くなっている (6.9)。浮上分離は、プラスチックの疎水性と濡れ性を利用して

分離する技術で、原理は比較的単純である。サブクラスター2-4 は、静電分離に焦点を当てている。こ

の技術では必要な機器が比較的単純なため、プラスチック廃棄物を分離する上で経済的に効率的な方

法である。また、浮上選別のように排水処理の問題もない。サブクラスター2-4 は成熟した研究分野 

(2011.2) であり、静電選別技術が実用化の段階に達したことを示していると考えられる。クラスター2

のサブクラスターは、一般的にクラスター1 のサブクラスターよりも平均出版年数が古く、一論文あたりの引

用率が高く、クラスター2 はクラスター1 に比べて⾧い間注目を集めてきた研究トピックであることが示唆さ

れる。 

 

表 2-3:クラスター２の四つのサブクラスターの概要 

番号 研究トピック 
平均出版

年数 
論文数 引用数 

引用数/論文数

比率 

1 WEEE のリサイクル 2014.8 340 1,283 3.8 

2 分光選別 2014.1 260 977 3.8 

3 浮上選別 2014.3 187 1,292 6.9 

4 静電選別 2011.2 141 546 3.9 

 

3.3.1. サブクラスター2-1: WEEE のリサイクル 

 最初のサブクラスターは WEEE のリサイクルである。WEEE からのプラスチックは、発展途上国を含めて

急速に増加しており、WEEE の処理技術が盛んに研究されている。WEEE は、鉄および非鉄材料、ガ

ラス、プラスチックなど、様々なリサイクル可能なコンポーネントで構成されている。プラスチック部品は

WEEE の 10～30 重量%を占め、鉄に次いで二番目に大きな構成要素である  [234]。電気電子

機器（electrical and electronic equipment : EEE）には様々なプラスチックが使用されるが、ア

クリロニトリル・ブタジエン・スチレン (acrylonitrile-butadiene-styrene : ABS)、耐衝撃性ポリスチ
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レン (high impact polystyrene : HIPS)、及び PS が最も一般的に使用されるポリマーである。難

燃剤 (flame retardants : FR) は、火災規制を満たすために EEE プラスチックに使用されている。

FR は、発火を抑制し、製品の可燃性を低下させるためにポリマー構造に添加される化学物質である  

[235]。FR は、EEE プラスチック廃棄物の処理に大きな課題をもたらす。無機化合物から有機化合物

まで、様々な化学物質が FR として使用される。有機 FR には、リン系 FR とハロゲン系 FR の 2 種類が

ある。ハロゲン系の FR には、臭素系 FR (brominated FR : BFR) と塩素系 FR が含まれる  

[236]。EEE に使用されるプラスチックの約 30%に FR が含まれている  [237]。BFR という用語は、

臭素系 FR を意味する一般的な用語である。BFR には脂肪族化合物や芳香族化合物などの化合物

が含まれる。BFR には 75 種類以上あり、それらの主な違いは化学構造における臭素原子の位置だけ

である  [238]。 

 ハロゲンベースの FR は問題があることが知られており、特に広く使用されている BFR は体内に蓄積し、

人の健康や生態系に有害であることが分かっている  [238]。このため、BFR の一部の化学物質は、国

際条約により製造または使用が禁止されている  [238-240]。これらの禁止された BFR (以下、「レガ

シー添加物」という) は、新しい EEE では使用されなくなった。しかし、古い EEE にはまだレガシー添加

剤が含まれている  [240]。規制されていない古い EEE のリサイクルにより、BFR は埋立地で有害な低

分子量化合物に分解される。これは、環境への BFR 漏出の原因となる  [241]。有害な BFR 廃棄

物は、人件費が安い地域に合法的または違法に輸送される。レガシー添加剤を含むプラスチックの発展

途上国への国境を越えた移動は禁止されているが、輸出申告の改ざんと国境を越えた不適切な管理に

より、これらの有害物質は依然として廃棄物管理システムが十分に整備されていない地域に運ばれてい

る  [240]。有害な臭素化低分子量化合物は、毎年世界中で 1,818 kg もの量が環境に放出され

ており、特にアジアの処分場で放出が顕著となっている  [242]。EEE については、BFR 含有プラスチッ

クを処理する際に細心の注意を払う必要がある  [240,243]。 

 マテリアルリサイクルは EEE プラスチック廃棄物を処理するための最も望ましい方法であり、現在行われ

ているリサイクルのほとんどはマテリアルリサイクルである  [243,244]。マテリアルリサイクルには、BRF 含

有プラスチックの事前の分離が必要であり、処理コストが増加する。最も一般的な自動選別方法は、比

重の違いによる分離である  [245]。近年、赤外線や X 線を利用した選別方法が盛んに研究されてい

る  [246-250]。また、マテリアルリサイクルでは、ABS、HIPS、PS などのプラスチックの種類毎に事前に

分別する必要があり、処理コストが高くなる。このため、EEE で使用されることが多い混合プラスチックを、

分別せずにマテリアルリサイクルする技術の研究が数多く行われている  [247,248,251-253]。 

 BFR のケミカルリサイクルに関する研究は大きく三つの方法に分けられる  [254]。一つは、熱分解す

る前にプラスチックを脱ハロゲン化する方法である。プラスチックを脱ハロゲンしてから分解する方法を二段

階熱分解法と言う  [254-256]。二つ目は脱ハロゲンと熱分解を同時に行う方法である   

[254,257,258]。三つ目の方法は、最初にプラスチックを熱分解し、次に熱分解された油を除染するも

のである  [254,259,260]。 

 非ハロゲン系 FR としてリン系 FR が用いられている。しかし、リン系 FR も人体に有害であることが指摘

されており、安全で汎用性の高い FR はこれまで見つかっていない。このため、今後も主力の FR として 
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BFR が使用されることが想定され、BFR の安全で経済的かつ環境に優しいリサイクル方法について、さら

なる研究が必要である。 

 

3.3.2. サブクラスター2-2: 分光選別 

 二番目のサブクラスターは、分光法(spectroscopy sorting : SS)による選別技術である。SS はセ

ンサーを利用して、廃棄物内のリサイクル可能なプラスチックの存在と場所を検出し、自動化された機械

またはロボットを使用して、検出されたリサイクル可能なプラスチックを分類する  [261]。SS は大きく三つ

のタイプに分類できる。一つ目はスペクトル・イメージング・ベースの選別、二つ目は X 線ベースの選別、三

つ目はレーザー誘起ブレークダウン・スペクトロスコピー(laser-induced breakdown spectroscopy : 

LIBS)による選別である  [261]。 

 スペクトル・イメージングは、画像処理技術と分光反射率測定技術で構成されている  [262]。この分

野では、近赤外線 (near infrared radiation : NIR)、可視画像分光法 (visual image 

spectroscopy : VIS)、及びハイパースペクトル・イメージング (hyperspectral imaging : HSI) 

に関するかなり数の研究が行われている。分光法ベースの技術では、特定の周波数の光がプラスチック廃

棄物に投射される。光とプラスチックの相互作用により、異なる種類のプラスチックは異なる波⾧の光を反

射する。反射光を NIR センサーなどの各種センサーで読み取り、プラスチックの種類を判別し、選別する  

[261]。VIS を用いて混合廃棄物中の PP を同定する技術が開発されている  [263]。HSI ベースの

アプローチは、NIR の範囲(1000～1700nm)で高純度の PP 及び PE を回収することを目的としてい

る  [264]。近赤外分光法と独立成分分析法を組み合わせて、PET、PE、PP、PS、PLA を迅速に分

類する方法が開発されている  [265]。但し、この手法では黒色は吸収率が高いため、黒色のポリマー

材料を効果的に検出することはできない。 

 X 線画像はミリ秒以内に取得できるため、X 線ベースの選別は高速である  [261]。イメージング機器

には、高強度の X 線ビームが使用される。X 線は物質を透過し、物質に吸収された後、下部の検出器

に当たる。物質の原子密度に関する情報は、検出された放射線の分析によって得られる。プラスチック廃

棄物の選別には、蛍光 X 線（X-ray fluorescence : XRF）式の検出器が使われている。XRF で

は、外部レーザー源が個々の原子を励起し、X 線光子を放出する。この技術は、PET や PP などのプラ

スチックから PVC を回収する場合にしか適用できないと指摘されているが [266]、これは PVC のリサイク

ルにとって非常に重要な技術である。エネルギー分散型蛍光 X 線(energy dispersive X-ray 

fluorescence : EDXRF)は、PP 選別の精度を向上させることができる革新的な技術として提案され

ている。EDXRF は黒いポリマーと表面の汚染を認識できる  [267]。 

LIBS は、最も有望な新しい元素分析方法であると考えられている  [268-270]。LIBS は通常、プ

ラズマを生成する強力なパルスレーザー、光を集光する光学系、及び分光計で構成される  [268]。

LIBS は、PE、PP、PS、PET、さらには PVC などの様々なプラスチックを選別できることが報告されている  

[271]。また、臭素が検出できることが報告されており  [269]、WEEE の分別・リサイクルへの応用が注

目されている。  
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 SS は、リサイクルの現場で最も広く使用されている選別方法の一つである。しかし、プラスチックには多く

の種類があり、プラスチック廃棄物の形状や特徴は様々である。SS は、多種多様なプラスチック廃棄物

の分別精度と経済性をさらに向上させる可能性を秘めた技術であり、今後とも積極的な研究が期待さ

れる。 

 

3.3.3. サブクラスター2-3: 浮上選別 

 三番目のサブクラスターは浮上選別（以下「浮選」という）である。浮選とは、プラスチックの持つ疎水

性を利用して、水に浮く性質の違いで選別する技術である。原理は、プラスチック表面を選択的に疎水

化又は湿潤化して、気泡との接触を制御することである。異なるプラスチック間の疎水性と湿潤性は、気

泡との選択的な接触のために十分に異なる必要がある  [272]。浮選には主に二つのアプローチがある  

[273]。一つは、疎水性プラスチックを湿潤性に選択的に変換することである。もう一つは、湿潤性プラス

チックを選択的に疎水性に変換することである  [272]。プラスチック浮選の主な難点は、プラスチックを

選択的に濡らす効果的な方法を見つけることである。例えば、気液の表面張力を下げる方法（ガンマ浮

選と呼ばれる）、化学条件を変える方法、表面処理の方法などがある  [274]。浮選分離は、ガンマ

浮選、試薬の吸着、表面改質、及び物理的調節の四つのグループに分類される  [272]。 

 最初のカテゴリであるガンマ浮選は、液体の表面張力を二つのプラスチックの間のある値まで下げることに

よって実現できる  [272]。可塑剤の助けを借りて、PVC を疎水性にし、PET から分離することができる  

[275]。ドデシル硫酸ナトリウムなどの様々な湿潤剤が、PET、PVC、ポリカーボネート 

(polycarbonate : PC)、及び PS の浮選分離用に研究されている  [276]。ガンマ浮選は、二つ以

上のプラスチックの選別にはうまく機能しないことがよくある  [272]。 

 二番目のカテゴリである親水性試薬の吸着は、プラスチックの疎水性を選択的に低下させる有望なオプ

ションである。浮選試薬は、プラスチック表面を選択的に濡らすために使用され、湿潤剤と呼ばれる。適切

な湿潤剤は、プラスチック表面に吸着して疎水性を下げる能力を持つ分子群である  [272]。プラスチッ

ク浮選に適した湿潤剤に関する研究には、タンニン酸  [277]、メチルセルロース [278] とリグノスルホ

ン酸塩 [272]が含まれる。 

 三番目のカテゴリである物理的手法は、プラスチック表面の濡れ性を変えることができ、この方法は表面

改質または表面処理と呼ばれる。プラスチック表面の疎水性を高めるための物理的方法として、火炎処

理  [279]、湿潤酸化  [272]、オゾン処理 [280]、プラズマ処理 [273]などの研究が行われてい

る。他のプラスチックからの PET の分離は、アルカリ処理を含むベンチスケールで達成された  [281]。ア

ンモニア処理を施すことにより、浮選を使って ABS と PC を分離することができ、この方法を使用した

ABS と PC の最高純度は、それぞれ 99.72%と 99.23%であった  [282]。 

 四番目のカテゴリは物理的な調節である。表面改質とは異なり、物理的調節は本質的な物理的特性

に基づいており、化学反応を伴わない。沸騰処理は ABS の表面を効果的に疎水性に変えることができ

る  [283]。PVC または PVC フィルムを選択的にねじることにより、塩素化プラスチックを他のプラスチック

廃棄物から分離する可能性に関する研究がある [284]。 
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 浮選分離研究の主な課題は、研究の多くがプラスチック廃棄物ではなくバージンプラスチックで行われて

いることである  [272]。バージンプラスチックと比較して、プラスチック廃棄物は異なる特性を持ち、浮上

メカニズムの挙動も異なるため、これらの違いをよりよく理解して研究を進める必要がある。 

 

3.3.4. サブクラスター2-4: 静電選別 

 四番目のサブクラスターは静電選別である。異なる表面特性を持つ二つの物質が接触すると帯電する

ことはよく知られている。これが摩擦帯電現象であり、接触帯電または摩擦帯電とも呼ばれる  [285]。

静電選別とは、摩擦帯電の原理を利用してプラスとマイナスに帯電させ、異なる二種類のプラスチックを

分離する方法である。プラスチックは通常、異なる表面特性 (有効な表面仕事関数) を持っているた

め、静電分離によりプラスチック廃棄物の分別を確実に行うことができる  [286]。粗い表面を持つ全て

のプラスチック廃棄物の仕事関数を正確に測定することは困難であるが、異なるプラスチック廃棄物間の

相対的な仕事関数の違いにより、静電分離を使用して正と負の帯電を決定することができる  [287]。 

 PVC は、処理方法によっては危険である可能性があり、その分別とリサイクルが重要な課題となってい

る。 一方、PVC はポリテトラフルオロエチレンを除いて最も負に帯電しやすい性質を持っており、静電分

離により容易に分離できる  [288]。浮遊の様に水を使用しないため、排水処理による汚染の心配が

ないのもメリットの一つである。さらに、静電選別は装置が比較的単純であり、経済的で効率的に分離で

きる技術である  [286]。 

 プラスチック廃棄物は通常、適切なサイズに粉砕され、ふるいにかけられ、混合された粒子は摩擦帯電

器によって帯電される。次に電場をかけて偏向させ、粒子を捕集する。装置内では、粒子の電荷に影響

を与える主に三種類の接触がある。異なるプラスチックの粒子間の接触、同じプラスチックの粒子間の接

触、及び粒子とデバイスの壁材料間の接触である  [289]。プラスチック表面の電荷の極性と大きさは、

これら三つのメカニズムの組み合わせによって影響を受ける。最も重要なメカニズムは、異なる種類のプラ

スチック間の接触である。摩擦帯電はプラスチック表面のわずか 30nm の深さでのみ発生する  

[290]。 

 湿度制御は静電分離の課題の一つである。ほとんどの場合、低湿度は高効率につながる  [286]。 

しかし、一般的に工場の除湿機の性能には限界があり、湿度を 20%以下に保つことは困難である  

[291]。静電選別では、三種類以上のプラスチックを一度に分離することは困難である。一連の二回以

上の静電選別の繰り返しが解決策になる可能性がある  [287]。 

 帯電ステップにおける粒子接触のメカニズムについての理解を深める必要がある。マイクロレベルの接触

モデルを構築してプラスチック粒子の帯電挙動をよりよく理解する能力は、摩擦帯電効率の制御に役立

つ。幾つかの数値モデルが提案されているが、より多くの数値モデルの研究が必要である。 

 

3.4. クラスター３: 建設分野でのプラスチック再生素材の利用 

 クラスター3 は二つのサブクラスターに分かれており、どちらも比較的若いサブクラスターである。二つのサブ

クラスターの概要を表 2-4 に示す。サブクラスター3-1 はコンクリートへのプラスチック再生素材の利用に関

するもので、論文あたりの引用率 (6.4) はサブクラスター3-2 (3.1) よりも高くなっている。この方法の
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利点は、コンクリートの骨材としてプラスチック再生素材を利用できれば、大量のプラスチック廃棄物を処

理できることであり、この分野の研究が非常に活発である理由となっていると考えられる。しかし、コンクリー

トにプラスチックを混入すると、既存の骨材に比べて強度などの力学特性が低下する。また、コンクリートの

流動性が低下するため、建設現場での取り扱いが困難になる。これらの問題の解決策を提案する研究

が幾つかある。サブクラスター3-2 は、アスファルトでのプラスチック再生素材の利用に関するものである。プ

ラスチック再生素材をアスファルトに組み込むことは、アスファルト舗装の性能と耐久性を向上させる傾向

があり、道路でのより広い適用のために集中的に研究されている。建設分野でのプラスチックの利用に関

しては、アスファルトへの利用がコンクリートへの利用よりもより実現可能な方法であると考えられる。コンク

リートへの利用は、現実世界への応用が難しい挑戦的なテーマであるため、より多くの研究者が関心を持

っていると考えられる。 

 

表 2-4: クラスター３における二つのサブクラスターの概要 

番号 研究トピック 平均出版年数 論文数 引用数 
引用数/論文数

比率 

1 
プラスチック再生素材の 

コンクリートでの利用 
2017.1 316 2,028 6.4 

2 
プラスチック再生素材の 

アスファルトでの利用 
2017.5 236 734 3.1 

 

3.4.1. サブクラスター3-1: プラスチック再生素材のコンクリートでの利用 

 最初のサブクラスターは、コンクリートの原料としてプラスチック再生素材を利用することに関する研究であ

る。一般的に、コンクリートは骨材と混合される（通常は砂または砂利が使用される）。砂や砂利の一

部をプラスチックに置き換えることで、コンクリート打設現場でプラスチックを骨材としてコンクリートに混入さ

せることができる。コンクリートに骨材としてプラスチックを混入することで、コンクリートが硬化する際の発熱

や収縮を抑え、ひび割れの防止に役立つ。また、コンクリートの主原料であるセメントペーストやモルタルは

高価であるため、これらの高価な原料の使用量を削減し、プラスチックを混合することで建設費を抑えるこ

とができる。コンクリートへのプラスチック再生素材の利用については多くの研究が行われているが、現場で

の応用に関する論文はほとんどない。コンクリートの需要は世界中で大きく、プラスチック再生素材を骨材

として利用できれば、大量のプラスチック廃棄物を処理できる。このため、この分野において建設現場での

探索も含めて活発な研究が行われている  [292-294]。コンクリート中のプラスチックの割合が増える

と、圧縮強度、曲げ強度、引張強度、弾性率などの機械的特性が低下する [292]。既存の骨材の

20%をプラスチックに置き換えると、圧縮強度が 72%低下する。但し、5%代替では圧縮強度は 23%

しか低下しない  [295]。15%の割合で PET に置換すると、曲げ強度がペレット型 PET で 16%、薄

型 PET で 60%減少した  [296]。細骨材を 10%置換すると引張強度が 8.7%低下し、20%置換

すると引張強度が 54%低下する [297]。幾つかの研究では、プラスチックの含有量が増加するにつれ

て、コンクリートの品質の指標である超音波パルス速度 (ultrasonic pulse velocity : UPV) も低
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下することが報告されている [292]。UPV の値は、コンクリート中の PVC の含有量が増加すると減少

する。但し、PVC の代替率が 45% までの場合、減少は 16%未満である。85%まで交換すると、

UPV 値が 30%減少する  [298]。プラスチックを骨材として利用することで、コンクリートのスランプ値が

小さくなり（即ち、流動性が低下し）、建設現場で扱いにくいコンクリートになる。細骨材の 20%をプラ

スチックに置き換えると、スランプ値が最大 50%減少することが報告されている   [299]。これらの特性

は、プラスチックの低密度、不規則な形状とサイズ、リサイクルされたプラスチック破片の鋭いエッジによるも

のと考えられている。プラスチックは既存の骨材とうまく混ざらず、コンクリートの吸水性、透過性、及び炭酸

化は、プラスチック含有量の増加に伴い増加し、コンクリートの耐久性に悪影響を及ぼす  [292]。 

 再生プラスチックを使用したコンクリートは、多くの点で既存のコンクリートよりも劣っている。しかし、高強

度を必要としない非構造材や高耐久性を必要としない用途には、プラスチックを含むコンクリートが使用さ

れることが予想される。考えられる用途には、高速道路の中央分離帯、仮設構造物、汎用のレンガやブ

ロック (川岸など) などがある  [292,293]。コンクリート舗装やスポーツコートでの適用についても言及さ

れている。樹脂骨材入りコンクリートは吸水率が高く、雨水の排水を良好にする。高性能減水剤などの

添加剤を使用すると、プラスチック含有コンクリートの柔軟性が向上し、コンクリートの作業性が向上する

可能性があるため、建設現場での課題が軽減される。プラスチックを含むコンクリートは密度が低くなるが、

軽量のコンクリートは新しい用途を開く可能性がある。さらに、新しい添加剤の適用は、プラスチック含有コ

ンクリートの機械的特性を補完する可能性がある  [292]。 

 プラスチック廃棄物問題の解決において、コンクリートの骨材としてプラスチック再生素材を利用すること

は大きな可能性を秘めている。機械的性質の改善や⾧期的な挙動変化、耐久性の向上、これらの欠

点を補う添加剤の開発、性能劣化を緩和するためのプラスチックの最適な形状とサイズの解明、断熱性

能や遮音性の改善など、多くの研究課題が残されている  [292-294]。 

 

3.4.2. サブクラスター3-2: プラスチック再生素材のアスファルトでの利用 

 二番目のサブクラスターは、アスファルトでのプラスチック再生素材の利用に関する研究である。アスファル

トは、プラスチックと化学的に類似した炭化水素含有材料である。研究者の間では、リサイクルされたプラ

スチックを最適な条件下でアスファルトと適切に混合すると、アスファルト舗装の性能と寿命が大幅に向上

するというコンセンサスがある  [300]。例えば、エチレン・ビニル・アセテート (ethylene vinyl 

acetate : EVA) は、変形に抵抗する頑丈で剛性のある 3 次元ネットワークを形成することによって、ア

スファルトを改質する性質があり、バージン EVA は道路建設で⾧年使用されてきた  [301]。アスファル

トへのプラスチック再生素材の利用は、廃棄物処理の問題を解決するとともに、アスファルト舗装の性能と

経済性を改善し、⾧期的にはコスト削減につながる可能性がある  [302]。例えば、プラスチック再生素

材を使用したアスファルトで全⾧ 1km（幅 3.75m）の道路を建設すると、約 1 トンのアスファルトを節

約できると報告されている  [303]。これらの理由から、プラスチック再生素材をアスファルトに利用する研

究が増えている。 

 アスファルト含有プラスチックで舗装するには 2 つの方法がある  [304]。一つは乾式法で、結合剤を

添加する前にプラスチックを熱骨材に組み込む方法である。この方法は、ほとんどの場合、高密度ポリエチ
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レン (high-density polyethylene : HDPE) や PET などの高融点の硬質プラスチックのタイプに適

用される。再生プラスチック粒子の硬度と剛性は、アスファルト混合物の骨格である細骨材と同様の役割

を果たし、アスファルト混合物の結合性に貢献する  [304]。もう一つの方法は、骨材と混合する前にア

スファルトバインダーに改質剤としてプラスチックを直接添加する湿式法である。低密度 PE (low-

density polyethylene : LDPE) や PP などの低融点プラスチックは、この方法に適している。  

 アスファルト混合材は、使用するプラスチックの種類によって効果や特性が異なるため、プラスチックの種

類に応じた研究が行われてきた。PET は主に乾式法で使用され、アスファルト混合物の代替骨材として

使用されると、剛性が増し、わだち掘れ抵抗と疲労抵抗の両方が改善される  [305]。一方で、熱割

れや耐湿性が損なわれることが報告されている  [306]。PET による改質アスファルトは、アスファルト混

合物中の骨材とアスファルト間の結合を弱める可能性がある  [307]。これは、プラスチックの高い安定

性と不活性な性質によるものであり、酸化剤を添加してプラスチック表面を活性化することが推奨されて

いる   [308]。HDPE は高密度で剛性が高いため、主に乾式法で使用される。PS も主に乾式で使

用される。 PS はアスファルトの硬度を高め、わだち掘れ抵抗を改善する  [309]。PS を追加すると、ア

スファルト混合物が硬化し、湿気による損傷に対する耐性が向上するが、わだち掘れ抵抗や疲労亀裂に

対する耐性への影響は結論が出ていない。 

 LDPE は主に、LDPE をアスファルトに完全に溶解させるために高いせん断速度と高温を必要とする湿

式法で使用される。アスファルトに LDPE を添加すると、わだち掘れ抵抗、疲労抵抗、耐湿性が向上す

ることは一般的に認められているが、耐熱亀裂性の結果は研究毎に異なる  [304]。PP は主に湿式

法で使用され、アスファルトに添加すると硬度が増し、わだち掘れ抵抗の向上に寄与する。一方、PP は

アスファルトの延性を低下させ、空気の空隙を増やす。ある研究では、空隙が増えるとわだち掘れ抵抗が

損なわれることが示された [310]。 

 実験レベルの研究として、再生プラスチックと混合されたアスファルトは硬くなる可能性が高く、その結果、

粘度、強度、わだち掘れ抵抗、および疲労抵抗が全体的に改善されることが報告されている。但し、再

生プラスチックを混合したアスファルトの性能検証は、最終的には道路舗装に使用するフィールドプロジェク

トで確認する必要がある。これまでに、インド、南アフリカ、ニュージーランド、オーストラリア、カナダ、英国、

米国などで幾つかのフィールドプロジェクトが実施され、作業性、建設性、持続可能性の面で良好な結果

が得られている  [304]。しかし、⾧期的な性能を研究したフィールドプロジェクトはほとんどなく、プラスチッ

ク再生材料を混合したアスファルトの性能が⾧期間維持されるかどうかは明らかではない。プラスチック含

有アスファルトの⾧期的な実行可能性、疲労耐性、熱亀裂耐性、耐湿性などのパラメーターに関するさ

らなる研究が必要である。 

 

3.5. クラスター４: PET のケミカルリサイクル 

 クラスター4 では、PET、PLA、PU、PC などの様々なプラスチックのリサイクル方法が研究されている。そ

の中でも、PET のケミカルリサイクルの研究数が最も多く、近年研究数が増加している。従って、ここでは 

PET のケミカルリサイクルに焦点を当てる。PET のケミカルリサイクル法は、熱分解、加水分解、メタノリシ

ス、グリコリシス、アミノリシスに大別される  [311,312]。 
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 加水分解は、PET 鎖を付加価値製品、特に TA 及び EG に変換する。加水分解には、中性加水分

解、酸化加水分解、アルカリ化加水分解の三種類がある  [313]。加水分解プロセスの大きな欠点

は、200～250℃の高温と最大 1.4～2MPa の高圧が必要なことである。酸化加水分解には、腐食

性と汚染性があるという欠点もある  [311]。  

 PET は高温高圧のメタノリシスで分解され、EG とテレフタル酸ジメチルが主生成物として得られる  

[314]。このプロセスの欠点は、アルコール、グリコール、テレフタレート誘導体などの反応生成物を分離・

精製する必要があり、非常に費用がかかることである  [314]。 

 グリコリシス（解糖）は、反応時間が短く、温度範囲が広いため、PET の最良のリサイクル方法である

と考えられている。しかし、解糖系では、ジエチレングリコールや EG の二量体などの望ましくない生成物が

生成され、分離と精製の点で課題が生じる  [312]。 

 PET のアミノリシスにより、TA と EG のジアミドが生成される。反応は、メチルアミン、エチルアミン、エタノ

ールアミンなどのアミンと水を使用する方法により、20～100℃の温度範囲で行われる  [315]。アミノリ

シスは穏やかな条件下で行われるという利点があるが、最適な反応時間に到達するには分解速度の加

速化が必要である  [316]。 

 それぞれのケミカルリサイクル方法には、⾧所と短所がある。PET のケミカルリサイクルのためのより穏やか

な反応条件を開発し、リサイクル方法をより実現可能にするために、様々な研究方法を追求する必要が

ある  [311]。 

 

3.6. クラスター５: 木材・プラスチック複合材料への利用 

 五番目のクラスターは、木材・プラスチック複合材料 (wood-plastic composites : WPC) のため

のプラスチック廃棄物の利用である。WPC は、フロアカーペット、花瓶、くずかご、公園用ベンチ、ピクニック

テーブルなどの用途に使用されている。 近年、WPC に使用される再生プラスチックの量は、先進国と発

展途上国で大幅に増加している  [317]。再生プラスチックを使用した WPC は、バージンプラスチックを

使用した WPC と同等の曲げ強度と引張強度を備えている  [318]。自然環境での最終用途を考える

場合、WPC による水の吸収とその結果としての厚さの膨張は最も重要な特性である  [317]。再生プ

ラスチックを使用した WPC とバージンプラスチックを使用した WPC の吸水率の比較について、異なった研

究結果が得られている。二つが同等であるという報告がある  [319] 。一方で、バージンプラスチックを

使用した WPC が優れているという報告もあるし [320]、または再生プラスチックの方が優れているという

研究結果もある  [321]。  

 曲げ強さ、引っ張り強さ、吸湿性とは対照的に、ほぼすべての研究で、再生プラスチックから作られた 

WPC の衝撃強さの値は、バージンプラスチックから作られたものよりも低いことが示されている  [318]。 

再生プラスチックは、様々なソースから入手できる。また、再生プラスチックは保管期間や再生処理条件が

異なるため、材質によって性能が異なる場合がある。再生プラスチックを使用した WPC の研究はまだ課

題が多い。 

 

3.7. クラスター６: FRP のリサイクル 
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 六番目のクラスターは FRP のリサイクルである。FRP に使用されるプラスチックは、熱可塑性樹脂

（PE、PU、PP など）と熱硬化性樹脂（エポキシ、ビニールなど）に分類される。熱可塑性樹脂は、枝

分かれした粒子構造、柔らかい特性、及び基本的な形状を保持する能力を備えている。一方、熱硬化

性樹脂は、しっかりと結合し、架橋した構造のため、形状を変更したり、モノマーに戻したりすることが困難

である  [317]。 

 FRP のリサイクルには、マテリアルリサイクルとケミカルリサイクルの二つの方法がある  [317]。マテリアルリ

サイクルでは、選別、切断、細断、破砕の後、高速ミルまたはロータリーカッターで 50 μm 未満から 10 

mm までの粒子にサイズが縮小される。次に、サイクロンとふるい、または静電分離機を使用して、粗い 

成分(繊維)と細かい成分(粉末)に分離される。通常、大部分が繊維質である粗い粒子は、バルク成形

コンパウンド複合材料で再利用できる。微粒子、主に粉末は、バルク・モールディング・コンパウンド及びシ

ート・モールディング・コンパウンドの複合材で再利用できる  [322]。破砕した FRP 廃棄物をコンクリー

ト骨材として使用する可能性についての多くの研究がある。FRP 廃材をコンクリートに練り込むことで、圧

縮強度、耐衝撃性、曲げ強度を高めることができる。FRP 廃材のコンクリートへの混合比率を高めること

で、これらの特性が向上する。 

 ケミカルリサイクルには、低温加溶媒分解、亜超臨界加溶媒分解、解糖、加水分解などの方法がある 

[323]。FRP のケミカルリサイクルの主な目的は、プラスチックではなく繊維の回収とリサイクルであり、このプ

ロセスに関する幾つかの研究が行われている。一方、プラスチックもケミカルリサイクルの過程で分解・回収

できるという研究報告がある。例えば、熱硬化性 FRP から解重合されたエチレンオリゴマーは、高強度と

弾性率を備えた高度なエポキシ材料を生成するための反応成分として再利用できる  [324]。触媒とし

て塩化亜鉛とエタノールを使用したケミカルリサイクルは、分解されたマトリックス・ポリマー (decomposed 

matrix polymer : DMP) をオリゴマーとして生成する。反応成分として DMP を使用し、FRP 再生の

ために 15 重量%の DMP を添加すると、得られる架橋ポリマーは、DMP を含まないバージンポリマーと

比較して、高い強度と弾性率を維持する  [325]。解糖は、エポキシ樹脂をモノマーに分解し、化学物

質の生成に使用できる可能性がある  [326]。  

 リサイクル FRP は、航空機、自動車、風力タービン、建設、家庭用品、スポーツ用品などの用途で使

用され始めている。その適用範囲を拡大し、様々な FRP 廃棄物の安全で経済的なリサイクル方法を開

発するためにさらなる研究が必要である。 

 

４．考察 

 前のセクションでは、プラスチックリサイクル研究の主な分野と傾向を体系的にレビューした。以下では、

議論を大きく三つの視点に分けて展開する。最初に、萌芽的なクラスターの特徴と研究動向について考

察する。二番目に、持続可能性と処理コストの視点から、代表的なリサイクル方法について考察する。 

三番目に、ナショナルとグローバルの視点からプラスチックのリサイクルの在り方について考察する。 

 最初の視点として、プラスチックリサイクルの萌芽的な研究分野について議論する。表 2-5 に、平均出

版年数が 2017 年以降の新しいサブクラスターを示す。 

  



82 

 

表 2-5:萌芽的なサブクラスターの概要 

番号 研究トピック 平均出版年数 論文数 引用数 
引用数/論文数

比率 

1-4 プラスチックの生分解性 2018.7 521 2,028 3.9 

1-5 バイオプラスチック 2017.9 396 885 2.2 

3-1 
プラスチック再生素材の 

コンクリートでの利用 
2017.1 316 2,028 6.4 

3-2 
プラスチック再生素材の 

アスファルトでの利用 
2017.5 236 734 3.1 

 

表 2-5 の各サブクラスターに共通する点は二つある。一つ目は、現在主流のリサイクル方法であるマテ

リアルリサイクルでもケミカルリサイクルでもない、第三のリサイクル方法を追求するために研究が行われてい

ることである。マテリアルリサイクルの平均出版年数は 2009.9 年、ケミカルリサイクル(熱分解)の平均出

版年数は 2013.5 年であり、どちらも表 2-5 に示したクラスターよりも古い。二つ目は、表 2-5 で研究

されているリサイクル方法は二酸化炭素の排出量が少ないことである。生分解性プラスチックが微生物の

働きで分解されるとき、排出される二酸化炭素の量は、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルよりもはる

かに少なくなる。バイオプラスチックは、植物などの再生可能な資源と微生物の働きによって生み出され

る、本来的にカーボンニュートラルな素材である  [159,169]。プラスチック再生素材をコンクリートまたは

アスファルトに混合することにより、追加の二酸化炭素排出量を少なくすることができる。  

 これらの萌芽的な研究にはまだ課題が残されている。サブクラスター1-4 の「プラスチックの生分解」につ

いては、プラスチックの種類別に生分解機構を解明し、最適な微生物や操作条件を探索する必要があ

る。サブクラスター1-5 の「バイオプラスチック」については、より安価な製造方法と機械的特性を改善した

バイオプラスチックの開発が必要である。サブクラスター3-1 の「プラスチック再生素材のコンクリートへの利

用」については、強度や耐久性の向上、物性劣化を補う添加剤の開発が重要な課題として残されてい

る。サブクラスター3-2 の「プラスチック再生素材のアスファルトへの利用」については、実際のフィールドプロ

ジェクトで道路の耐久性を実証することが重要である。 

 二つ目の視点として、持続可能性と加工コストの観点からリサイクル方法について考察する。マテリアル

リサイクルは、プラスチックからプラスチックをリサイクルできる理想的なリサイクル方法である。一方で、マテリ

アルリサイクルされた再生素材は一般的に品質や強度が低下し、使用後の再生プラスチックを再度マテリ

アルリサイクルすることは困難である  [6]。特に、一般廃棄物のプラスチックをマテリアルリサイクルする場

合には、著しい品質や強度の低下が生じる。マテリアルリサイクルは、同じ材料を何度もリサイクルできない

という点で、持続可能性の面で課題がある。マテリアルリサイクルは比較的小規模な設備で生産できるた

め、設備投資の負担が軽く、エネルギー使用量も比較的少ないため、ケミカルリサイクルや生物学的リサ
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イクルに比べて処理コストが安価である  [6]。再生プラスチックのユーザー企業は、再生プラスチックに対

してバージンプラスチックよりも安い価格を要求しており、この点でマテリアルリサイクルは完全に商業ベース

に乗っている。 

 熱分解などのケミカルリサイクルは、再生プラスチックの品質や強度の低下がほとんどなく、同じ材料を何

度でもリサイクルできるという点で、より持続可能性が高く優れている。一方で、現在の技術では、ケミカル

リサイクルはより多くのエネルギーを消費し  [7,8]、より大量の二酸化炭素を排出することからマテリアル

リサイクルや生物学的リサイクルと比べて持続可能性の点で課題が残されている。ケミカルリサイクルには

化学プラントの建設が必要であり、生産規模の大きなプラントでない限り、一般的に処理コストが高くなる  

[89,122]。現在は比較的小規模なケミカルリサイクル工場が多く、処理コストがマテリアルリサイクルに比

べて高くなる傾向にある。 

 生物学的リサイクルは、大きく二つのタイプに分類できる。一つの方法として、微生物を利用して化石資

源由来のプラスチックを生物分解する方法がある。もう一つは、一部のプラスチックは生分解性であるた

め、特定の自然条件下で自然分解させる方法である。どちらの方法も、プラスチックの分解に大きなエネ

ルギーを必要としないため、持続可能性の観点から優れている  [146]。前者はまだ最適な微生物や

分解メカニズムの研究段階であり、工業化されていないため、処理コストも不明である。後者については、

PLA などの生分解性プラスチックはリサイクル方法が他のプラスチックと異なる。このため、消費者による分

別排出が重要となるが、見た目だけではプラスチックの種類を判別することは困難である  [169]。リサイ

クル方法が確立されていないという点で持続可能性の観点からの課題がある。生分解性プラスチックの工

業化は進んでいるが、市場規模はまだ小さく  [179]、一般的なバージンプラスチックに比べて生産コスト

が圧倒的に高い水準にとどまっている [163]。 

 第三の視点として、プラスチックのリサイクルを四つの課題に分け、ナショナルとグローバルの観点から議論

する。一つ目の課題として、プラスチックリサイクルの論文数の多い国について、リサイクル率や埋立率など

のプラスチック廃棄物の処理状況を比較しながら議論を行う。 

 現在および過去のプラスチック廃棄物およびリサイクル研究に関するデータを収集し、それらの間の関係

を分析し、各国の論文数を数値化した。表 2-6 は、クラスター1 の論文数を国別にカウントし、論文数

の多い国から順に並べ、プラスチック一般廃棄物の排出量、リサイクル率、エネルギー回収率、焼却率、

埋立率、未処理率、環境意識、及び人口を記載している。 

 論文数で第 1 位の中国は、掲載されている欧州諸国よりもリサイクル率が低く、上位 10 か国の平均

よりも埋立率が高くなっている。中国のプラスチック廃棄物の 6%が適切に処理されておらず、環境に放

出されている可能性がある。一人当たりのプラスチックの一般廃棄物量は、米国に次いで 2 番目に多

い。これらの点で、中国は CE を実現する上で大きな課題に直面している。一方、国民の環境意識は非

常に高い。これらの課題に対処するために、中国政府は近年、プラスチック廃棄物に対する規制を強化

し、プラスチック廃棄物を処理する方法に関する研究への資金を増やしていると、中国のプラスチック産業

の業界団体である「中国プラスチック加工産業協会」の責任者は述べている。このような中国政府の取り

組みも、論文の掲載数を押し上げる要因になっていると考えられる。 
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表 2-6 クラスター１の論文数の多い 10 か国におけるプラスチック廃棄物の処理状況 

論文 

順位 
国名 

論文数 

シェア  

データ 

取得年 

一般 

廃棄物量 

(百万ﾄﾝ) 

リサイクル

率 

エネルギー 

リカバリー率  

単純焼却

率 
埋立率 未処理率 

環境 

意識 

人口 

(百万人) 

1 中国 12.4% 2020 130.3  28.0% N.A. 32.0% 34.0% 6.0% 92% 1410.9  

2 米国 11.1% 2018 35.7  8.7% 15.8% 0.0% 75.6% <1.0% 71% 331.5  

3 イタリア 7.5% 2018 3.6  31.4% 32.8% 0.0% 35.8% <1.0% 86% 59.4  

4 ドイツ 6.9% 2018 5.3  38.6% 60.7% 0.0% 0.7% <1.0% 81% 83.2  

5 英国 6.7% 2018 4.0  32.0% 45.7% 0.0% 22.4% <1.0% 86% 67.2  

6 スペイン 6.2% 2018 2.6  41.9% 19.3% 0.0% 38.8% <1.0% 85% 47.4  

7 インド 5.9% 2016 8.5  5-25% N.A. N.A. N.A. N.A. 82% 1380.0  

8 日本 5.2% 2021 4.2  25.1% 62.0% 7.6% 5.4% <1.0% 56% 125.8  

9 ブラジル 4.7% 2018 7.9  2.2% N.A. N.A. 59.5% 24.4% 86% 212.6  

10 オランダ 3.2% 2018 0.9  33.7% 65.8% 0.0% 0.4% <1.0% 73% 17.4  

データソース: 米国のデータは米国環境保護庁から取得  [86]。欧州諸国のデータは Plastics Europe から取得 

[87]。日本のデータは、プラスチック循環利用協会から取得  [327]。中国のデータは、Luan 他の論文から取得 

[328]。インドのデータは、Liang 他の論文 [329] 及び Siddiqui 他の論文から取得 [330]。ブラジルのデータは、

Sandro 他の論文から取得 [331]。年の列には、これらの参照文献でデータが取得された年が記載されている。環境意

識は、できるだけプラスチック包装の少ない製品を購入したい人の割合を示している [332]。 

 

 論文数で第 2 位の米国は、上位 10 か国の中で埋立率が最も高い。論文数は上位にあるものの、そ

の高い研究力がプラスチックのリサイクル率向上に活かされていない。米国は国土が広いため、埋立が最

も経済的な処分方法とみなされていると考えられる。一人当たりのプラスチックの一般廃棄物量は、上位 

10 か国の中で最も高くなっている。埋立は CE において最も好ましくない処理方法であり、この問題を解

決するために米国はプラスチックリサイクルの研究に今まで以上により積極的に取り組むべきである (例え

ば、埋立よりも経済的なリサイクル方法の確立に向けた研究)。また、米国における先進的なリサイクル研

究の成果を積極的に活用し、リサイクル率や埋立率を向上させる必要がある。埋立よりも経済的なリサイ

クル技術が実行可能になるまでの間は、米国は埋立てられる廃棄物の蓄積と環境への影響を軽減する

政策を通じて、既存の技術を集中的に商業化する必要がある。 

 表 2-6 に掲載された欧州の 4 か国 (イタリア、ドイツ、イギリス、スペイン)は論文数の点で中間にランク

されており、掲載されたアジア諸国やアメリカよりもリサイクル率が高い。一人当たりプラスチックの一般廃棄

物の量は、上位 10 か国の平均に近い。総じて環境意識が高く、これらの要因が論文数の増加につなが

っていると考えられる。 

 論文数 7 位のインドは、幅はあるもののリサイクル率が低い。一人当たりのプラスチックの一般廃棄物の

量は、上位 10 か国の中で最も少なくなっている。インドは 10 か国の中で一人当たりの国内総生産 
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(Gross Domestic Product : GDP) が最も低く、その経済規模を考えるとインドの論文は多いと言

える。インドでは、埋立率、エネルギーリカバリー率、未処理率など不明な数値が多く、政府が統計制度

を整備しデータを収集する必要がある。インド政府は最近、使い捨てプラスチックの禁止を発表しており、

プラスチックのリサイクルに関する研究を奨励している可能性がある。 

 論文数 8 位の日本は、欧州 4 カ国や中国よりもリサイクル率が低い。エネルギーリカバリー率は高く、埋

立率が低いのが特徴である。一人当たりのプラスチックの一般廃棄物の量は、10 か国の中で 2 番目に

少ない。日本の環境意識は上位 10 か国の中で最も低く、環境への関心が低いことが論文数の少ない

ことと関係している可能性がある。 

 論文数で 9 位にランクされているブラジルは、上位 10 か国の中で最もリサイクル率が低く、米国に次い

で 2 番目に埋立率が高い。プラスチック廃棄物の 24.4%が適切な処理なしに環境に放出されている可

能性があり、これは環境と人間の健康にとって重大な問題である。これらの点でブラジルは、CE の実現に

おいて大きな課題を抱えている。国の経済力は小さく、10 か国の中で 2 番目に小さい一人当たり GDP 

であるにもかかわらず、論文数でトップ 10 にランクされていることは、研究者がこれらの問題を解決したい

と考えていることを示唆している可能性がある。 

 論文数で 10 位にランクされたオランダは、上位 10 か国の中でリサイクル率が高く、埋立率が最も低く

なっている。欧州諸国の中で CE の進展度合いは、ドイツに匹敵していると考えられる。論文数が 10 位

にとどまっているのは、上位 10 か国の中で最も人口が少ないためと考えられる。 

 二番目の課題は、プラスチック廃棄物を国内で完結して処理するか、グローバルに処理するかについて

の議論である。根本的な問題は、現在の研究動向が、個々の国だけでなく世界全体のプラスチック廃棄

物に関する問題を解決できるかどうかである。表 2-6 では、各国内の廃棄物処理のみに焦点を当ててい

るが、国際貿易が多くの国で廃棄物の処理に影響を与えていることに注意する必要がある。 

 プラスチック廃棄物の処理の負担は、各国が均等に負っておらず、主に中国が引き受けてきた。2010

年代半ばまで、中国は世界で輸出されるプラスチック廃棄物の 40～50%を輸入しており、そのことによ

り、米国、欧州、日本などの先進国で排出されたプラスチック廃棄物は安定的に処理されてきた  

[333]。先進国で報告されているリサイクル率の数値には、海外に輸出された後にリサイクルされた廃棄

物の量が含まれていると推測される。中国は 2017 年からプラスチック廃棄物などの輸入規制を段階的

に強化し、2018 年にはプラスチック廃棄物の輸入量はほぼゼロになった  [329]。その結果、中国のプ

ラスチック廃棄物の輸入禁止後、米国のプラスチックのリサイクル率は 2015 年の 9.1%から 2018 年に

は 4.4%にまで減少した  [334]。中国への輸出に依存していた先進国では、プラスチック廃棄物の処

理能力が大幅に不足し、リサイクルの原料となるプラスチック廃棄物の価格が暴落している  

[335,336]。中国のかつての輸入量に一つの国で取って代わることができる国がないため、東南アジアな

どの多くの発展途上国がプラスチック廃棄物の輸出先国になっている  [337]。2019 年のプラスチック

廃棄物の輸出量の上位国は、降順でドイツ、日本、米国である  [338]。これらの国々は現在、中国

への輸出ではなく、それぞれの地域内で経済規模が比較的小さい国への輸出を増やしている（ドイツか

ら東ヨーロッパ、日本から東南アジア、米国からメキシコとアジア） [338]。 
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 これに対し、東南アジア諸国などでは、自国の環境汚染を懸念して政府がプラスチック廃棄物の輸入を

制限する動きがあり、これらの発展途上国への輸出は年々困難になっている  [329]。2021 年には、

バーゼル条約という国際条約が発効し、汚れたプラスチック廃棄物を輸出する際には輸入国の同意が必

要になった。これは先進国から発展途上国へのプラスチック廃棄物の輸出にとってさらなる逆風となる  

[334]。 

 プラスチック廃棄物の理想的な解決策の一つは、廃棄物の発生国でリサイクルされ、再生素材として消

費されることである。本研究では、この考え方を発生国消費原則と呼ぶ。発生国消費原則では、廃棄

物の発生国が廃棄物を適切にリサイクル・処理し、再生素材として消費する責任を負うべきである。この

原則の利点は規範的なものである。先進国は発展途上国よりも多くのプラスチックを消費し、廃棄してい

る。前者は、廃棄物とそれに伴う環境的および社会的負担を後者に課すべきではない。この原則のデメリ

ットは、経済的な実現可能性に欠けることである。再生プラスチックは、強度と品質の点でバージンプラス

チックに劣る場合が多いため、再生プラスチックの国内需要を喚起することが難しく、再生プラスチックへの

需要が少ないことによって、リサイクルされる廃棄物の量が制限される傾向にある。また、発展途上国の市

場ではプラスチック素材の価格が安いことが強く求められており、再生プラスチックへの需要が先進国よりも

高い。さらに、プラスチック廃棄物を処理するコストは、一般的に先進国で高くなるため、先進国ではプラ

スチック廃棄物の処理能力を高め、処理コストを削減する必要がある  [339]。このような状況で、輸出

国の廃棄物処理業者が経済合理性のみを追求すると、プラスチック廃棄物が輸出される可能性が高く

なる。しかし、発生国での廃棄物処理は必ずしも経済的に実行不可能というわけではない。一部のプラ

スチック廃棄物は、依然として資源としての経済的価値を持っている。さらに、廃棄物を排出する国は

（主に先進国）、多くの場合、廃棄物を適切に処理するのに十分な能力を備えている。 

 もう一つの原則は、グローバルに廃棄物の処理を行う国際分業原則である。この原則によれば、プラス

チック廃棄物を排出する国は、国内でそれを処理する責任はないが、最も経済的に効率的な方法を模

索する必要がある。これには、廃棄物の国際取引が含まれる。これまでの幾つかの先行研究では、先進

国と発展途上国が協力して、高品質の廃棄物がリサイクルのために発展途上国に輸出され、適切に処

理されるグローバルな循環経済システムを構築する必要があることを示唆している  [336,337]。国際

分業原則が実現すれば、輸出国と輸入国の両方の総処理コストを最小限に抑えることができるというメリ

ットがある。先進国から発展途上国への経済協力とビジネスマッチングは、後者のリサイクルシステムの精

度と能力を向上させる可能性がある。国際貿易を阻害すると、経済の均衡が望ましくない方向にシフト

する。例えば、マテリアルリサイクルされたプラスチック再生素材は中国では値段が安いことから、人気が高

い。従って、原料としてのプラスチック廃棄物には大きな需要がある。中国では、プラスチック廃棄物を輸入

できない現状において、回収率（リサイクル率）の向上によるプラスチック廃棄物の供給拡大が喫緊の

課題となっている  [339]。最近、中国のマテリアルリサイクル事業者がプラスチック廃棄物を確保するた

めに日本に進出している。日本のプラスチック廃棄物を日本国内においてペレットやフレークなどの再生プ

ラスチック原料に加工し、中国に輸出している  [340]。原料に加工されたプラスチックはもはや廃棄物と

は見なされないため、中国はそれらを輸入することができる。近年、このような取り組みが急増している。国

際分業原則のデメリットは、輸入国の多くが発展途上国であり、プラスチック廃棄物の適切な処理を確保
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するために必要な法制度、インフラ、財政能力、専門知識、および人的資源が不足している傾向がある

ことである。このため、人間の健康と生態系の健全性を損なう不適切な方法で廃棄物が環境に放出さ

れるリスクがある。  

 国際分業原則が機能するためには、輸出国は、廃棄物処理自体ではなく（またはそれに加えて）、

輸出先国の廃棄物処理の能力開発に責任を持つべきである。また、廃棄物の流れや廃棄物処理のト

レーサビリティを確保することも重要である。現在、先進国は、発展途上国に輸出された廃棄物がどのよ

うにリサイクルされ、リサイクルの結果として発生する残渣（残留物）がどのように処理されるかを把握して

いない。これら幾つかの問題は、発展途上国が解決すべき懸念事項と考えられている。発展途上国の政

府でさえ、自国の領域内でのプラスチック廃棄物のリサイクルの実態を認識していないことが懸念されてい

る。輸入企業がプラスチック廃棄物を適切に処理するためには、処理の実態を明らかにすることが重要で

ある。従って、輸出者と輸入者の双方が責任を持ってプラスチック廃棄物を処理するためのトレーサビリテ

ィシステムを構築する必要がある。例えば、輸入国におけるプラスチック廃棄物の動きを追跡する国際的

なマニフェストシステムは効果的である。輸出者はマニフェストと呼ばれる管理票を廃棄物とともに輸入者

（運搬者）に発行する。輸入者はマニフェストに、廃棄物がいつ、誰によって、どのように輸送され、どのよ

うに処理されたかを記載する。輸入者は、一定期間内にマニフェストを輸出者に返却しなければならな

い。マニフェストの内容の正確性を確保するために、輸出者または第三者機関が定期的な監査を実施す

る必要がある。輸出国および輸入国の政府は、このシステムの確立に関与する必要がある。あるいは、例

えば国際的な NGO（Non-Governmental Organization）がシステムの運用に責任を負うことが

考えられる。このようなマニフェストシステムは、プラスチック廃棄物の国際的なトレーサビリティを確保するの

に大いに役立つ。 

 第三の課題として、国別の各サブクラスターの論文数のランキングに注目し、各サブクラスターの特徴と

国別の傾向について考察する。表 2-7 は、クラスターとサブクラスターにおける各国の出版物のシェアと順

位を示している。 

クラスター1 全体で論文数が 2 位の米国は、幾つかのサブクラスターで 1 位にランクされており、これら

のサブクラスターはいずれも平均出版年数が若く、近年論文数が急増している。米国が 1 位にランクされ

ているサブクラスターとその平均出版年数は、「サブクラスター1-4:プラスチックの生分解 (2018.7)」、

「サブクラスター 1-5:バイオプラスチック (2017.9)」、「サブクラスター 1-2:プラスチックリサイクルの 

LCA ( 2015.7)」と全体的に若い。対照的に、クラスター1 全体の論文数で 1 位にランクされている中

国は、比較的古い平均出版年数を持つ一つのサブクラスターのみで 1 位にランクされている。即ち、「サブ

クラスター 1-1:熱分解によるリサイクル (2013.5)」という古いサブクラスターでのみ 1 位である。米国

は、中国よりも新しい学術分野の研究が進んでいると考えられる。米国の埋立率が高いことを考えると、

埋立てられたプラスチックの環境に配慮した処分を目的として、プラスチックの生分解性とバイオプラスチック

に関する熱心な研究が行われている可能性がある。 
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表 2-7:クラスター１、２、３における論文数シェアと国別順位 

クラスター

番号  

順位 

 

研究トピック 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

1 
プラスチック 

リサイクル全般 

中国 米国 イタリア ドイツ 英国 スペイン インド 日本 ブラジル オランダ 

12.4% 11.1% 7.5% 6.9% 6.7% 6.2% 5.9% 5.2% 4.7% 3.2% 

1-1 
熱分解による 

リサイクル 

中国 スペイン インド 米国 英国 日本 イタリア ポーランド ドイツ マレーシア 

11.0% 10.0% 9.5% 8.0% 6.0% 5.3% 4.1% 3.8% 3.5% 3.5% 

1-2 
プラスチックリサイクル

の LCA 

米国 中国 イタリア ドイツ 英国 スペイン 日本 オランダ デンマーク スイス 

16.4% 14.6% 9.0% 7.0% 6.5% 6.5% 6.3% 4.4% 3.7% 3.3% 

1-3 
マテリアル 

リサイクル 

ブラジル 米国 中国 イタリア スペイン ドイツ インド フランス 日本 
スウェーデ

ン 

9.7% 8.2% 8.0% 6.9% 5.7% 4.6% 4.2% 4.2% 4.0% 3.7% 

1-4 
プラスチックの 

生分解性 

米国 中国 ドイツ インド 英国 イタリア ブラジル 日本 
スウェーデ

ン 
カナダ 

17.7% 17.1% 13.8% 6.7% 6.5% 4.6% 4.4% 3.8% 3.6% 3.6% 

1-5 
バイオ 

プラスチック 

米国 イタリア 英国 スペイン 中国 ドイツ オランダ ポーランド インド ポルトガル 

13.6% 12.4% 9.3% 8.3% 8.1% 7.8% 5.8% 5.6% 5.1% 3.8% 

1-6 
PVC の 

リサイクル 

日本 中国 インド 韓国 米国 ジョルダン ドイツ ロシア 
オーストラ

リア 
イタリア 

29.5% 17.9% 8.4% 5.3% 4.2% 3.2% 3.2% 2.6% 2.1% 2.1% 

2 
WEEE と 

選別技術 

中国 米国 ドイツ インド 日本 フランス イタリア 韓国 英国 
オーストラ

リア 

25.8% 11.0% 6.5% 6.4% 6.4% 6.2% 6.1% 4.5% 4.2% 3.7% 

2-1 
WEEE の 

リサイクル 

中国 ドイツ 英国 米国 ベルギー フランス インド イタリア スイス ブラジル 

13.2% 12.6% 9.4% 7.9% 7.4% 7.4% 6.8% 6.5% 5.0% 4.7% 

2-2 分光選別 
イタリア ドイツ フランス 中国 米国 スペイン ブラジル マレーシア 韓国 日本 

17.3% 13.8% 10.4% 10.0% 9.6% 5.0% 4.6% 4.6% 3.8% 3.8% 

2-3 浮上選別 
中国 日本 韓国 イタリア 

オーストラ

リア 
米国 ポルトガル 英国 トルコ スペイン 

31.0% 15.0% 7.5% 6.4% 4.8% 4.8% 4.3% 4.3% 4.3% 3.2% 

2-4 静電選別 
フランス 

アルジェリ

ア 
米国 ルーマニア 中国 韓国 ポーランド 日本 イタリア カナダ 

39.0% 26.2% 15.6% 15.6% 9.2% 6.4% 4.3% 3.5% 2.8% 2.8% 

3 
プラスチック再生素材

の建設分野での利用 

中国 米国 
オーストラ

リア 
インド スペイン イタリア ブラジル マレーシア 英国 ポルトガル 

17.5% 13.1% 8.4% 7.2% 7.0% 6.0% 4.7% 4.0% 4.0% 3.3% 

3-1 
プラスチック再生素材

のコンクリートでの利用 

インド 米国 イラク 中国 マレーシア 
サウジアラ

ビア 
英国 イタリア 

オーストラ

リア 

アルジェリ

ア 

12.7% 7.0% 6.3% 5.7% 5.4% 5.4% 5.1% 4.7% 4.7% 4.4% 

3-2 

プラスチック再生素材

のアスファルトでの利

用 

中国 米国 スペイン 
オーストラ

リア 
インド イタリア マレーシア 

サウジアラ

ビア 
トルコ ポルトガル 

14.0% 11.4% 10.6% 10.6% 8.1% 7.6% 5.9% 4.2% 4.2% 3.8% 
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 インドとブラジルは、「サブクラスター1-2:プラスチックリサイクルの LCA」 において上位 10 か国に含ま

れておらず、一人当たりの GDP が低い国では、プラスチックリサイクルの LCA に関する研究が熱心に行

われていない可能性がある。ブラジルは、「サブクラスター1-3:マテリアルリサイクル」において論文数 1 位

となっている。この結果は、リサイクル率が低く、埋立率が高いブラジルでは、マテリアルリサイクルの推進が

大きな課題であることが示唆している。「サブクラスター1-6:PVC のリサイクル」では、米国と欧州以外の

国が上位を占めており、他のクラスターとは傾向が大きく異なる。サブクラスター1-6 では、出版数の順に、

日本、中国、インド、韓国、ヨルダン、ロシアがトップ 10 に入っている。特に、日本は 1 位と論文数が最も

多く、このサブクラスターの論文数が多いおかげで、日本はクラスター1 全体で 8 位にランクされている。日

本では、PVC の処理がリサイクル推進の大きな課題として認識されていると推察される。対照的に、欧州

と米国では、PVC が混入することはリサイクルの大きな障害とはみなされない可能性がある。 

 「サブクラスター2-1:WEEE のリサイクル」では、中国が 1 位にランクされ、欧州の幾つかの国がそれに

続き、インドとブラジルが上位 10 位までにランクされた。この点で、サブクラスター2-1 はクラスター1 と似て

いる。プラスチックのリサイクルが社会問題になっている国は、WEEE も社会的関心が高いことを示してい

る可能性がある。「サブクラスター2-2:分光選別」は、欧州諸国、特にイタリア、ドイツ、フランスが上位

3 位を占め、中国と米国がそれぞれ 4 位と 5 位であるという点で特徴的である。分光選別技術は、欧

州で集中的に研究されている。マレーシア、韓国、日本などのアジア諸国もよく健闘している。「サブクラス

ター2-3:浮上選別」は、日本（2 位）、韓国（3 位）、トルコ（9 位）が精力的に取り組んでい

るのが特徴である。「サブクラスター2-4:静電選別」は、フランス、ルーマニア、ポーランド、イタリアなど欧

州諸国が突出しているのが特徴である。CE を実現し、循環の範囲をローカルからグローバル、そして地球

規模にシフトするには、リサイクル能力を向上させる必要がある。本章でレビューした様に、マテリアルリサイ

クル、ケミカルリサイクルの様な確立したリサイクル技術と、生物学的リサイクルの様な萌芽的なリサイクル

技術が存在する。さらに、クラスター1 内のプラスチックリサイクルに関する最近のサブクラスターは、地球規

模での CE に焦点を当てている。既に見たように、クラスター1 の萌芽的なサブクラスターは「サブクラスター

1-4:プラスチックの生分解 (2018.7)」 と「サブクラスター1-5:バイオプラスチック (2017.9)」であり、

これらは、「サブクラスター1-1:熱分解によるリサイクル (2013.5)」などよりも若い。 

 第四の課題として、プラスチックリサイクルの研究成果の世界的な技術移転の必要性について議論す

る。分析を通じて明らかになったもう一つの点は、国際的な技術協力の必要性である。リサイクルと廃棄

物処理の能力は各国で均等に備わっていないため、効率的かつ効果的な廃棄物処理のための世界的

な技術移転が必要である。 

 中国や米国などの先進国では、プラスチックのリサイクル（クラスター1）に関する研究が活発に行われ

ていることが明らかになった。もちろん、このような研究成果は中国や米国（特に、リサイクル率が低く埋立

率が高い米国）において実用化されることが望ましい。しかし、国際分業原則を推進するためには、これ

らの研究成果を廃棄物を輸入する発展途上国に移転することが重要である。技術移転の方法として

は、先進国から発展途上国への専門家派遣、先進国の人材招聘による発展途上国のキャパシティ・ビ

ルディング、研究開発成果に関する国際カンファレンスの開催などが考えられる。中国や米国などの先進

国のリサイクル技術を持つ研究者や企業は、発展途上国への技術移転に積極的に取り組むことが期待
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される。また、発展途上国の資金不足問題を解決するために、先進国の企業が途上国に進出し、プラス

チックのリサイクル事業を立ち上げることも期待される。 

 クラスター１や２とは対照的に、クラスター3 の上位 10 位には中国、米国、欧州以外の国 (主に発

展途上国) が含まれており、クラスター1 及び 2 との乖離が顕著である。例えば、「サブクラスター3-1:

プラスチック再生素材のコンクリートへの利用」では、インドが 1 位で、次いでイラク (2 位)、マレーシア 

(5 位)、サウジアラビア (6 位)、アルジェリア (10 位) と続く。「サブクラスター3-2:プラスチック再生

素材のアスファルトへの利用」では、インドが 5 位で、マレーシア (7 位)、サウジアラビア (8 位)、トルコ 

(9 位) が続く。発展途上国や新興国では、建設分野でのプラスチックのリサイクル方法の研究が盛んに

行われている。プラスチック廃棄物を建材に混合するリサイクル方法は、処理コストが比較的低く、大量の

プラスチック廃棄物を処理できるという特徴がある。経済力の低い国は、これらの技術に大きな期待を寄

せていると考えられる。インドのプラスチック産業団体「Plastindia Foundation」の会⾧によると、インド

政府は、道路建設にプラスチック廃棄物を積極的に使用する政策を採用している (規制により、インドで

発生する全プラスチック廃棄物の最大 20%を道路建設に使用する必要がある)。さらに、これらのサブク

ラスターの平均出版年数は比較的若く (サブクラスター3-1: 2017.1、サブクラスター3-2: 2017.5)、

これらの研究トピックへの注目度は高く、活発な研究が行われている分野である。 

 このような現実は、これらの技術が発展途上国から先進国に移転するリバースイノベーションにつながる

可能性がある。コンクリートへのプラスチック再生素材の利用については、強度や建設現場での取り扱いに

課題が残っている。しかし、高い強度を必要としない構造物への適用や、コンクリートの軽量性を活かした

新たな用途への期待は大きい。アスファルトにプラスチック再生素材を混入すると、強度と耐久性が向上

することが数多くの研究で報告されており、道路建設における実際の適用例さえある。また、アスファルトに

プラスチック再生素材を使用することで、道路建設コストが削減され、道路建設の経済性が向上するとい

う研究結果も報告されている [302,303]。別の研究では、プラスチック再生素材をアスファルトと混合す

ると、アスファルト混合物の強度と耐久性が向上し、道路の寿命が延び、道路建設の環境への影響が軽

減されることが報告されている  [304]. 

 一方、建設分野でのプラスチック再生素材の利用は循環的ではなく一方向の使用であるとの指摘もで

きる。しかし、先進国で循環性を優先する場合であっても、可能な限りマテリアルリサイクルやケミカルリサイ

クルによって廃棄物を再生し、リサイクルしきれなかった廃棄物については先進国においても建設分野で利

用することが望ましいことにも注意する必要がある。プラスチック廃棄物を環境に放出せず（埋立を含

む）、できるだけ低コストで再利用するという観点から、プラスチック再生素材を建設分野で利用すること

は有力な選択肢であり、発展途上国では大きな期待が寄せられている。 

 

５．結論 

 本章においては、書誌情報分析を使用して、プラスチックリサイクルに関する 35,519 の出版物の概観

をまとめ、萌芽的な研究トピックを特定し、包括的なレビューを実施して、研究の傾向と鍵となる重要な

課題を解明した。具体的には、プラスチックリサイクルに関連する学術出版物から書誌データを収集した。

学術データベース「Web of Science」から、検索用語 「(plastic* OR chemical*) AND 
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(recycl* OR “circular economy”) 」で収集されたデータを使用した。関連する学術出版物を取得

した後、論文をノード、引用をリンクとして扱うことにより、引用ネットワークを作成した。直接引用法を採

用した。引用ネットワークの最大のコンポーネントの中の論文に接続されていない無関係な論文を削除し

た。最大の連結成分を取得した後、ニューマンアルゴリズムであるトポロジカル・クラスタリング法を使用し

て、ネットワークをクラスターに分割した。このアルゴリズムを使用して、以前の書誌情報分析研究で適用

されているモジュール性を最大化する規則に従って、クラスターをサブクラスターに分割した。 

 プラスチックリサイクルに関する研究テーマは、大きく次の六つのクラスターに分類できることが分かった。 

即ち、プラスチックリサイクル全般、電気電子機器廃棄物 (waste electrical and electronic 

equipment : WEEE)、建設部門におけるプラスチック再生素材の利用、ポリエチレン・テレフタレートの

ケミカルリサイクル、木材とプラスチックの複合材料への利用、 繊維強化プラスチックのリサイクルである。こ

れらのクラスターを抽出した後、より大きな三つのクラスターのサブクラスターと各クラスターについて包括的

なレビューを実施した。 

 最大のクラスター (クラスター 1) はプラスチックリサイクルの全般的な課題に関するもので、プラスチック

の生分解性、バイオプラスチック、熱分解、ライフサイクル・アセスメント (life cycle assessment : 

LCA) などのサブクラスターが含まれる。その中で、プラスチックの生分解性は、最も新しいサブクラスター 

(平均出版年、2018.7) であり、最も活発なトピックである。化石資源由来のプラスチックの生分解に

関する多くの研究が行われているが、同時に生分解性プラスチックの研究も注目されている。前者はまだ

研究段階で工業化には至っていないが、後者のポリ乳酸（polylactic acid : PLA）やポリヒドロキシ

アルカノエート（polyhydroxyalkanoate : PHA）などは工業化されている。しかし、これらの製造コス

トが非常に高く、市場シェアは低い。一般的に、生分解性プラスチックは、他のプラスチックとはリサイクル方

法が異なるため、消費者による分別が必要である。外観だけではプラスチックの種類が分かりにくく、リサイ

クル方法が確立されていないなどの問題点を指摘した。バイオプラスチックは二番目に新しいサブクラスター

(平均出版年、2017.9) であり、論文数が急速に増加している。バイオプラスチックの定義は論文によっ

て異なり、主に三つの異なる定義が使用されていることを指摘した。本章では、バイオプラスチックを再生

可能な資源や材料に由来するポリマー、または微生物代謝によって合成されるポリマーと定義した。バイ

オプラスチックは本来的にカーボンニュートラルな素材であるが、エネルギーリカバリーや焼却などの処理に回

されるとその環境的特性を発揮でいないという問題がある。熱分解は比較的古いサブクラスター(平均出

版年、2013.5) であるが、クラスター1 の中で論文数が最も多い(論文数、772)。論文あたりの引用

率も最大 (4.8) であるため、このサブクラスターはクラスター1 の中心的なテーマとなっている。LCA は比

較的新しいサブクラスター (平均出版年数、2015.7) であり、クラスター1 の中で二番目に多くの論文 

(論文数、568) がある。LCA に関する多くの研究結果を総合すると、マテリアルリサイクルは地球温暖

化係数の点でケミカルリサイクルよりも優れているが、埋立てられる残留固形廃棄物の排出という点では

劣っている。マテリアルリサイクルとケミカルリサイクルは競合するものではなく、プラスチック廃棄物の種類や

状態に応じて補完的に利用すべきであることを指摘した。 

 二番目に大きいクラスター (クラスター2) では、WEEE リサイクルに関する研究が急速に増加している 

(平均出版年、2014.8)。WEEE プラスチックに使用されている臭素系難燃剤 (brominated flame 
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retardants : BFR) は、人間の健康と生態系に有害である。有害な BFR 廃棄物は、人件費が安い

アジア諸国などの地域に合法的または違法に輸送される。有害な臭素化低分子量化合物は、毎年世

界中で 1,818 kg も環境に放出されており、特にアジアの処分場ではその課題が顕著である。BFR の

処理はリサイクルを困難にし、これに対処するためにかなりの努力が払われている。マテリアルリサイクルは

WEEE プラスチックを処理するための最も望ましい方法であり、現在行われているリサイクルのほとんどはマ

テリアルリサイクルである。ケミカルリサイクルによる WEEE からの BFR の分離は、集中的に研究されてい

るが、工業化されていない。 

 三番目に大きいクラスター (クラスター3) では、建設分野でのプラスチック再生素材の利用に関する研

究が増加している。クラスター3 は、「プラスチック再生素材のコンクリートへの利用」（平均出版年数:

2017.1）と「プラスチック再生素材のアスファルトへの利用」（平均出版年数、2017.5）の二つのサブ

クラスターで構成されており、どちらも若い研究分野である。コンクリートへの利用に関する論文の数 

(2028) は、アスファルトへの利用に関する論文の数 (734) よりも多い。コンクリートへの利用に関する 

引用数/論文数比率は 6.4 で、アスファルトの 3.1 よりも高い。コンクリートへの適用は、アスファルトへの

適用よりも熱心に研究されている研究テーマである。一方、コンクリートにプラスチック再生素材を混ぜて

使用すると、強度や耐久性に劣り、現場での使用実績も少ない。アスファルトへの利用の場合、強度や

耐久性、経済性が向上するという研究報告が多く、実際の道路工事での実用例がある。 

 国別では、中国と米国の論文数が最も多いことが判明した。具体的には、クラスター1 では、中国が 

12.4%の論文数シェアで 1 位にランクされ、米国が 11.1%のシェアで 2 位にランクされた。クラスター2 

では、中国が 1 位 (25.8% のシェア)、米国が 2 位 (11.0% のシェア) であった。本章におけるキー

解明点の一つは、中国と米国が多くの研究分野で世界のリーダーであるということである。 

 対照的に、クラスター3 の上位 10 位には中国、米国、欧州以外の国 (主に発展途上国) が含まれ

ており、クラスター1 及び 2 との乖離が顕著であった。例えば、「サブクラスター3-1:プラスチック再生素材

のコンクリートへの利用」では、インドが 1 位で、次いでイラク (2 位)、マレーシア (5 位)、サウジアラビア 

(6 位)、アルジェリア (10 位) と続く。「サブクラスター3-2:プラスチック再生素材のアスファルトへの利

用」では、インドが 5 位、続いてマレーシア (7 位)、サウジアラビア (8 位)、トルコ (9 位)となった。 これ

らの研究は発展途上国や新興国で活発に行われており、リサイクル方法としての経済性の高さから注目

されていると考えられる。これらの技術は、先進国においても、他の方法でのリサイクルに適さない廃棄物

の利用方法として考えるべきリバースイノベーションである。本章における二つ目のキー解明点は、プラスチ

ック再生素材の建設分野での利用に関する研究が発展途上国等で活発に行われていることである。 

 グローバルな循環経済を実現するために、プラスチック廃棄物についての発生国消費原則と国際分業

原則、及びグローバルな技術移転について提案し、議論した。発生国消費原則では、プラスチック廃棄

物は、それが発生した国で責任を持って適切に処理する必要がある。この原則によれば、廃棄物処理に

伴う環境負荷は最小限に抑えられる可能性が高いが、経済合理性には疑問がある。国際分業原則で

は、廃棄物資源の国際取引を前提としており、先進国と発展途上国の間での分業が必要である。国際

分業原則には、プラスチック廃棄物のグローバルな処理コストを最小限に抑えるという利点があるが、輸入

国での不適切な廃棄物処理により、環境汚染を促進するという可能性が高い。ここでは、廃棄物のトレ
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ーサビリティシステムの構築や先進国と発展途上国の間の双方向の技術移転など、両方の原則を促進

するために必要な措置を議論した。 

 輸入国におけるプラスチック廃棄物の動きを追跡する国際的なマニフェストシステムは、トレーサビリティシ

ステムを構築し、適切なプラスチック廃棄物処理を確保するための有効な方法であると提案した。具体的

には、輸出者はマニフェストと呼ばれる管理票を廃棄物とともに輸入者（運搬者）に発行する。輸入者

はマニフェストに、廃棄物がいつ、誰によって、どのように輸送され、どのように処理されたかを記載する。輸

入者は、一定期間内にマニフェストを輸出者に返却しなければならない。マニフェストの内容の正確性を

確保するために、輸出企業または第三者機関は定期的な監査を実施する必要がある。このようなマニフ

ェストシステムは、プラスチック廃棄物の国際的なトレーサビリティを確保するのに大いに役立つ。国際マニ

フェストシステムは、世界のプラスチック廃棄物処理に対する本章での研究貢献である。両方の原則を現

実的に進めるための手段を特定するには、さらなる研究が必要である。 

 また、グローバルな技術移転の必要性についても議論した。特に、プラスチック再生素材の建設分野で

の利用に関する研究は発展途上国で盛んに行われていることが明らかとなった。プラスチック再生素材の

建設分野における利用は循環的ではないという批判もあるが、建設分野での利用に伴う経済性や環境

改善効果を考慮すると、その意義は大きい。先進国でさえ、建設分野での利用には一定の合理性があ

る。このため、この分野の研究の発展途上国から先進国への技術移転（リバースイノベーション）も積極

的に進めるべきである。国際協力の理論では、プラスチック廃棄物の適切な処理とリサイクルシステムを実

現し、循環経済の実現を促進するために、先進国と発展途上国の間の双方向の技術移転が不可欠で

ある。 

 なお、第三章は以下の学術誌で出版した論文に基づいている。 

Tsuchimoto, I.; Kajikawa, Y. Recycling of Plastic Waste: A Systematic Review Using 

Bibliometric Analysis. Sustainability 2022, 14, doi:10.3390/su142416340. 

2022/12 
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第四章:考察と結論 

 

１．前二章に基づく論点抽出 

 第三章では、CI の事例としてプラスチックリサイクル問題を取り上げ、技術調査を中心とした公開情

報調査を行った。方法論としては、論文データベースの Web of Science において「(plastic* OR 

chemical*) AND (recycl* OR “circular economy”)」を検索用語にしてプラスチックリサイクルに

関する論文 56,408 本を選出し、これらついて書誌情報分析を行った結果、35,519 本の論文をクラ

スターに分類した。クラスターの情報を基に、どのような研究分野が存在するか、研究分野ごとの特徴は

何か、萌芽的な研究トピックは何か、プラスチックリサイクルを進めるために必要な課題は何かについて分

析とレビューを行った。 

最大のクラスター（クラスター１）は、プラスチックリサイクル全般に関わる研究であり、プラスチックの生

分解性、バイオプラスチック、熱分解（ケミカルリサイクル）、LCA 等のサブクラスターが含まれていた。これ

らのサブクラスターの中で最も若いものはプラスチックの生分解性であり（平均出版年:2018.7）、最

もアクティブに研究されている。生分解性プラスチックは既存のプラスチックが混ざった状態ではリサイクルが

できず、消費者がプラスチック製品の外観だけで生分解性プラスチックとその他のプラスチックを分別するこ

とは難しいことから、生分解性プラスチックはリサイクル可能性の観点で大きな課題を抱えていることを指摘

した。バイオプラスチックは二番目に若いサブクラスターであり（平均出版年数 2017.9）、近年急速に

論文数が増加している。バイオプラスチックの定義は論文ごとに異なっており、大きく 3 つに分類されるが、

総じて生分解性プラスチックを含めるか含めないか、生分解性プラスチックの範囲をどのように扱うかという

点に違いがある。バイオプラスチックという総称は定義によってその特徴やリサイクル方法が異なっており、消

費者にも混乱を引き起こしていることが報告されている。第三章では、バイオプラスチックを「再生可能な

資源や材料に由来するポリマー、または微生物の代謝によって合成されるポリマー」と定義し（以下、「バ

イオマスプラスチック」という）、主にリサイクル可能性の観点からレビューした。バイオマスプラスチックはエネ

ルギーリカバリー処理をしないとカーボンニュートラルという特性が活かせないなどの課題がある。 

二番目に大きいクラスター（クラスター２）は、電気電子機器廃棄物のリサイクルに関するサブクラスタ

ーと、プラスチック廃棄物の選別技術に関するクラスター群から構成される。電気電子機器に用いられるプ

ラスチックには臭素系難燃剤が混入されることが多いが、臭素系難燃剤は人体に有害であり、またリサイ

クルを難しくする要因となっている。プラスチックの選別技術は、マテリアルリサイクルの品質劣化の抑制、臭

素系難燃剤入りのプラスチックの選別などの観点で非常に重要な研究テーマであり、分光選別、浮上分

離、静電選別などの研究が盛んに行われている。 

三番目に大きいクラスター（クラスター３）は、プラスチック再生素材の建設分野での利用に関する研

究である。このクラスターは、プラスチック廃棄物から再生された素材をコンクリートの骨材の代替として活

用するサブクラスター１（平均出版年数 2017.1）と、再生素材をアスファルトの添加剤として活用する

サブクラスター２（平均出版年数 2017.5）から構成される。いずれのサブクラスターも若く、近年論文

数が伸びている。プラスチック再生素材のコンクリートやアスファルトでの利用は、大量のプラスチック廃棄物

を処理できる可能性があり、また、そのコストも他のリサイクル方法に比べて低いと考えられることから、有
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望な処理補法として期待される。クラスター１とクラスター２を国別の論文数で見ると、先進国のシェアが

高く、中でも中国と米国のシェアが突出して高くグローバルリーダーとなっている。一方、クラスター３におい

ては、インド、イラク、マレーシア、サウジアラビア、アルジェリア、トルコといった発展途上国や新興国（以

下、発展途上国等）という）が論文数上位 10 位内にランクインしており、発展途上国等において積

極的に研究されていることが判明したことは大きな解明点である。再生素材の建設分野での利用は、先

進国においても意義があるものであり、これらの利用を促進する技術は発展途上国等から先進国に移転

されるリバースイノベーションと考えることができる。 

プラスチック廃棄物を発生した国内でリサイクル処理する方法と、海外に輸出して輸出先国でリサイク

ル・処理する方法が考えられ、第三章では前者を発生国消費原則、後者を国際分業原則と定義し、そ

のメリットとデメリットを考察した。発生国消費原則のメリットの一つは、発生国の責任でプラスチックが適

切にリサイクルされることからプラスチックによる環境汚染の問題を最小化できることである。一方、プラスチ

ック廃棄物の処理を発生国内に限定すると、廃棄物の量に国内の再生素材の需要が追い付かない、

処理費用が高くなることなどがデメリットである。国際分業原則においけるメリットは、プラスチック再生素材

及びその原料である廃棄物に対するニーズは輸出先国（多くの場合、発展途上国等）の方が高く、輸

出によりニーズとシーズが合致し、処理コストを最小化できることである。デメリットは輸出先国の廃棄物

処理能力が発生国よりも劣っていることが多く、不適切に処理された廃棄物が環境中に流出し、海洋プ

ラスチック問題などを深刻化させる可能性が高いことである。国際分業原則を機能させるには、輸出先国

での廃棄物の適正処理を促進するための発生国（先進国）からの技術、制度、インフラ、資金、人

材、ノウハウなどの支援が必要である。また、輸出された廃棄物が適切に管理・処理されたことを確認す

るために廃棄物のトレーサビリティの確保が必要であり、廃棄物の国際的なマニュフェスト制度の確立が望

まれる。 

 第三章の結果ならびに考察を踏まえると、我が国におけるプラスチックリサイクル問題のシステム転換を

促進するために以下の論点について考察することが重要である。 

（論点１）「我が国はプラスチック廃棄物の処理にあたって、発生国消費原則と国際分業原則のどちら

を追求すべきか。それぞれを推進する場合の課題と方策は何か。」 

プラスチックのリサイクルを進める上で、国内で完結させるのか、グローバルに展開するのかによって、必

要となるインフラや制度が異なり、各ステークホルダーが果たすべき役割も違う。どちらの原則が日本にとっ

て良い選択なのか、この論点を考察することは重要である。 

（論点２）「プラスチックの適正処理の観点から、生分解性プラスチックとバイオマスプラスチックの意義は

何か。また、これらの普及を進めるための課題と方策は何か。」 

第三章の分析によると、プラスチックの生分解性とバイオプラスチックは、近年最も精力的に研究されて

いる萌芽的領域であり、研究動向から判断するとプラスチックリサイクルを進める上で特に将来性のあるテ

ーマである可能性がある。一方で、生分解性プラスチックのリサイクルは容易でない、バイオマスプラスチック

はエネルギーリカバリー処理をしないとカーボンニュートラルという特性が活かせないなどの課題も指摘されて

いる。これらの意義と課題を考察し、解決に向けての方策を議論することは、我が国におけるプラスチックリ

サイクル問題のシステム転換を促進する上で重要である。 
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（論点３）「我が国においても、プラスチック再生素材の建設分野での利用を進めるための課題と方策

は何か。」 

第三章の分析によると、海外、特に発展途上国等ではプラスチック再生素材の建設分野での利用に

関する研究が盛んに行われている。建設分野での利用は大量のプラスチック廃棄物を安価に処理できる

可能性があり、我が国においてプラスチックリサイクル問題の転換を促進する上で議論すべき重要な論点

である。 

 

また、第二章では、我が国の CI の活用状況を明らかにするとともに、CI を有効活用する方策や成功

要因について考察を行った。方法論としては、CI 活動を行っているとしている日本の製薬企業 A 社、製

薬企業 B 社、海運企業 C 社、ビジネスホテルチェーンＤ社の 4 社（グループ I）、CI 活動は行ってい

ないものの調査分析活動（Survey and Analysis : SA）を行っている競争力の高い日本の機械メ

ーカーＥ社、電気機器メーカーＦ社の 2 社（グループ II）についてインタビューを行った。また、分析を

深めるために、普段は CI を実施していないが例外的に CI を経験した日本の医療機器メーカーG 社、

米系コンサルティング会社の日本支社で、米国の CI と日本の CI に精通している企業 H 社、フランスの

CI 受託企業（CI エージェンシー）で、欧州の CI と日本の CI に精通している企業 I 社にもインタビュ

ーを行った。 

インタビュー調査の結果、グループ I の企業とグループ II の企業のプロセスとスコープに相違はないこと

が判明した。H 社によると、日本の競争力のある大手企業では、意識せずに CI 類似の活動を行ってい

るとしており、第二章においては、グループ II の企業も CI 活動を行っているとみなして考察を行った。先

行研究では CI のスコープは競合分析に限定されるという説と広くビジネス環境全般を対象としているとい

う説に分かれていたが、今回のグループ I とグループ II の企業に関する調査では、CI のスコープは表 4-1

（再掲）に示すように、競合関係にとどまらず、製品、技術、顧客、市場、サプライヤー（供給）、環境

問題、政府・規制、政治など広くビジネス環境全般であることが判明した。 

A～E 社は、事業部門から独立した専任の CI 部門を設置して CI 活動を行っている。一方、F 社は

CI 部門を設置せずに、必要な時だけ社内の各部門から人を集めてアドホックなタスクフォースを設置して

CI を行っている。本研究では、前者を組織的 CI、後者を非組織的な CI と定義して、それぞれのメリッ

ト・デメリットを考察した。例えば、組織的 CI のメリットの一つは事業部門から独立して制約なく事業部

門の提案を評価できることであるが、デメリットとして CI 部門は事業部門で前提とされている業務知識や

制約条件の知識が不足するため妥当性に欠ける CI 結果となる恐れがある。非組織的 CI のメリットの

一つとして、事業部門も含めた各部門から有為な人材を集めることができるので、専門知識の不足と言っ

た問題が起きにくいことがあげられるが、デメリットとして事業部門への検証能力が弱まり、CI 機能が制限

され、倫理規定の徹底が不十分になるなどが考えられる。 
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表 4-1:CI のスコープ（再掲） 

  グループ I（CI 実施企業） 
グループ II 

(SA 実施企業) 

                       

会社 

スコープ 

A B C D E F 

(a) 競合企業(競合関係) 〇 〇   〇 〇 〇 

(b) 製品・サービス 〇 〇   〇 〇 〇 

(c) 技術 〇 〇 〇     〇 

(d) 顧客 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

(e) 市場 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

(f) サプライヤー（供給） 〇     〇   〇 

(g) パートナー・協力企業 〇     〇   〇 

(h) 経済 〇 〇 〇 〇 〇   

(i) 社会・歴史・政治 〇 〇 〇   〇 〇 

(j) 政府・規制 〇 〇     〇 〇 

(k) 環境問題 〇   〇   〇 〇 

(l) M&A 〇 〇   〇   〇 

(m) 組織内環境 〇           

 

I 社は多くの日本企業から CI の受託を受けているが、日本企業は CI 結果を受け入れることに後ろ

向きな傾向があると報告している。この原因として、日本企業には CI の知識の蓄積が少な過ぎるので知

識吸収力（Absorptive Capacity : AC）が低いことを I 社は指摘している。例外的に CI を行った

G 社の事例では、CI 結果に対する激しい拒否反応が事業部門などで起きて、CI 結果が無視されようと

していた。B 社や D 社でも事業部門が CI 結果を無視しようとするケースが指摘されている。このような拒

否反応を防止し、CI 結果を AC につなげ有効活用するためには、促進要因として①知識吸収に貪欲

な組織文化・風土、②意思決定ルールの明確化、③CI 部門と CI を活用する部門（事業部門等）と

の間の信頼関係の構築が重要であると考えられる。 

第四章の考察を行う上で、第二章から得られる重要な視点は次の二点である。 
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（１）CI のスコープは、技術のみならず、製品、顧客、市場、サプライヤー（供給）、環境問題、競合

関係、政府・規制、政治など幅広い分野を対象としている。第三章においては主として技術の視点から

分析を行ったが、第四章の各論点について課題を解決するための方策を検討する際には、CI の観点か

らこの幅広いスコープについて考察を行うべきである。 

（２）CI 的な分析を行う上では、公開情報に加えて、非公開情報を収集し、両者を組み合わせること

が重要である。非公開情報を収集するためには、ひとづての人づてを介して有識者を探し出し、インタビュ

ーすることが必要である。 

  

これらのそれぞれの論点において CI 的な分析を深めるため、公開情報の収集のみならず、有識者を

人づての人づてで探し、非公開情報を収集し、公開情報と非公開情報を組み合わせて考察を行った。

表 4-2 に示す有識者の多くとは筆者は直接の面識がないが、各論点についての専門的な知見を持つ

人物として人的ネットワークを駆使して探し出し、非公開情報を収集している。第四章の分析・考察で

は、例えば、バイオプラスチックの一般的な特徴や生産量については公開情報である日本政府の公式文

書が役に立ったが、生分解性プラスチックやバイオマスプラスチックをマテリアルリサイクルする上での課題な

どについては公開情報では必ずしも明らかとならず、リサイクル事業者 C からの非公開情報が有益であ

り、公開情報と非公開情報を組み合わせて分析・考察を行っている。また、発生国消費原則と国際分

業原則の選択、建設分野での再生材料の利用などの論点については公開情報では有意な情報が少な

く、中央省庁 A やリサイクル事業者 C、D、E からの非公開情報が分析・考察において非常に有益であ

った。 

 

表 4-2:各論点に関する有識者インタビューの概要 

対象組織 インタビュー対象者 インタビュー時間 インタビューした日付 

中央省庁 A 課⾧補佐 １時間 2022 年 12 月 

プラスチック業界団体 B 専務理事 １時間 2022 年 12 月 

リサイクル事業者 C 社⾧ １時間 2022 年 12 月 

リサイクル事業者 D 社⾧ １時間 2022 年 12 月 

リサイクル事業者 E 社⾧ １時間 2022 年 12 月 

 

２．論点１についての考察（発生国消費原則と国際分業原則） 

プラスチック廃棄物は発生した国おいてリサイクルされ再生プラスチックとして消費されること（発生国消

費原則）が一つの理想形である。発生国消費原則の最大のメリットは、廃棄物の発生国において責任

をもって全量適切に処理できる点である。発生国は自国内で適正にプラスチック廃棄物を処理すべき義

務を有するとの見方もできる。CI スコープである環境面で見ると、プラスチック廃棄物の輸出先国は主とし

て発展途上国等であり、これらの国におけるリサイクルも含めたプラスチック廃棄物の処理の実態は極めて

ずさんであることが一般的である。海洋プラスチック問題を引き起こす環境流出プラスチック廃棄物の主な

発生源はアジアの発展途上国等であると指摘されており [341]、これらの国々へのプラスチック廃棄物の
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輸出は、直ちに海洋プラスチック問題の深刻化をもたらす可能性が極めて高い。発生国消費原則では、

発生国（特に先進国が発生国の場合）が責任を持って処理することから、不法投棄や不適切な処理

による海洋プラスチック問題の深刻化を防止できる。また、CI スコープであるサプライヤー（供給）の観点

で見ると、我が国のように石油資源の乏しい国にとっては、使い終わったプラスチックは単なる廃棄物では

なく、貴重な国産資源であるとみなすことができる。使い終わったプラスチックを再度プラスチックやその他の

化学原料に再生できれば、政治的に不安定でかつ販売姿勢が強硬な中東諸国のサプライヤーへの依

存を減らし、国内での資源循環に貢献できる。 

発生国消費原則のデメリットとしては、CI スコープである技術面で見ると、マテリアルリサイクルの原料が

均質でなく、汚れた廃棄物の選別・洗浄が完璧にはできないことから、再生素材は強度や品質がバージ

ンプラスチックよりも劣っていることが多い。このため、CI スコープである顧客面で見ると、再生素材の国内

需要が喚起されにくく、リサイクルされるプラスチック廃棄物量が制限されやすいことが発生国消費原則の

デメリットである。現状、日本のプラスチックリサイクル率が 25.1％にとどまっている理由は、その太宗を占め

るマテリアルリサイクルによる再生素材に対するユーザー企業、ひいては消費者のニーズが高くないことにあ

る。CI スコープである競合・市場の面で見ると、再生素材はバージン素材に比べて競合優位性に乏しい。

日本のユーザー企業はプラスチック素材の品質や強度を重視しており、リサイクルされた再生素材の環境

価値を認めることは多くない。このため、再生素材の価格がバージン素材に比べて安いことが取引の前提

条件となる。プラスチックのリサイクルは、廃棄物による環境汚染を防止し、二酸化炭素の削減にも大きく

貢献することから、再生素材の価格には環境価値が含まれるべきであり、バージン素材よりも高い価格が

付けられることが望ましい。飲料業界のようにボトル・ツー・ボトル（廃 PET ボトルから新たな飲料用ボト

ルを再生）に熱心な業界では、廃 PET ボトルから再生した素材の価格がバージン素材の価格よりも上

回って取引されているが、その他のユーザー業界では再生素材の環境価値を認める状況にはない。この

ように発生国消費原則においては、再生素材のユーザー企業や消費者の環境意識の低さがリサイクルを

国内で完結させる上での大きな障害となる。また、プラスチック廃棄物の処理コストは一般的に先進国よ

りも発展途上国等の方が安く、発展途上国等の方が競合優位性に優れている。輸出国の廃棄物の排

出・処理業者が経済合理性だけを追求する場合には、プラスチック廃棄物が発展途上国等へ輸出され

やすいという問題もある。プラスチック廃棄物を輸出しない場合には、輸出国側での処理に係る経済的コ

ストが増大することもデメリットである。 

 このようなデメリットを解消するのが、国際分業原則である。プラスチック廃棄物の主たる輸入国は発展

途上国等である。CI スコープである顧客・市場の面で見ると、これらの国々の顧客はプラスチックの品質

が良いことよりも価格が安いことを重視している。このため、バージン素材に比べ再生素材へのニーズが大

きく、輸入国における再生素材やその原料の価格は、輸出国（主として先進国）の価格よりも高いこと

が一般的である。国際分業原則は、プラスチック廃棄物や再生素材を先進国から発展途上国等への輸

出を前提とし、輸出国は輸入国でのプラスチック廃棄物の適正処理に協力するものである。国際分業原

則のメリットは、CI スコープである市場の点で見ると、プラスチック廃棄物の需要と供給がマッチできる点で

あり、再生素材として再利用されるプラスチック廃棄物の量が、発生国消費原則に比べて多くなる。ま

た、再生利用量が増えることから、輸出国と輸入国でのトータルのプラスチック廃棄物の処理コストは最
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小化されることが期待できる。国際分業論のデメリットは、CI スコープである環境面での課題にある。輸

入国である発展途上国等での廃棄物の処理の実態が輸出国に比べて極めて劣っており、発展途上国

等へのプラスチック廃棄物の輸出が海洋プラスチック問題などをより深刻化させる可能性が高い。また、輸

出国が廃棄物の輸出に安住し、輸出国内でのリサイクルを進める気運を阻害する恐れもある。 

 プラスチック業界団体 B は、プラスチックの国内リサイクルは発生国である我が国の責任であり、また使

い終わったプラスチックが貴重な国内資源であるとの理由から、発生国消費原則を強く主張している。第

三章で述べたように、近年中国政府はプラスチック廃棄物の中国への輸入を禁止しており、中国のマテリ

アルリサイクル事業者は深刻な原料不足の状態にある。CI スコープである市場の点で見ると、業界団体

B によると、この状態を打開するため、中国のマテリアルリサイクル事業者が次々と日本にマテリアルリサイ

クル施設を建設し、日本のプラスチック廃棄物を安価で（中国よりも安価だが、日本の相場よりは高価

で）大量に購入した上で、ペレットやフレークなどのマテリアルリサイクル製品の材料の形に加工して中国

に輸出する動きが活発化している。これらの日本に進出している中国企業は 200 社を超えており、日系

のマテリアルリサイクル事業者数よりも多くなっていると業界団体 B は指摘している。プラスチック循環利用

協会が公表しているプラスチックのマテリアルフロー図によると、2021 年時点でペレットなどのマテリアルリサ

イクル材料の形で輸出されている量は我が国全体のマテリアルリサイクル量の 42%を占め、その割合は

年々増加している。材料の形に加工される前のリサイクル原料（プラスチック廃棄物）の形で輸出される

量が 32%あり、結果的に国内で循環利用されるマテリアルリサイクル量は 22%しかないのが実情である 

[4]。業界団体 B はこのように国内で利用されるマテリアルリサイクル量がわずかである実態を問題視し、

中央省庁 A などに対してマテリアルリサイクル材料の輸出禁止の措置を取るよう提案している。 

中央省庁 A は、輸出先国でのプラスチック廃棄物の管理への懸念から、日本が責任をもって国内でリ

サイクルを行えるよう発生国消費原則が実現できることが望ましいとしているが、WTO（The World 

Trade Organization : 世界貿易機構）の自由貿易原則によりマテリアルリサイクル材料などの輸出

規制は不可能であると指摘している。国内ユーザー企業の再生素材への需要の伸びが緩やかで、かつ

低価格な再生素材へのニーズが大きいことを考えると、より高価格でマテリアルリサイクル材料や廃棄物を

販売できる輸出という形態が選ばれることは経済原則からやむを得ないとのスタンスである。中央省庁 A

によると、輸出規制はできないものの、中国系企業などによるマテリアルリサイクル材料を輸出するための

国内工場新設に対する設備投資補助金（「事業再構築補助金」）の申請案件が近年急増している

が、これらの申請案件については全て拒絶しているとのことである。一方、アジア諸国などに日本のユーザ

ー企業の製造拠点が移り、日本向けの製品が生産されている中で、これらの日本企業の製品の原料と

して日本から輸出されたマテリアルリサイクル材料が活用され、その結果生まれた製品が日本に輸入され

ることは歓迎されるべきことであり、これらの動きを支援したいとしている。省庁 A の主張を裏付ける観点

から、マテリアルリサイクル材料（廃プラスチックをペレットのような中間財に加工したもの）が現地日系ユ

ーザー企業による日本向けの再生製品に使われグローバルなリサイクルとなっていることを確認するため

に、今回のインタビュー調査では人づての人づてを介してリサイクル事業者 E を見つけ出し、インタビューを

行った。この結果、リサイクル事業者 E がタイにマテリアルリサイクルの工場を有し、日本から輸出した材料

をもとにマテリアルリサイクル製品を日系の文房具メーカーに販売し、これらの文房具が日本に輸出されて
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いることを確認した。今回、同様の他の事例がないか探したが、リサイクル事業者 E の事例にとどまってし

まった理由は、再生材料の形での日本からの輸出がつい最近本格化したことと関係があると考えられる。

今後も再生材料の輸出が増えれば、ユーザー企業のサプライチェーンのグローバル化と相まって、リサイク

ル事業者 E のようなトレースデータが増えるものと考えられる。実際、リサイクル事業者 E はタイでの事例

と類似のビジネスを同国及び他国でも展開する計画を表明している。また、リサイクル事業者 C や D も、

E 社のようなグローバルなリサイクルビジネスの実施可能性を指摘している。 

今回インタビューした全ての者が発生国消費原則が望ましいとの意見を有しているものの、再生素材

に対する国内需要の伸びが緩やかな現状においては、マテリアルリサイクルの材料や原料をより高価格で

販売できる輸出形態を止めることは難しい。また上記のリサイクル事業者 E のタイでの事例のように、日

本企業のサプライチェーンがグローバル化し、再生素材の活用された製品が海外から国内に還流している

実態も考えると、国際分業原則によって日本での再生素材の活用が進む面も否めない。このように CI

スコープである規制・製品・市場・環境の観点でトータルに考えると、国内消費原則と国際分業原則は

二者択一ではなく、そのベストミックスを追及していくべきである。以下では、国内消費原則と国際分業原

則のそれぞれを推進していく上での課題・論点とそれを解決するための方策について考察する。 

まず、国内消費原則を推進する上で有益な、マテリアルリサイクルの劣化を防止する技術、ケミカルリサ

イクル等も活用したアップサイクル、消費者の受容性を高めるためのマーケティング方法や表示・認証制度

に関する論点について考察する。マテリアルリサイクルの劣化を抑制するための方策を CI スコープである

技術の点で見ると、第三章で述べたように、酸化防止剤、鎖延⾧剤、混合技術、充填剤、重合剤など

の添加剤の使用は有効な方法である  [6,84,135,139]。また、モノマテリアル化のような環境配慮設

計をしたバージンプラスチックが生産されれば、選別の作業を減らすことができ、マテリアルリサイクルの劣化

を最小化できる  [137]。リサイクル事業者による方策として、政府の支援制度も活用しながら、生産

能力の増強とともに、再生素材の品質の向上に向けて、プラスチック廃棄物の自動選別装置の開発・投

資を積極的に行うことが望まれる。最近では、選別を精緻化するための手法として、フォトルミネッセントラ

ベル（UV-vis 有機および無機フォトルミネッセンスマーカー、赤外線アップコンバージョン、X 線蛍光マー

カーなど）やデジタルマーカー（バーコードの電子すかし）などの新たな技術を活用したラベルをプラスチッ

クに組み込む方法が研究されている  [342]。いずれの技術も認識能力が万全でないなどの技術的な

課題があり、研究開発の途上にある。また、これらのラベルをプラスチック製品に組み込む方法も、押し出

し、表面コーティング、外部ラベルへの組み込みなど様々な選択肢があるが、それぞれ一⾧一短で、全て

の製品の選別工程に適用できる組み込み方法は開発されていない。これらの技術が商業段階を迎えた

場合には、選別作業の自動化が大幅に進み、マテリアルリサイクルの品質が飛躍的に向上することが期

待される。また CI スコープである顧客の観点では、再生素材の品質を向上させ、マテリアルリサイクルされ

る量を増やすためには使い終わったプラスチック製品を消費者が適切に洗浄、分別、排出することが有効

であり、消費者のこれらの行動を促すよう情報発信することも望まれる。最近、飲料業界ではボトル・ツ

ー・ボトルを進めるため、消費者に分別排出の必要性を訴える TV コマーシャルを行っており、他の業界で

も同様の活動が期待される。 
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アップサイクルについて CI スコープである技術の観点で見ると、第三章で述べたように、ケミカルリサイク

ルは基本的に再生素材の品質劣化がなく、品質劣化を抑えるための重層的な廃棄物の選別工程がほ

とんど不要であることから、マテリアルリサイクルの弱点を補える特徴を持つ。ケミカルリサイクルには、再生素

材としてプラスチックを再生産するクローズドループと、ファインケミカルや航空機燃料などのより高付加価値

な製品に再生するアップサイクルがあり  [343]、近年新たな研究成果が公表されている。前者はサーキ

ュラーエコノミーに貢献するが、後者は貢献しない。しかし、後者はプラスチック廃棄物がより高価格な製

品に再生することから、廃棄物処理がより進みやすくなる、今までエネルギーリカバリー処理されていた廃

棄物が高付加価値製品にリサイクルされる、などの効果がある。現在我が国におけるケミカルリサイクルの

割合は 3.5％に過ぎず  [4]、また再生される素材はプラスチックではなく、アンモニアや一酸化炭素など

の化学原料に限定されている。最近ではケミカルリサイクルによるプラスチック製再生素材の生産技術も

確立しつつある。プラスチック生産企業における方策として、今後、プラスチックを再生できるケミカルリサイ

クルの実装に向けて、積極的な設備投資が期待される。学術機関による方策として、多くのエネルギーを

消費し多量の二酸化炭素を排出するというケミカルリサイクルの欠点を改善するため、新規触媒の開発

を始めとした革新的な生産プロセス技術に関する研究が必要である。また、第三章で指摘したように微

生物による分解で混合物をリサイクルする技術も実証段階を迎えている。例えば、積水化学と住友化学

は、プラスチック廃棄物の混合物も含んだ一般ごみを微生物により分解しエタノールを生成した後に  

[165]、エタノールからプラスチックを再生する技術を開発中である  [166]。この方法はケミカルリサイク

ルに比べて二酸化炭素の排出量が少ない可能性がある。一方、原料が一般廃棄物であるため原料供

給面で提携してくれる地方自治体を見つけることが課題である。 

消費者の再生素材に対する受容性について CI スコープである顧客・市場の観点で考察すると、第三

章で述べたように、プラスチック問題に関する日本の消費者の環境意識は他国に比べて低く、消費者啓

発のための情報発信（プラスチック問題の深刻性の認知拡大）、マーケティング、表示・認証制度が必

要である。プラスチック再生素材の環境価値を消費者に認識しもらい、コストアップを受け入れてもらうた

めのマーケティング方法として、環境意識が高い若者にターゲティングし、若者向けの製品への再生素材

の活用を検討する方法が考えられる。例えば、ナイキはリサイクルの重要性を盛んに PR し、サステナブル

素材として再生繊維でできた靴を販売して、好評を得ている。消費者にプラスチック廃棄物由来の再生

素材であることを認識してもらうための認証制度及びラベルが民間団体ベースで登場している。

International Sustainability and Carbon Certification（ISCC）、RedcertII など、元々は

バイオマスプラスチック向けの認証制度がケミカルリサイクルにも適用され始めている。最近では民間認証

制度が乱立状態にあり、消費者に分かりにくい状況になっている。認証制度間の競争の結果、いずれ淘

汰されていくと考えられるが、勝ち残った認証制度は消費者に再生素材の環境価値を認識させるのに有

益な存在となる。ケミカルリサイクル向けの認証制度の課題として、ケミカルリサイクルはナフサ製造プラント

で生産された製品が化石原料由来か廃棄物由来かを区別することができないため、これらの原料の投

入割合で廃棄物由来品の生産量を決めるマスバランス法が採用されているが、このようなバーチャルな計

算方法が消費者から受け入れられるか不透明である。また、CI スコープであるサプライヤーの視点で考え

ると、消費者に認証情報を届けるのはサプライヤーであるプラスチックの加工・成形業者であるが、これらの
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業種は中小企業の割合が高い。ケミカルリサイクルの認証制度は要件が厳しく、中小企業がその対価を

負担できるか疑問視されている。再生素材の環境価値に関する消費者啓発の方策について、CI スコー

プである政府・規制の観点で考察すると、ユーザー企業が生産する製品に使われている再生素材の割

合を表示するようユーザー企業に義務付けることが考えられる。再生素材の利用を義務付けなくとも、含

有割合を表示させれば、競合企業と比較されることによりユーザー企業の取組が促進される。 

一方、国際分業原則を進めるために CI スコープである環境や技術の面から考察すると、輸入国であ

る発展途上国等でのプラスチック廃棄物の適正処理を促進することが大前提である。政府における方策

としては、政府開発援助（ODA）等を活用し、制度整備、インフラ建設、人材育成、技術移転を積

極的に行うことがあげられる。また、第三章で述べたように、発展途上国等において輸入されたプラスチック

廃棄物が適正に処理されることを担保するためには、グローバルなマニュフェスト制度が必要であり、日本

政府において現地政府と連携しながら、これらの制度整備に努力していく方策が考えられる。リサイクル

事業者やプラスチック生産企業が講じる方策としては、ユーザー企業の発展途上国等への進出に合わせ

て現地でリサイクルビジネスを立ち上げ、日本から輸出されたプラスチック廃棄物を自ら適切に処理するこ

とが指摘される。また、現地企業によるプラスチック廃棄物の処理能力を向上させるために、現地企業と

の資本・技術提携等を進め、リサイクル技術の移転を積極的に行うことは有力な方策である。これらによ

り発展途上国等における海洋プラスチック問題の深刻化に歯止めがかかるとともに、リサイクル事業者 EC

の事例のようにグローバルなプラスチック資源循環が進み、再生素材が使われた製品の日本への還流を

促進することができる。学術機関においては、国際コンファレンスの開催などグローバルな学会活動を通じ

て、我が国でのプラスチックリサイクルに関する研究成果を積極的に発展途上国等の学術機関や企業に

移転する方策を講じることが期待される。 

 

３．論点２についての考察（生分解性プラスチックとバイオマスプラスチック） 

3.1. 生分解性プラスチック 

生分解性プラスチックの意義としては、自然界での微生物の働きなどにより最終的には水と二酸化炭

素に分解され自然界へ循環することが期待できる点である。CI スコープである環境面で見ると、海水中

での生分解性を有するプラスチックは、不法に自然界に投棄され海洋に漂着するプラスチックによる汚染

の解決に有効である。また、土壌中での生分解性を有するプラスチックは、埋立処分されたプラスチック廃

棄物の減量化に有益である。海洋プラスチック問題の汚染源のほとんどは発展途上国等であり  

[341]、また、これらの国においては大量のプラスチック廃棄物が埋立処分されており、現在のプラスチック

処理の実情を前提とすると、生分解性プラスチックは発展途上国等において極めて有効な存在である。

国連環境計画総会（UNEA5.2 : United Nations Environment Program）の決議に基づき

プラスチック汚染を終焉させるための国際条約交渉が 160 か国以上の政府の参加のもとで行われている

が、発展途上国等の政府からは生分解性プラスチックの使用を義務付けるべきとの意見が多く出されて

いる。このような背景から、第三章で述べたように、プラスチックリサイクルの研究の中で、近年、生分解性

プラスチックの研究が最も精力的に行われ、新たな生分解性技術や製品が次々と生み出されている。 
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一方、生分解性プラスチックの課題については、CI スコープである技術面から見ると、生分解性プラス

チックがその環境調和性を発揮するためには、自然界における微生物の働きが実現できる環境中にプラ

スチック廃棄物が置かれる必要がある。我が国の場合、陸域から海洋中に流出するプラスチック廃棄物の

量は、先行研究によって幅があるものの 210~57,000 トンと推計されており  [341,344]、プラスチッ

ク廃棄物の全体量 824 万トンの 0.0025%~0.69%に過ぎず  [4]、海洋生分解性プラスチックがそ

の特性を発揮できる余地は極めて小さい。また、プラスチック廃棄物のうち埋め立てられる量は 30 万トン

であり全体量の 3.6%しかなく  [4]、土壌生分解性プラスチックが有効活用される余地も小さい。我が

国においては、コンポスト化処理施設は産業界でも家庭でも普及しておらず、この点でも土壌分解性プ

ラスチックの役割はほとんどない。我が国のプラスチックリサイクルの最も大きな割合を占めているマテリアルリ

サイクルにおいては、在来型のプラスチック廃棄物に生分解性プラスチックが混入すると、再生素材の品質

の低下、予期せぬ生分解機能の発現などの問題が発生することを、リサイクル事業者 C は指摘してい

る。このため、マテリアルリサイクルの前に在来型のプラスチックと生分解性プラスチックの選別が不可欠とな

るが、現状ではこのような選別を自動的に行える技術が開発されていないと指摘している。CI スコープで

ある製品の観点で見ると、仮に選別が可能であったとしても、生分解性プラスチックもその種類によって分

解を担う微生物の種類、分解が起きる自然環境、生分解のスピードが異なり、これら複数の生分解性

プラスチックを混ぜ合わせた再生素材が使用にあたりどのような挙動（微生物の種類、必要な自然環

境、分解スピード）をとるか予測できないことから、商品としての販売が見込めない。リサイクル事業者 C

によると、生分解性プラスチックの選別に経済的意義はなく、選別技術の開発や設備投資を行うリサイク

ル事業者はいないとしている。近年、生分解性プラスチックがコンビニやスーパーなどで手渡されるカトラリー

（スプーン、フォークなど）やストローに使われる例が増えているが、これらの生分解性プラスチックの多くは

一般廃棄物として回収され、その多くはマテリアルリサイクル処理にまわされる。これらの用途に使われる生

分解性プラスチックは生分解の特性が活かせず、リサイクル製品の品質劣化を引き起こす選別不可能な

異物でしかない。生分解性プラスチックがその特性を活かせる用途は、漁網、漁具、農業用マルチフィル

ム、肥料用の被覆材など自然条件の中で使われ、そのまま廃棄されるものに限定されると考えられる。 

CI スコープである製品の経済性の観点で課題を分析すると、プラスチック業界団体 B は、生分解性

プラスチックの普及にあたっての大きな課題の一つとしてコストをあげている。現状、化石資源由来の汎用

プラスチックに比べて、生分解性プラスチックのコストは２～５倍高い  [345]。生分解性プラスチックの

生産方法は化石資源由来とバイオマス由来があるが、特にバイオマス由来のコストが高い。高コスト故に

需要が伸びず、需要の増加が見込めないために大量生産によるコスト低下が進まない悪循環にある。CI

スコープである顧客の面からは、生分解性プラスチックに対する消費者の誤解も課題である。環境中で自

然に分解するので、ポイ捨てしても構わないといった消費者の誤解によりポイ捨てが助⾧される懸念があ

る。 

これらの課題に対応するための方策について、生分解性プラスチックの選別、コンポスト化による分解、

混合プラスチックのリサイクル技術、生分解プラスチックの市場拡大についての論点から考察する。まず、

生分解性プラスチックの選別について、CI スコープである技術の面から考察すると、論点１で述べたように

フォトルミネッセントラベルやデジタルマーカーのような新たな識別技術が実用化されると、生分解性プラス
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チックの種類に応じたきめ細かな選別が可能となる。また、幾つかの生分解性プラスチックについては、選

別方法があるとの研究がある。例えば、近赤外線選別により PLA（ポリ乳酸）と PET の分離ができたと

の報告がある [346]。第三章で述べたように PLA と PET は用途（ボトル用）が似ており、外観からの

選別が不可能なため、これは大きな意義を持つ。近赤外線選別は PLA と PCL（ポリカプロラクトン）の

混合物の分離にも活用できる。静電選別によって PLA、PCL、PHA（ポリヒドロキシアルカノエート）、

及びこれらの混合物の選別ができるとの報告がある  [346]。生分解性プラスチックにはたくさんの種類が

あり、新たな生分解性プラスチックの次々と開発されているため、これらについても選別方法を研究するこ

とが必要である。リサイクル事業者は、生分解性プラスチックの選別技術はないと指摘しているが、上記の

研究結果を参考に、近赤外線選別、静電選別などの方法の商業的適用性について検証していくことが

望まれる。 

コンポスト化による分解について、CI スコープである技術面で見ると、生分解性プラスチックの種類によ

ってコンポスト化に向いているもの、向いていないものがある。例えば、PLA は高温、アルカリ性などの条件

下では肥料化される。これらの条件は工業コンポストでは実現できるが家庭用コンポストには向いていな

い。チオリダジン等の触媒の添加がコンポスト化を促進するとの研究結果がある  [346]。PLA の分解

速度は分子量、結晶化度、プラスチックの厚み等によって影響を受け、コンポスト化を可能にするためには

これらの条件を満たす製品設計が必要となる。一方、PBAT（ポリブチレンアジペートテレフタレート）は、

工業用・家庭用コンポストにおける肥料化の速度が非常に遅く、コンポスト処理に課題を残している。分

子量や結晶化度の最適設計、フィラー（充填剤）の添加などにより分解速度が向上するとの報告があ

る  [346]。生分解性プラスチックの識別・選別技術が高度化する前の段階では、工業用コンポストや

家庭用コンポストといった肥料化施設で分解処理する方策は選択肢の一つとして検討されることが望ま

しい。欧州ではコンポスト施設の普及が進んでおり、我が国でもこれらのコンポスト施設の普及に向けて政

府や地方自治体が財政面や普及啓発面で支援する方策が望まれる。リサイクル事業者が工業用コン

ポストへ新規事業進出する方策も期待される。 

生分解性プラスチックを含む混合プラスチックのリサイクルについて、CI スコープである技術の視点で見

ると、論点１で記述したケミカルリサイクルの活用方策があげられる。第三章で述べたようにケミカルリサイ

クルには熱分解、ガス化、加水分解、メタノロシス、グリコリシス、アミノリシスなどがあるが、混合プラスチック

に向いているのは熱分解とガス化である。ガス化については昭和電工が商業運転を行っているが、再生

素材が水素・アンモニアであり、プラスチックにリサイクルする技術は確立していない。熱分解によるプラスチ

ックの再生技術については、近年急速に進歩しており、三菱ケミカルグループとエネオスによる超臨界技

術、出光興産と環境エネルギー社による触媒による接触分解方式など複数の技術が実証段階を迎え、

実証プラントの建設が予定されている。しかし、いずれの技術でもバージンプラスチックよりもコストが高い、

二酸化炭素の排出量が多いといった課題を有しており、商業プラント建設に向けて一層の研究開発が

必要である。これらとは全く別のケミカルリサイクルとして、複数の触媒を段階的に適用することにより、混

合物からモノマーを段階的に取り出す技術についても研究されている  [343]。また、異なる生分解性プ

ラスチックの混合物については、論点１で指摘した近赤外線選別や静電選別による適用範囲の拡大に

向けた研究が重要である。 
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生分解性プラスチックの市場拡大について、CI スコープである技術や市場の面で見ると、プラスチック業

界団体 B は、我が国は生分解性プラスチックの開発生産において他国に対して技術的優位性があり、

競争力のある生分解性プラスチックが製造されていると指摘している。このため、生分解性プラスチックの

生産企業においては、低コスト化に向けた技術開発と設備投資を進め、大きな需要の見込める発展途

上国等に供給していく方策が有望である。これにより国内向けの生分解性プラスチックの価格低下も見

込める。学術機関においては、コストを低減させるため、新たな生産プロセス技術の開発が期待される。 

 

3.2. バイオマスプラスチック 

 バイオマスプラスチック意義は、CI スコープである環境面で見ると、主に植物を原料としたバイオマス由来

の糖や油脂から生産されており、大気中の二酸化炭素を吸収した植物を原料とするという点で、基本的

にカーボンニュートラルなプラスチックであることである。このため、バイオマスプラスチックを焼却処分又はエネ

ルギーリカバリー処理しても追加の二酸化炭素は発生しないことが最大の利点である。また、CI スコープ

であるサプライヤー（供給）の観点では、バイオマスプラスチックは化石資源由来でないため、政情不安

定なサプライヤーである中東産油国への依存度を下げる効果もある。CI スコープである技術面では、バイ

オマスプラスチックのうちバイオ PE、バイオ PET、バイオ PP などは、化石燃料から生産される汎用のプラス

チックと同等の性状を有しており、同じ使い方ができるという点も利点である。これらの汎用プラスチックと同

等の性状を持つバイオマスプラスチックは、リサイクルにおいても汎用プラスチックと一緒に選別・処理するこ

とができることは重要な特徴である。これらの理由からバイオマスプラスチックの国内消費量は 2018 年で

約４万１千トンと、生分解性プラスチックの国内消費量約 3700 トンの 10 倍以上となっている  

[345]。政府は、2019 年に公表した「プラスチック資源循環戦略」において、2030 年までにバイオマス

プラスチックの国内導入量を 200 万トンに増大させる目標を設定している  [347]。このような背景か

ら、第三章で述べたように、国際的にもバイオマスプラスチックの研究は著しく増加している萌芽的な研究

領域である。 

 バイオマスプラスチックの課題の一つは、一般廃棄物となるバイオマスプラスチックはエネルギーリカバリー

処理又は焼却処分されないことが多く、カーボンニュートラルの特性を活かせないことである。これは CI ス

コープの一つである政府による規制に原因がある。例えば、容器包装リサイクル法に基づき家庭から分別

収集される容器包装プラスチックは、マテリアルリサイクル又はケミカルリサイクルのいずれかの方法でリサイク

ルされることが政府の方針で決まっており、エネルギーリカバリーされるものはほとんどない。容器包装プラス

チック以外のその他の製品プラスチックも 2023 年からプラスチック資源循環促進法に基づき、容器包装

プラスチックと一緒に分別回収され、同様にエネルギーリカバリー処理が行われないことが一般的である。こ

のため、CI スコープである製品性の観点で見ると、一般廃棄物の分野でバイオプラスチックがカーボンニュ

ートラルの特性を発揮できる用途は、焼却による滅菌処理が必要な衛生用品や燃えるゴミ用のゴミ袋な

どに限定されてしまう。CI スコープである技術の面では、バイオプラスチックのうち汎用プラスチックでないバ

イオ PC（バイオ・ポリカーボネート）やバイオ PA（バイオ・ポリアミド）は、汎用プラスチックと一緒のリサイ

クルが困難であるにもかかわらず、選別技術が開発されていない。プラスチックの外観からバイオ PC やバイ

オ PA を消費者が識別して分別排出することもできない現状にあり、これらのバイオプラスチックはマテリア
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ルリサイクルによる再生素材の品質低下要因となる。また、バイオマスプラスチックと生分解性プラスチックを

消費者が識別し、分別排出することもできないため、生分解性プラスチックをコンポスト処理する際にバイ

オマスプラスチックが分解されず残存してしまう問題もある。CI スコープである原料供給の観点で見ると、

バイオマスプラスチックの代表的な原料は砂糖きび、とうもろこし、キャッサバなどの可食資源であることが多

い。現状のバイオマスプラスチック製造において原料が不足しているという情報はない。例えば、ブラジルに

おいて、200 千トンのバイオ PE の製造に必要な砂糖きびの栽培面積は、国内の耕作可能地の

0.02％であり、全体に占める割合は小さい  [345]。しかし、将来的な原料需要の拡大に当たり、食

料供給の障害となる可能性や、逆に持続可能な原料調達が難しくなる恐れがある。CI スコープである

製品の経済性の観点で見ると、バイオマスプラスチックは、原料調達の効率性、製造の特性（生物プロ

セスを経ている場合が多いこと）等により高コストとなっている。従来の化石資源由来プラスチックと比べた

単価は、例えばバイオ PE が約３倍、バイオ PET が約 1.5 倍となっており、バイオマスプラスチックの需要

が増加しない大きな要因となっている  [345]。 

 このような課題に対応するための方策について、CI スコープである顧客の面で見ると、まずバイオマスプラ

スチックと生分解性プラスチックの総称であるバイオプラスチックという用語を普及させない方策が求められ

る。バイオマスプラスチックと生分解性プラスチックは環境面での意義や特性、リサイクルの方法が全く異な

っており、プラスチックの使用後において消費者によりきめ細かく分別排出されることが望まれる。政府が策

定した「プラスチック資源循環戦略」においてはバイオプラスチックという総称が使われているが  [347]、こ

のような総称は消費者の正しい理解と適切な使い方や分別排出を妨げることになる。バイオマスプラスチ

ックと生分解性プラスチックの特徴やリサイクル方法が違うことを丁寧に消費者に説明していくことが必要で

ある。消費者による適切な分別を促進するためには、きめ細かな識別マークの設定も必要である。バイオ

マスプラスチックと生分解性プラスチックの識別は当然として、バイオマスプラスチックについても、汎用プラス

チックと同様にリサイクルできるバイオ PE、バイオ PET、バイオ PP と、現状ではリサイクルが難しいバイオ

PC、バイオ PA を区別する識別マークが望まれる。これらの課題については、生分解性プラスチックと同様

にフォトルミネッセントラベルやデジタルマーカーのような新たな識別技術の実用化が最も有力な方策であ

る。CI スコープである技術の面で見ると、現状、バイオマスプラスチックの製造の多くは、海外の原料生産

国において行われている。汎用バイオプラスチックはリサイクル方法が確立しているため我が国での製造・

消費の拡大が望まれるが、低コストで生産できる商用化に適した実証技術が確立していないなどの理由

から民間投資の動きは鈍い。企業による生産投資を財政面で後押しする政府による方策が望まれる。

企業による方策としては、国内での生産技術の確立と設備投資に加えて、CI スコープである原料供給

の面からは、国内のサプライヤーから入手可能な非可食原料による生産方法を開発することが望まれ

る。プラスチック業界団体Ｂによると、例えば、伐採木・林地残材、稲わら・もみ殻、古くなって食用に適さ

なくなった備蓄米、生ごみ・食品廃棄物などが候補としてあげられる。学術機関による方策としては、微細

藻類などフロンティア分野での非可食原料化技術、生産コストを飛躍的に引き下げるプロセス技術などの

多くの技術的課題での研究が期待される。 

 

４．論点３についての考察（プラスチック再生素材の建設分野での利用） 
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 第三章で述べたように、プラスチック再生素材をアスファルトの添加剤やコンクリートの骨材として活用す

る方法について、海外では多くの研究が行われている。CI スコープである経済性の観点で見ると、これら

の用途は大量のプラスチック廃棄物を安価に処理できる点で優れていると考えられ、発展途上国等での

研究が顕著である。道路建設へのプラスチック再生素材の実証事例も多く報告されている  [304]。CI

スコープである環境面では、これらの用途は循環性に乏しいためサーキュラーエコノミーの観点から望ましく

ないとの見方もできるが、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルに適していない廃棄物（その多くは現状

エネルギーリカバリー処理されている）については、先進国においても建設分野での利用を進めることは意

義がある。我が国においては、マテリアルリサイクルとケミカルリサイクル以外の方法で処分されているプラス

チック廃棄物は、全体の 75％にのぼっており  [4]、建設分野での利用を進めることは重要である。しか

しながら、我が国における建設分野の利用に関する論文数は全世界の 2,023 本に対して 31 本しかな

く、世界で 20 位にとどまっており、また、建設分野にプラスチック再生素材が活用された事例もほとんど見

つかっていない。ここでは、インタビュー結果などをもとに CI スコープの観点から、我が国おけるプラスチック

再生素材の建設分野での利用を進める上での課題を分析し、課題解決に向けた方策について考察す

る。 

 リサイクル事業者 C と D によると、プラスチック再生素材を建設分野で利用できないかというアイディアは

20 年以上前からあるが、様々な課題があり実現していないとしている。課題の一つは CI スコープである

政府の規制によるものである。リサイクル事業者 C と D は、建設分野での利用にあたっての廃棄物処理

法上の扱いが不透明であることを指摘している。我が国おいては一般廃棄物はマテリアルリサイクル又は

ケミカルリサイクルされることが一般的であることから、建設分野で利用される可能性が高いプラスチックは

産業廃棄物由来の再生素材である。産業廃棄物についてはかねてから不法投棄の犯罪が多発してお

り、監督官庁の環境省は建設分野での利用が不法投棄を助⾧しないか警戒をしているとみられる。未

処理のプラスチック廃棄物やその他の廃棄物の混合物をプラスチック再生素材と偽って、道路などに混ぜ

てしまう悪質業者が出てくるのではないかとの懸念が付きまとっている。廃棄物処理法に基づいて適正に

処理するためには、建設会社が各地方自治体から産業廃棄物処理業者の許可を取る必要があるが、

これには相当な時間と労力が必要となるため、大きな参入障壁となっている。その他の規制面では、海

外において道路建設にプラスチック再生素材を活用した事例があるが、日本の国土交通省は道路品質

を重視しており、海外と日本の道路の品質規制の違いを指摘する意見もある。また CI スコープである製

品の経済性の面では、プラスチック再生素材を建設分野で利用するためには、プラスチック廃棄物につい

て破砕、粉砕、選別（プラスチック以外の異物除去）などの最低限の前処理が必要となり、そのため費

用がかかることから、建設会社にとって原料としてのコストが見合い難いという課題も指摘されている。CI

スコープである技術的な観点では、プラスチック再生素材の前処理が不十分で再生素材の形状や重さ

が不ぞろいであると、コンクリートの中で再生素材が浮いたり沈んだりして均質に混ざらないという課題が指

摘されている。CI スコープである環境面では、道路に再生素材を利用した場合、時間の経過とともに道

路が削れ、プラスチックの粉塵が舞った時の環境への影響が未知数であるとの懸念も示されている。特

に、第三章で述べたように、家電製品用プラスチックに使用される臭素系難燃剤が混ざっていると人体に

悪影響が及ぶ可能性も残る。建設分野での利用にあたっては、CI スコープの一つである競合問題も指
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摘されている。現状、我が国のプラスチック廃棄物の 24%は紙くずと混ぜた RPF 固形燃料（Refuse 

Paper and Plastic Fuel）として利用されている  [4]。RPF の原料となるプラスチック廃棄物は比較

的品質が良く、安価であることが特徴であり、建設分野での利用に適していると考えられる。RPF の生産

事業者は既得権益意識が強く、RPF 原料を他の業界に奪われることに対する危機意識が高いため、政

治力を使って原料確保に奔走する傾向がある。建設分野での利用は大量のプラスチック廃棄物を利用

できる潜在力があり、RPF 業界との利害調整の問題が発生する可能性がある。 

 次に、これらの課題を解決するための方策について考察する。まず、CI スコープである規制面での政府

による方策は極めて重要である。廃棄物処理法においては、対価を払って（有償で）廃棄物を引き取

る場合には、最早それは廃棄物ではなく、廃棄物処理法の規制を受けないはずである。このため建設業

者がプラスチックのリサイクル事業者から対価を払って再生素材を購入すれば、産業廃棄物事業者の許

可を取る必要はなくなる。他方、再生素材の品質が低いため、建設業者がリサイクル事業者から処理費

用もらって（逆有償で）再生素材を利用する場合には、産業廃棄物事業者の許可が必要となる。有

償か逆有償かは、取引される再生素材の品質と価格によって異なることになり、この原則を守っている限

り廃棄物処理法上の問題はないはずである。環境省においては、これらの点を明確にし、建設業者やリ

サイクル事業者に周知する方策を講じることが必要である。建設分野での利用を進めるためには、プラス

チック再生素材の道路や建築物での利用にあたっての品質基準を示す方策が望まれる。第三章で述べ

たように、道路建設でのプラスチック再生素材の利用は、道路の強度や耐久性を向上させ、建設コストの

削減やトータルでの環境負荷の低減に効果があるとの指摘がある  [302-304] 。これらの点を考慮

し、国土交通省において建設分野での利用の促進に向けて品質規制の見直しや、環境貢献効果に関

する情報発信・支援の方策を行うことが期待される。CI スコープである競合関係の視点では、経産省、

環境省、国土交通省においては、RPF 事業者と建設業界との競合問題の回避に向けて、政治ではな

く、経済原則に基づき再生素材が有効活用されるよう業界調整を行うことが期待される。CI スコープで

ある環境・製品面では、建設事業者が、リサイクルに適さないプラスチック廃棄物を大量に処理できるとい

う建設分野での利用の環境価値を認識し、再生素材の活用に向けて建設分野で利用するために必要

となる再生素材の品質基準を明らかにした上で、リサイクル事業者との間で情報交換・連携を行う方策

を取ることが必要である。CI スコープである製品の観点では、リサイクル事業者において、建設事業者が

提示した品質の再生製品をできるだけ安価に処理できる体制を整える方策が望まれる。CI スコープであ

る技術の点で見ると、リサイクル事業者 C や D が指摘したように、再生素材を道路に利用した場合の耐

久性や粉塵の影響、コンクリート中での不均質性など多くの技術的課題が残されている。また、建設分

野で再生素材を利用することの環境インパクトの LCA 評価の深堀も必要であり、これらの課題について

学術機関が研究開発を強化・継続する方策が望まれる。 

 

５．結論 

 本研究では、企業や産業の競争力にとって重要なコンペティティブ・インテリジェンス（CI）について、プ

ロセスやスコープの明確化、成功要因分析などを行った上で、近年、社会的関心が高まっているプラスチ



110 

 

ックリサイクル問題を事例として取り上げ、CI の幅広いスコープの観点から、そのシステム転換を実現する

ための課題や方策について考察を行った。 

 CI については、CI を行っている日本企業のグループと、CI は行っていないものの調査分析活動を行っ

ている日本企業のグループについてインタビューを行い、そのプロセスとスコープを調査した。その結果、両グ

ループのプロセスとスコープに相違はないことが判明した。一方で、CI を効果的に行う上で、組織内に CI

部門を設置する組織的 CI と、CI 部門を普段は設置せずに CI が必要な場合だけアドホックにタスクフォ

ースを立ち上げる非組織的 CI では、その役割が大きく異なり、それぞれメリット・デメリットがあることを指

摘した。また先行研究では CI のスコープは競合分析に限定されるという説と広くビジネス環境全般を対

象としているという説に分かれていたが、今回の調査ではスコープは、製品、技術、顧客、市場、サプライ

ヤー（供給）、競合関係、規制、環境問題など広くビジネス環境全般であることが判明した。調査結果

を踏まえ、CI 結果を吸収能力（AC）につなげ有効活用するためには、促進要因として、①外部知識

の吸収に貪欲な組織文化・風土、②CI 結果を意思決定に反映するプロセス、③CI 部門と CI 結果を

活用する部門との間の信頼関係の構築が重要であるということが明らかとなった。 

 次に、プラスチックリサイクル問題に関する技術調査を中心とした公開情報調査として、世界のプラスチッ

クリサイクルに関する論文 35,519 本について書誌情報分析を行い、どのような研究分野が存在する

か、研究分野ごとの特徴は何か、萌芽的な研究トピックは何か、プラスチックリサイクルを進めるために必

要な課題は何かについて分析した。その結果、特に顕著な萌芽的トピックとして生分解性プラスチックとバ

イオプラスチックに関する研究が近年急増していることが判明した。また、多くの研究領域において先進国

が論文数のリーダーであるが、プラスチック再生素材の建設分野での利用に関する研究については、発展

途上国等で熱心に行われていることが明らかとなった。プラスチックリサイクルを進める上で、廃棄物が発生

した国で責任を持ってリサイクルを行う発生国消費原則と、発展途上国等に廃棄物を輸出しグローバル

なリサイクルシステムを構築する国際分業原則があり、これらについてのメリット・デメリットを議論した。 

 上記の研究成果を基に、我が国でプラスチックリサイクル問題のシステム転換を促進する上で重要な以

下の四つの論点を抽出した。各論点での考察を深めるために、CI の観点から人づての人づてを頼って各

論点についての有識者を探し、インタビューにより非公開情報を集め公開情報と組み合わせることにより

分析を行った。また、考察にあたっては CI の幅広いスコープの観点から論点ごとの課題とそれを解決する

ための新たな施策について議論した。 

（論点１）我が国はプラスチック廃棄物の処理にあたって、発生国消費原則と国際分業原則のどちら

を追求すべきか。それぞれを推進する場合の課題と方策は何か。 

（論点２）プラスチックの適正処理の観点から、生分解性プラスチックとバイオマスプラスチックの意義は

何か。また、これらの普及を進めるための課題と方策は何か。 

（論点３）我が国においても、プラスチック再生素材の建設分野での利用を進めるための課題と方策は

何か。 

 以下に各論点を解決するために必要な本研究で指摘した新規施策について記述するが、これらの新

規施策については先行論文ではほとんど言及されておらず、本研究のオリジナルな研究成果である。論

点１については、発生国消費原則と国際分業原則のベストミックスが重要であることを論じた。発生国
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消費原則を進めるためには、CI スコープである技術・顧客の面で考察すると、消費者が再生素材の環

境価値を認めてくれるよう、環境意識の高い若者にターゲティングした再生製品開発、廃棄物由来性を

証明する認証・表示制度、製品に使われている再生素材の割合を表示するようユーザー企業に義務化

するなど新たな措置が必要である。また、国際分業原則を推進するためには、CI スコープである環境面

で考察すると、廃プラ貿易のトレーサビリティを確保するための国際的なマニュフェスト制度の創設が望ま

れる。 

 論点２については、CI スコープである技術・市場・顧客の観点で考察すると、生分解性プラスチックや

バイオマスプラスチックを我が国において普及させるための方策として、プラスチックの種類に応じた細かな選

別を可能とするため、フォトルミネッセントラベルやデジタルマーカー等の導入規制、消費者に生分解性プ

ラスチックとバイオマスプラスチックの分別排出の必要性を理解させるため、「バイオプラスチック」というハイブ

リッド用語を政府は使うべきでない、生分解性プラスチックの需要の伸びが遅くスケールメリットが発揮でき

ない問題を解決するため、潜在的な需要の大きい発展途上国市場の開拓から始めるべき、などの新た

な措置を提案した。 

 論点３については、CI スコープである規制・競合・環境・製品の視点で考えると、我が国にいても建設

分野での再生素材の利用を進めるための方策として、建設業者の廃プラ利用への参入障壁となっている

廃棄物処理法の規制の明確化、我が国の高すぎる道路品質規格の見直し、既存のリサイクル業界と

建設業界との間の政治も巻き込んだ廃プラ原料の奪い合いを未然防止するため、政府による利害調整

と業界への経済原則で解決すべき必要性の説明などの新たな措置を論じた。 
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